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該当

H23 H24 H25 H26 H27 H28 合計 H23 H24 H25 H26 H27 H28 合　　計 ページ

0 0 0 0 0 0 0 330 2,472 1,180 1,757 1,180 1,180 8,099 1

0 0 0 0 0 0 0 0 96 96 96 96 6,546 6,930 4

0 0 0 0 0 0 0 0 4,678 5,822 6,641 4,678 4,678 26,497 9

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

0 0 0 0 0 0 0 0 144 546 290 210 280 1,470 13

0 0 0 0 0 0 0 1,058 2,083 2,083 2,083 2,083 2,083 11,473 17

0 0 0 0 0 0 0 1,388 9,473 9,727 10,867 8,247 14,767 54,469

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 0 0 0 3 109,576 21,104 29,636 29,670 29,708 31,234 250,928 25

3 3 4 8 9 11 38 18,271 37,771 57,271 92,171 137,171 174,261 516,916 29

0 0 0 0 0 0 0 1,670 2,470 1,670 1,670 2,470 1,670 11,620 31

4 4 5 8 9 11 41 129,517 61,345 88,577 123,511 169,349 207,165 779,464

0 0 0 0 0 0 0 0 4,526 57,860 129,936 122,398 123,149 437,869 33

0 2 0 0 0 0 2 3,807 51,394 51,394 243,126 243,126 243,126 835,973 34

0 2 0 0 0 0 2 3,807 55,920 109,254 373,062 365,524 366,275 1,273,842

0 0 0 0 0 0 0 0 32,447 26,070 26,070 29,974 33,506 148,067 35

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36

0 0 0 0 0 0 0 0 32,447 26,070 26,070 29,974 33,506 148,067

0 0 0 0 0 0 0 98,737 137,512 183,448 317,535 365,361 406,163 1,508,756 38

0 0 0 0 0 0 0 5,470 5,470 5,470 5,480 5,480 5,480 32,850 41

0 0 0 0 0 0 0 135,481 885,365 106,279 130,852 129,309 126,224 1,513,510 42

0 0 0 0 0 0 0 14,053 121,375 121,375 121,375 121,375 121,375 620,928 43

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45

0 0 0 0 0 0 0 253,741 1,149,722 416,572 575,242 621,525 659,242 3,676,044

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 46

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 47

6 1 0 0 0 0 7 53,000 96,800 96,800 96,800 96,800 96,800 537,000 48

0 0 0 0 0 0 0 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000 50

6 1 0 0 0 0 7 53,000 101,800 101,800 101,800 101,800 101,800 562,000

10 7 5 8 9 11 50 441,453 1,410,707 752,000 1,210,552 1,296,419 1,382,755 6,493,886

改 革  項 目 の 体 系

（４） 健康でいきいきしたまち

（５） 日野人・日野文化を育てるまち

第４次日野市行財政改革大綱・実施計画　年度別効果見込み一覧表

削減見込み人数（単位：人） 効果見込み額（単位：千円）

中　　　　　　計

中　　　　　計

（３） 創意工夫により効率的で効果的な行政運営

４　市立病院・外郭団体の経営健全化

（１） 安全で安心して暮らせるまち

（２） 子どもが輝くまち

（３） 温かい福祉のあるまち

（６） 地域活力あふれるまち

（７） 環境に優しい緑と水のまち

６　財源確保と適切な財政運営

（５） 適切な財政運営

中　　　　　　計

（１） ストックマネジメント

（２） 公共施設の計画的な更新と改修

中　　　　　　計

中　　　　　　計

（１） 市立病院の経営健全化

（２） 外郭団体の自立的経営

５　将来を見据えた公共施設の配置と更新

中　　　　　　計

（１） 確実な収入強化（財源確保）

（２） 創意工夫による財源確保

（３） 積極的な財源確保

（４） 歳出削減策

７　職員の育成と適正な給与水準　　

中　　　　　　計

第４次日野市行財政改革大綱　効果見込み

（１） 人材育成　

（２） 機能的な組織運営　

（３） 適正な定員管理と給与水準　

（４） 労働環境（職場環境）の整備　

１　改革により市民満足度の高いまちに

（１） 「公民協働」で高める地域力

（２） 情報の共有化による行政の透明性の確保

（３） 市民参画による行政運営

（４） 自立した団体が活躍するまち

２　「公民協働」で創造する新たな公共

３　市民サービスの向上を目指す行政運営

（１） 業務改善により機能的な行政システム

（２） 民間活力導入により市民サービスの向上



第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

1 13 ａ
「公民協働」の視点を採り入れた「地域
防災計画」の見直しを行い、平成25年
度に改正する

防災安全
課

平成23年度中に東京都地域防災計画素
案が発表され、平成24年5月頃に正式に
改正される予定のため、平成24年度中に
素案を作成し、平成25年度当初に改正を
行う。改正に当たっては、東日本大震災
の事例を十分考慮する。

平成24年1月頃
に東京都計画

素案発表

東京都の改正
内容を確認し、

防災計画の
改正検討

年度当初に
改訂版完成

随時内容検討
継続 継続 継続 0 0

2 13 ｂ

平成24年度までに消防団組織の見直し
(詰所の統合、地区割変更、定数変更
等)を行う。併せて団員の平均年齢の引
下げを図る

防災安全
課

現在、立ち上げた消防団組織検討委員
会において、平成24年度末に編成方針を
決定する。顕在化している課題を克服す
るとともに、構成団員の年齢引き下げを
図る。
検討委員会中間報告（平成22年3月市長
へ報告）で平成24年4月に消防団第2分
団第1部と第2部を統合、平成25年度末に
第3分団第1部と第2部を統合する。また、
平成27年度末に第1分団第2部を5分団に
編入する。

編成方針の具体
的検討・市長答
申・統合・地区割
変更・詰所改修

統合（第2分団第
1部と2部）
詰所改修

統合（第3分団第
1部と2部）に向
け、具体的な事

務を実施

統合（第3分団第
1部と2部）
詰所改修

年度末を持って
地区割変更（第1
分団第2部を第5

分団に編入）

継続 0 1,292 577 1,869

3 13 ｃ

防災行政無線をデジタル無線システム
へ再構築し、災害時の的確な情報伝達
方法の確立と平常時の円滑な行政情
報等の伝達を図る

防災安全
課

平成22年度に防災行政無線の移動系の
無線のデジタル化を行い、それに伴う訓
練を行っている。
引き続き、その他の無線のデジタル化を
計画・推進し、災害時の的確な情報伝達
方法の確立と平常時の円滑な行政情報
等の伝達を図ていく。

アナログ無線の
完全デジタル化

継続 継続 継続

消防団専用無線
のリース期限が
平成28年5月の
ため、27年度中
にデジタル化

継続 0 0

4 13 d
高齢者や障害者の災害時の避難支援
の仕組みをつくる

防災安全
課、高齢
福祉課、
障害福祉

課

災害弱者である高齢者、障害者の安全・
安心を確保するために、関係部署と連携
して地域による高齢者・障害者の災害時
の避難支援の仕組みづくりに取組む。

災害時要援護者
避難支援プラン
に基づく体制

づくり

実施 継続 継続 継続 継続

5 13 ａ

情報システムの危機管理体制として、
災害等の不測の事態にも市民サービス
を低下させないために、新基幹システ
ム導入に合わせて「事業継続計画」を
見直しする

情報シス
テム課

平成22年度は、ISO27001維持審査を通
して障害対応への事業継続内容を確認。
平成23年度以降基幹システムオープン
化の移行に合わせて事業継続内容を見
直しをする。

継続実施
住民記録・税
関係の運用
環境見直し

継続実施
福祉関係の運
用環境見直し

継続 継続 継続 継続 0 0

6 13 ｂ

セキュリティ対策として休日の庁舎の入
室管理を徹底するため、機械警備を活
用した休日の入退出管理の導入を検討
する

財産管理
課

機械警備を活用した休日の入退出管理
の有効的で実効性のある方法を検討す
る。

検討
検討結果に
基づき対応

継続 継続 継続 継続 0 0

7 14 ｃ

不審者情報メールサービスを充実する
ため、平成25年度までに既存の情報メ
ニューにBCPに基づく市政情報や職員
参集連絡等を加え、情報メディアとして
の拡充を図る

市長公室
緊急性の高い情報コンテンツを検討し、
情報メディアとしての拡充を目指す。

調査・検討 継続 利用実績等検証
調査・検討
運用継続

継続 継続 0 0

8 14 ｄ

小・中学校に団塊の世代、等の活力を
生かした学校安全管理員を配置し、日
中の学校への出入りの確認、校舎内外
の巡回等の業務を行う

庶務課

小・中学校の安全管理を図るため、日中
の学校への出入りの確認、校舎内外の
巡回、不審物確認、清掃等の業務につい
て見直す。

国の緊急地域
雇用により
事業実施

校舎管理委
託業務見直し

実施 － － － 0 0

9 14 e
都市間の災害時応援協定の強化や都
市間交流施策を充実する

防災安全
課

都市間の災害時応援協定の充実強化を
図るとともに、日頃から都市間交流を活
発に行い、いざというときのための備えと
する。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

１　改革により市民満足度の高いまちに

（１） 安全で安心して暮らせるまち

① 地域防災体制等の見直し

② 危機管理体制の確立

1　／　50



第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

建築指導
課

・木造住宅簡易耐震調査
平成23年度は、重点分野雇用創出事業
の補助金を活用し、啓発資料の配布を戸
別訪問（ローラー作戦）により実施し、建
物所有者の耐震化への意識啓発を図
る。併せて、簡易耐震調査の希望者につ
いて、調査を実施する。本事業は平成23
年度の戸別訪問（ローラー作戦）をもって
終了する。

・8月から戸別訪
問実施により、市
内全域に耐震化
の周知を図る
・簡易耐震調査
の希望者につい
て、調査を実施

廃止 － － － － 0 330 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 6,230

建築指導
課

・木造住宅耐震診断補助
平成23年度は、重点分野雇用創出事業
の補助金を活用し、啓発資料の配布を戸
別訪問（ローラー作戦）により実施し、建
物所有者の耐震化への意識啓発を図
る。24年度以降も予算の範囲内で事業を
継続する。耐震診断実施機関の拡大を
図る。

・8月から戸別訪
問実施により、市
内全域に耐震化
の周知を図る
・耐震診断実施
機関に東京都耐
震診断登録事務
所を加え、拡大を
図る

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

11 14 b
減災対策として国庫補助金を活用した
木造住宅耐震改修工事助成を実施す
る

都市計画
課

市民や建築関連業者への啓発活動を実
施するとともに、国庫補助金を有効に活
用しながら予算の範囲内で事業を継続す
る。

推進 継続 継続 継続
継続

制度のあり方に
ついて検討

－ 0 0

12 14 c

減災対策として個人住宅の木造住宅耐
震補強工事、バリアフリー対応型住宅
改修工事の経費の一部を補助する。今
後、事業効果などの検証を行い事業内
容の見直し図る

産業振興
課

東日本大震災後の市民意識や、建築指
導課で行う一斉調査の結果等を踏まえ、
申請手続きの簡略化や助成率及び助成
額について他市との整合性を図りながら
見直しを検討し、実施する。

補助率等の見直
しを検討しなが
ら、継続実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

13 14 ｄ

地震発生時における緊急輸送道路の
沿道建築物倒壊による閉塞を防ぎ、広
域的な避難路及び輸送路を確保するた
め、国庫補助金及び都補助金を活用し
た沿道建築物耐震化補助制度を実施
する

都市計画
課

首都直下型地震の発生を考慮し、震災
時の救助活動の生命線であり、復興の大
動脈となる緊急輸送道路の沿道建築物
の耐震化を進めるため、特定緊急輸送
道路沿道建築物の耐震診断経費の補助
事業を開始する。

実施 継続 継続 継続
継続

制度のあり方
について検討

－ 0 0

14 14 ａ

「ユニバーサルデザイン推進条例」に基
づき、駅・公共施設・建築物がだれにで
も使いやすい施設とするため、ユニ
バーサルデザインによるまちづくりを促
進する

都市計画
課

「ユニバーサルデザイン推進計画」を平
成24年度に策定し、計画に基づくユニ
バーサルデザインによるまちづくりの進
行管理を行う。

計画作成 計画策定完了 計画推進 継続 継続 継続 0 0

都市計画
課

重点整備地区のバリアフリー化を実施す
る。

特定事業計画
（重点整備地区
内における個々
のバリアフリー化

事業の実
施計画）見直し

特定事業
（25％実施）

特定事業
（50％実施）

特定事業
（75％実施）

重点地区のバリ
アフリー化完了

ユニバーサル
デザイン条例

での管理
0 0

道路課
・特定事業計画の見直し（平成24年度）。
・計画的な歩道のバリアフリー化の実施。

特定事業
計画見直し

バリアフリ
ー化実施

特定事業
計画変更

バリアフリ
ー化実施

バリアフリ
ー化実施

継続 継続 継続 0 0

16 14 ｃ

平山城址公園駅、南平駅周辺のバリア
フリー化を進めるため、「駅周辺まちづく
り協議会」を設置し、地元住民と整備計
画等を検討する

都市計画
課

平山城址公園駅、南平駅の駅周辺まち
づくり協議会を平成24年度に設置し、地
元住民の参画により駅周辺の整備内容
を検討し実施する。

協議会設立準備
協議会運営

整備計画検討
継続 継続 継続 継続 0 0

17 14 ｄ

公園出入口のバリアフリー化が物理的
に可能な公園は、平成30年度までに1
公園最低1カ所の出入口のバリアフリー
化を実現する

緑と清流
課

出入口のバリアフリー化が物理的に可能
であり、未整備の60公園について、計画
的に1公園最低1カ所の出入口のバリアフ
リー化を実施する。

実施
（1公園）

実施
（3公園）

実施
（5公園）

実施
（8公園）

実施
（8公園）

実施
（8公園）

0 0

10

15

ａ

減災対策として耐震診断の補助制度等
の推進と市民への意識啓発を図る
　・木造住宅簡易耐震調査
　・木造住宅耐震診断補助

ｂ

「日野市交通バリアフリー基本構想」に
基づき、重点整備地区のバリアフリー
化を実施するとともに、進捗状況を踏ま
えた事業計画の見直しを行う

14

14

③ 耐震診断補助制度等の推進

④ バリアフリー化の推進

2　／　50



第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

18 15 ａ

｢道路用地寄附受領取り扱い基準｣によ
り、庁内の情報交換を図りながら効率
的に道路用地の寄附受領を進め、狭あ
い道路の拡幅整備を推進する

道路課
建築指導課や都市計画課と情報交換を
図りながら効率的に寄附受領を進め、狭
あい道路の拡幅整備を実施する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

19 15 ｂ

「道路いこいの場整備計画」に基づき、
ミニバス等のバス停付近、駅から公共
施設へのアクセスルート付近などに、市
民等のいこいの場として、寄附財を活
用したベンチ設置やミニポケットパーク
の整備を推進する

道路課

地域要望等を踏まえて、整備箇所や整備
手法を検討しながら寄附財を活用し、ベ
ンチ設置やミニポケットパークの整備を実
施する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

20 15 ｃ

ミニバスの利用実態やニーズの把握を
的確に行い利用環境の整備を進めるこ
とで効率的な運行を図り、補助金の削
減や一般路線化への転換を目指す

都市計画
課

利用実態やニーズの把握を的確に行い、
ミニバスの効率的な運行を図る。

利用実態調査
新規路線検討
利用環境整
備検討・実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

21 15 ｄ

分かりやすいミニバスとするため、運行
事業者と協議を進め一般広告、ラッピン
グ車両等を導入し、広告収入を路線図
作成等の周知活動費に充てる

都市計画
課

ミニバスの一般広告の取り扱いについ
て、運行事業者と協議を進め実施を図
る。

事業者協議
PR実施

一般広告・
PR実施

継続 継続 継続 継続 0 0

22 15 ａ

「自転車等駐車場整備基本計画」に基
づき、適正な需要に応じた自転車駐車
場整備と放置対策を引続き推進する。
併せて利用者負担のあり方を検討し、
料金体系を見直す

道路課

「自転車等駐車場整備実施計画」（平成
24度策定）に基づき、自転車駐車場整備
と放置対策等の施策を展開する（平成31
年度まで）。

実施計画検討 実施計画策定
施策の実施
（主に駐輪場
有料化検討）

施策の実施
（主に駐輪場
有料化実施

に向けた準備）

施策の実施
（主に駐輪場
有料化導入）

－ 0 0

23 15 ｂ

多摩川と浅川の堤防を利用した自転
車・歩行者専用道路等を中心に、自転
車専用道路等のネットワーク化を進め
る

道路課

「自転車等駐車場整備実施計画」（平成
24年度策定）に基づき、自転車専用道路
等のネットワーク化を展開する（平成31年
度まで）。

実施計画検討 実施計画策定 中間検証 検討 継続 継続 0 0

24 15 ｃ

自転車による事故防止対策の徹底を図
るため、自転車安全運転教室の開催を
推進する
・市内全小学校3・4年生対象の安全運
転教室開催
・市内中学生対象の安全運転教室開催
・高齢者対象の安全運転教室開催

防災安全
課

・生徒が中学在学中に1回はスタントマン
を活用した講習が受けられるように、8校
を3年のローテーションで順次実施する。
・高齢者対象の安全運転教室については
市内を概ね4分割し、各地区ごとに老人
会を中心に実施予定。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

25 15 ａ
「まちづくりマスタープラン」の中間見直
しを行う

都市計画
課

「まちづくりマスタープラン」の計画期限で
ある平成32年（2020年）の本改正を見据
え、平成27年度を目途に部分見直しを行
う。

－ －
現計画の評

価・検証
（20％進捗）

改訂箇所を
抽出・見直し
（80％進捗）

見直し完了 － 0 0

26 15 ｂ

人口減尐、尐子高齢化の動向及び東
京都の住宅マスタープラン改訂を踏ま
えて、「住宅マスタープラン」を全面改訂
する

都市計画
課

人口減尐、尐子高齢化の動向及び、都
の「住宅マスタープラン」（都住マス）の改
訂(2012年）を踏まえ、平成25年(2013年）
を目標に「住宅マスタープラン」を改訂す
る。

－

基礎情報の収
集整理、分析

・評価
（50％進捗）

検討委員会設置
「都住マス」

の検証
（完全達成）

－ － － 0 0

27 15 ｃ
効率的に良好な景観の保全と創造を図
るため、「（仮称）景観条例」を制定する

都市計画
課

・財政状況、経済動向等を踏まえ、既制
度、計画との連携、役割分担などを整
理。
・平成27年度を目途に効率的な誘導がで
きる｛（仮称）景観条例」を制定するととも
に、「（仮称）景観計画」を策定する。

外壁等の色彩
基準を定めた

地区計画の審査
事務を通じて、
景観行政団体と
して必要な体制

を検証

東京都からの
景観行政移管に

向けた準備
継続

景観行政団体
の協議

（60％進捗）

景観条例制定・
景観計画
策定完了

（完全達成）

－ 0 0

28 15 ｄ
公共施設管理者負担金を活用し、豊田
南地区・西平山地区の土地区画整理事
業を継続的に推進する

区画整理
課

国の公共施設管理者負担金を活用し、
豊田南地区・西平山地区の土地区画整
理事業を毎年継続的に推進していく。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

⑦ 安心して住むことのできる都市空間の創出

⑤ 道路交通網の整備

⑥ 安全で快適な自転車社会
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

29 16 ｅ

浸水被害の解消を図るため、雤水幹線
整備(①豊田幹線約300m　②東平山第
1幹線約1,000m)を実施し、平成27年度
までに完了する

下水道課

①豊田雤水幹線　270m：平成23年度実
施。年度末完了予定
②東平山雤水幹線　1,000m　：平成27～
29年度実施。29年度末完了予定

①幹線270m施工
　 支線100m施工
（幹線は100%実
施・完了）

①支線500m施工 ①支線650m施工 ①支線650m施工
①支線100m施工
②幹線160m施工
（16%実施）

①支線340m施工
②幹線300m施工
（46%実施）

0 0

30 16 ｆ
平山城址公園駅バリアフリー化の工事
に伴い、駅前広場など地域の利便性に
配慮した周辺整備を検討する

企画調整
課

平山城址公園駅バリアフリー化の実施に
伴う駅前広場の充実を検討する。

検討 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 330 2,472 1,180 1,757 1,180 1,180 8,099

31 16 ａ

市立保育園の保育士や看護師、栄養
士等が経験や知識、専門性を活かし、
在宅の子育て家庭に対し、子育て相談
や講座を行うなど、子育て支援サービ
スの拡大・充実を図る

保育課

市立保育園で、子ども家庭支援センター
や子育てサークルの支援要請に積極的
に応え、地域交流事業や子育て相談の
ほか、保育士や看護師、栄養士などの専
門性を活かした子育て講座等を開催す
る。また市立保育園が、より身近な子育
て支援の場となるよう、啓発活動を行う。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

32 16 ｂ

子育てひろば等で地域の有用な人材を
引き続き活用していくため、ボランティア
活用の場の増加策及びボランティア登
録制度の実施を目指す

子ども家
庭支援セ
ンター

子育てひろば等でのボランティア活用の
ニーズを把握し、その増加策及び登録制
度の導入を検討する。あわせて子育て支
援グループの増加策を検討する。

検討 検討 実施 － － － 0 0

33 17 ｃ

児童館を地域の子育ての拠点とする。
基幹型児童館は、中高生が創意工夫を
凝らした活動ができるよう、開館時間の
延長や日曜開館等を検討する

子育て課

基幹型児童館（あさひがおか児童館、さ
かえまち児童館、ひらやま児童館）を中
高生も積極的に利用できるよう、事業に
工夫を凝らすとともに、開館時間の延長
や日曜開館等を実施する。

検討 検討 検討 順次実施 順次実施 順次実施 0 0

34 17 ａ

保育園の待機児解消を推進するため
に、公立及び民間の保育園の定員弾力
化を維持継続し、待機児の解消を図る
（平成22年4月実績：231人）

保育課
待機児解消を図るため、引き続き公立及
び民間保育園の定員弾力化を行い、定
員増を図る。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

保育課

平成20年度から保護者、保育士、保育課
の3者が連携・協力して運営し、地域との
交流事業も積極的に実施している幼児園
の今後については、国が取り組みを進め
ている「子ども・子育て新システム」を見
据え、日野市独自の子ども・子育て事業
計画を策定し、総合施設（仮称）に向けた
検討を進める。

検討 継続 事業計画策定
事業計画に
基づき実施

- - 0 0

学校課

｢こども園｣（総合施設（仮称））は文部科
学省と厚生労働省の2省が管轄する法律
と財源が一本化するもので、現行の｢認
定こども園｣よりも幼保一体化に適した制
度となる見込みが高い。日野市のこれま
での幼児教育を踏まえるとともに、「子ど
も・子育て新システム」を見据え、日野市
独自の子ども・子育て事業計画を策定
し、総合施設（仮称）への転換に向けた検
討を進める。

情報収集・検討 継続 事業計画策定
事業計画に
基づき実施

- - 0 0

36 17 c
待機児解消に向け、認可保育園の設置
だけでなく多様な保育サービス（認証保
育所・保育ママなど）を拡大する

保育課
市の財政状況を踏まえ、国や都の補助
制度を最大限活用し、民間主体により待
機児解消を図る。

推進
(認可・認証各1
園の開設支援)

推進
（認可1園の
開設支援）

推進
(認可1園の定員
60人増を支援）

推進 － － 0 0

待機児解消を図るために、国の動向を
踏まえて、公立幼稚園の「こども園」へ
の転換を検討する

1735

② 保育園の待機児解消の推進

b

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（２） 子どもが輝くまち

① 在宅の子育て支援サービスの拡大・充実
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

37 17 ａ
公立と民間の保育園の交流を促進
し、市全体の保育の質の向上を図る

保育課

公立及び民間の保育園による「共に学び
育ちあう保育園交流事業委員会」におい
て、①研修②子ども・職員の相互交流③
ネットワークづくりの3つを柱に、引き続き
交流事業に取り組む。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

38 17 ｂ
民間保育園の保育内容の更なる充実と
安定的・継続的運営を維持・発展できる
よう支援する

保育課

民間保育園の保育サービスの更なる充
実が図れるよう、また民間保育園を安定
的・継続的に運営していくことができるよ
う、所要の支援を行う。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

39 17 ｃ
たまだいら保育園を都市機構の多摩平
団地内建替地区に平成23年度中に移
設・建替える

保育課

平成23年10月のたまだいら保育園園舎
の新設移転に向け、現園舎の土地使用
貸借期間を当該期日まで延長できるよう
都市再生機構に要請し、並行して新園舎
の建設工事を進める。

実施
（建替完了・
用地返還）

－ － － － － 0 0

40 17 ｄ

とよだ保育園の更新は、現在地に建替
える方法のほか、区画整理事業で予想
される豊田駅南口開発にも留意して検
討する

保育課

老朽化したとよだ保育園の今後のあり方
について、現在地に建替える方法のほ
か、豊田南土地区画整理事業で予想さ
れる豊田駅南口開発事業の動向にも留
意して検討を加え、平成24年度中に一定
の方向性を打ち出す。

検討 方向性の提示 － － － － 0 0

41 17 ａ

市内の全小学校で展開している「ひ
のっち」を、地域の多様な人材を活用し
て更に充実させ、放課後の子どもたち
の安全安心な居場所づくりとともに、学
校を中心としたコミュニティの活性化を
推進する

子育て課

「ひのっち」について以下の取り組みを行
う。
・地域へのPRを積極的に行い、ボラン
ティア等の協力者の発掘・確保に努め
る。
・「遊び、学び、体験、交流、生活、学習」
等の活動プログラムを充実させる。
・活動を通じて地域交流を図り、地域ぐる
みで子育てする体制を築く。
・災害等の不測の事態に備え、近隣住民
との協力体制の構築を図る。

充実・推進 充実・推進 充実・推進 充実・推進 充実・推進 充実・推進 0 0

子育て課

「ひのっち」及び学童クラブのあり方を検
証し、2事業の将来的な方向性を提示す
る。また遊び場開放の利用状況等を検証
し、「ひのっち」への統合を模索する。

検証・検討
検討・一部実施
(遊び場統合)

方向性を提示 － － － 0 0

生涯学習
課

「ひのっち」の事業形態の推移を見守りな
がら、遊び場開放の一元化について関係
各課と調整を進めていく。

遊び場開放の一
部を学童クラブの
見守りに統合。

「ひのっち」
に統合

－ － － － 0 0

43 17 ｃ
学童クラブ育成時間の延長を実施し、
更なる保護者の就労支援を図る

子育て課

学童クラブの育成時間の延長を実施する
（延長時間は、17:45から18：30まで。三季
休業中・土曜日は除く。利用者は別途
1,500円/月を負担）。

試行・検証 試行・検証 実施 － － － 0 0

44 17 ａ

子どもの虐待相談を始めとする相談の
増加や相談内容の複雑化に対応する
ため、引き続き多様なスタッフによる相
談体制と関係機関相互の連携体制の
更なる充実を図る

子ども家
庭支援セ
ンター

更に地域連携を推進する観点から、要保
護児童対策地域協議会等の場で毎年
度、各関係機関との連携・支援体制の見
直しを図る。また相談員のスキルアップ
のための研修を充実させるとともに、多
様なケースに対する相談体制を整えるた
め、必要な人員確保に努める。

推進・充実 推進・充実 推進・充実 推進・充実 推進・充実 推進・充実 0 0 96 96 96 96 96 480

42 ｂ

他自治体の先行事例も参考にしながら
「ひのっち」と学童クラブのあり方、相互
の関係を整理し、2事業の一元化に向
けた取り組みを進める。あわせて、これ
ら2事業と遊び場開放との関係も整理す
る

③ 公立及び民間保育園の充実

④ 放課後の子どもたちの安全安心な居場所づくり（公民協働の推進による「ひのっち」の更なる活性化と学童クラブ育成時間延長）

17

⑤ 子どもたちの健やかな成長
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

45 18 ｂ

保育園や学童クラブに在籍している気
になる子や障害児の育ちを支援するた
め、発達支援部署と連携し、専門家に
よる巡回支援や個別相談を引き続き実
施する。また、保育士の更なるスキル
アップと環境整備を進め、障害児の受
入枞の拡大を図る

保育課

平成23年度に保育課から発達支援室に
移管された巡回支援事業中の、臨床心
理士等による巡回支援や個別相談、カン
ファレンス、研修等を引き続き活用し、公
立・民間、認可・認証の別を問わず、市全
体の保育士の更なるスキルアップを図
る。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

健康課

健康相談の部分として保健師等の専門
職が実施している相談については、重複
しないよう効果的な実施方法について検
討を進めていく。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

子育て課

関係課と調整し、相談員の配置等を見直
して相談業務の効率化を図るとともに、
子育て中の親子の孤立防止、及び相談
員のスキルアップに取り組む。

見直し 実施 － － － － 0 0

子ども家
庭支援セ
ンター

関係課と調整し、相談員の配置等を見直
して相談業務の効率化を図るとともに、
子育て中の親子の孤立防止、及び相談
員のスキルアップに取り組む。

見直し 実施 － － － － 0 0

47 18 ｄ

「日野市ひとり親総合支援事業」の更な
る充実を目指し、手当等の経済面での
支援に加えて医療支援など、生活安定
を図るため、自立支援を柱とする総合
支援を継続する

セーフ
ティネッ
トコール
センター

手当等の経済面での支援に加えて医療
支援、生活支援、住宅支援があるが、将
来にわたって生活安定を図るために、自
立支援を柱とする総合支援を継続する。

経済面での支援
を基本に、自立
支援プログラム

による就職・
就労学支援

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

48 18 ｅ

「食育推進計画」に基づき安全でおいし
く楽しい学校給食を推進するとともに、
大地や自然の恵みを大切にし、地域と
つながる食育を展開する
　・学校給食での地場産野菜の利用率
の向上
　・食文化の継承
　・食事マナーに関する指導　など

学校課

・食育推進計画に基づき事業を展開す
る。
・各学校ごとに、食育リーダーを中心と
し、食に関する指導計画の基づいた取り
組みを推進していく。

地場産野菜の
利用率を25％

に上げる
指導計画に

基づく取り組み推
進

推進 継続 継続 継続 継続 0 0

49 18 ｆ

発達に遅れまたは偏りのある本人や家
族及びその関係者に対して、ライフス
テージに応じた切れ目のない支援を行
う
　　・平成26年度の（仮称）日野市発達
支援センターの開設に先立ち、23年度
に発達支援室を設置し、サポート事業
を開始する
　　・生涯を通じたサポートには、幅広い
分野の緊密な連携が不可欠であるた
め、センター開設までにネットワーク構
築を行う

発達支援
室

・平成23年度に（仮称）発達支援室を設
置し、平成26年度の（仮称）発達支援セン
ターの開設に先立ち、サポート事業を開
始する。
・生涯を通じたサポートには、福祉、保
健、医療、教育等、幅広い分野の緊密な
連携が不可欠であるため、平成26年度ま
でにネットワーク構築を行う。

（仮称）発達支援
室での各種
事業開始

各種事業の
内容の再考

（実施結果の検
証）

ネットワーク
構築の検討

継続

継続
（仮称）日野市発
達支援センター
開設に向けた
実施事業の
最終調整

（仮称）日野市発
達支援センターで
の各種事業開始
※（仮称）発達支
援室の事業継続

ネットワーク
構築完成

継続 継続 0 0

50 18 g

日野市の児童・生徒の体力低下が見ら
れることや平成25年の東京都国体を見
据えて、児童・生徒の体力・運動能力の
向上を図る

学校課

・全小中学校で体育科を中心とした授業
改善と一校一取組を実施し、体力・運動
能力を向上を図る。
・5件程度の活動に対し奨励支援する。
・一流の選手、監督と交流の機会を設け
る。

全小中学校の全
学年で体力・運動
能力等の調査実

施
授業改善と一校
一取組の実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

ｃ46

子ども家庭支援センターや児童館等で
実施している子育て相談、乳幼児その
他の健康相談等について、重複する部
分等は、相談員の配置人員を見直すな
ど再編・統合を図り、市民に分かりやす
く利用しやすいものにする

18
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

保育課

保護者及び保育士、幼稚園教諭、保育
課、学校課で協力して「幼児園」を運営す
る。地域との交流事業については、保護
者が主体的に活動できるようサポートを
する。　今後の方向性については、国の
動向を見、引き続き「幼児園」として充実
を図りながら、日野市独自の子ども・子育
て事業計画を策定する中で、あさひがお
か幼児園の総合施設（仮称）に向けた検
討を進める。

検討 継続 事業計画策定
事業計画に
基づき実施

- - 0 0

学校課

｢こども園｣（総合施設（仮称））は文部科
学省と厚生労働省の2省が管轄する法律
と財源が一本化するもので、現行の｢認
定こども園｣よりも幼保一体化に適した制
度となる見込みが高い。日野市のこれま
での幼児教育を踏まえるとともに、「子ど
も・子育て新システム」を見据え、日野市
独自の子ども・子育て事業計画を策定
し、あさひがおか幼児園の総合施設（仮
称）への転換に向けた検討を進める。

情報収集・検討 継続 事業計画策定
事業計画に
基づき実施

- - 0 0

52 19 ａ

優れた教育力により、子どもたちが楽し
く誇りに思える学校を地域とともに築く
など、特色ある学校づくりを推進する学
校に対し、支援を行う

学校課
各学校の特色ある学校づくりの取組を把
握するとともに、人的・物的支援や条件
整備等を継続して行っていく。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

53 19 ｂ

生きる力を育成するため、人的・物的支
援等を継続的に行い、一人ひとりを大
切にした教育の推進を図る
　・学力の向上に向けた実践的な授業
研究
　・地域の人材、自然、文化、歴史、産
業等の活用や企業、大学等との連携
など

学校課
一人ひとりの生きる力を育成するため
に、人的・物的支援等を継続的に行って
いく。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

54 19 ｃ
学区変更も視野に入れながら、選べる
学校制度の定員制を積極的に活用す
ることにより、学校の適正規模化を図る

学校課
学区変更も視野に入れながら、積極的な
定員制の活用により、学校の適正規模化
を図っていく。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

55 19 ｄ
教育環境に格差が生じないよう、大規
模小・中学校の教育環境の整備を進め
る

学校課
大規模校化により教育環境に困難が生
じないよう、その対応を図る。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

56 19 ｅ

児童生徒数の動向を視野に入れなが
ら、「魅力ある学校づくりプロジェクト」に
対する支援を行い、学校の小規模化や
大規模化の抑制を図る

学校課

児童生徒数の動向を視野に入れながら
をプロジェクトを広げ、人的・物的支援を
継続的に行っていく。日野三中に続き、
日野一中・ニ中で実施し、他校への拡大
についても検討する。

実施
（日野一中

・二中）
拡大を検討 継続 継続 継続 継続 0 0

57 19 ｆ

地域住民や保護者が学校運営に積極
的にかかわる「コミュニティ・スクール」を
地域の意向を見極めながら順次拡大す
る

学校課
地域の意向を見極めながら、順次拡大を
図っていく。

地域の動向を
見極める

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

58 19 ｇ

幼稚園、保育園、小学校、中学校の連
携教育について、教育内容の連続性や
教員間の連携体制等についての標準
を明示し、①教育内容の連続性を図る
カリキュラムの作成、②小1問題、中1
ギャップ解消への取り組み等により、子
どもたちの健やかな成長と学校生活へ
のスムーズな適応を推進する

学校課
教育内容の連続性や教員間の連携体制
等についての標準を明示し、具体化を図
る。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

51 ｈ
「あさひがおか幼児園」の事業内容の
一層の充実と国の動向を踏まえた「こど
も園」への移行を検討する

⑥ 魅力ある学校づくりの推進

18
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59 19 ａ
ICT機器の活用を通して、分かる授業・
魅力ある授業への授業改善を図り、子
どもたちの学力の向上につなげる

ICT活用
教育推進

室

教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図り、計画
的にＩＣＴ活用教育を推進する。校長のリー
ダーシップのもと、ＩＣＴ活用教育推進委員を
校内のＩＣＴ活用にかかわる組織（分掌や教
科部会等）の中心として位置付ける。また、
校務や授業での活用に向けた校内研修会を
行うなど、学校が自立してＩＣＴ活用を進めて
いける仕組みをつくる。
児童・生徒の情報活用能力の育成や、学校
Ｗｅｂサイトの充実などにも計画的に取り組
んでいく。

教員研修や支援
員等による
授業支援

学校Ｗｅｂサイト
による見える

学校づくり推進

教員研修や支援
員等による
授業支援

校内研修・校内
支援体制構築

児童・生徒の
情報活用能力の

育成推進

継続

各学校が、ＩＣＴ
活用計画等を

作成し、ＩＣＴ活用
教育を改善

各学校が作成し
たＩＣＴ活用計画
等に基づき、ＩＣＴ
活用教育推進

継続 0 0

60 19 ｂ
校務支援システムの活用により、情報
の共有・校務の効率化を推進し、教員
の子どもと向き合う時間の確保を図る

ICT活用
教育推進

室

校務支援システムの活用により、情報の
共有、校務の効率化を推進する。

情報化を図り、
効率的に

校務を推進
継続

さらなる情報化を
図り、校内体制

を整備
継続

さらなる効率化
を目指し、情報の

共有や組織対
応力を高める

継続 0 0

61 19 ｃ

ICT活用教育の成果（学力向上など）を
明らかにするために、ICT活用実践事例
集の充実を図るなどして、作成したコン
テンツを公開する

ICT活用
教育推進

室

新学習指導要領を見据えたＩＣＴ活用実
践事例集の作成や事例集の拡充を図
り、ICT活用教育を充実する。

新学習指導要
領を見据えた
事例集作成

継続
事例集の事例拡
充、ＩＣＴを活用
教育の充実

継続 継続 継続 0 0

62 19 ｄ

ICT活用教育推進のための校内体制の
充実・整備を図ることにより、教師のICT
スキルを高め、ICT活用指導力を高め
た運用を目指す

ICT活用
教育推進

室

ＩＣＴ活用に向けた校内の組織体制やＯＪ
Ｔの整備を図る。また、教員のＩＣＴ活用指
導力の向上を図るための専門家による
支援体制を整備する。

ＩＣＴ活用の組織
体制等の整備
専門家による

支援体制

継続

ＯＪＴ等の体
制整備

支援員による
支援体制整備

継続 継続 継続 0 0

63 20 ａ
教育相談に関する現状や課題を整理
し、利用しやすい教育相談体制を再構
築する

学校課
教育相談に関する現状や課題を整理し、
関係機関とも協議の上、利用しやすい教
育相談体制を再構築する。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

64 20 ｂ

不登校の未然防止に向けた対応や不
登校児童生徒への早期対応を始め、よ
りきめ細かな支援を行い、不登校の予
防や解消を図るとともに、学校・家庭・
地域・関係諸機関の連携協力体制を再
構築し、不登校ゼロを目指す

学校課

不登校に関する現状や課題を整理し、学
校・家庭・地域・関係諸機関の連携協力
体制を再構築するとともに、よりきめ細か
い支援により、不登校ゼロを目指す。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

65 20 ｃ

引きこもりや不登校の未然防止、早期
対応に向けて、スクールソーシャルワー
カーや臨床心理士を派遣し、学校の仕
組み（支援委員会）を円滑に運営できる
ようにする

学校課

スクールソーシャルワーカーや臨床心理
士を派遣し、学校の仕組み（支援委員
会）の機能を円滑に運営できるようにす
る。

必要に応じて、
庁内の組織
改善を実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

66 20 ａ
小学校の特別支援学級の通学バス運
行方法の見直し等を行い、併せて特別
支援学級の施設・備品等の充実を図る

特別支援
教育推進
チーム

・達成年次：平成28年。
・通学バスの運行方法の見直し等を図り
ながら、その経費により特別支援学級の
施設・備品等の充実を図る。

効率化、充実
化を検討し、

一部実施
一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 完了 0 6,450 6,450

67 20 ｂ

特別支援教育に関する相談が増えてい
る現状から、専門的知識を有する就学
相談員と臨床心理士の配置を活用し、
より良い相談体制を構築する

特別支援
教育推進
チーム

就学相談員と臨床心理士を配置し、相談
体制の充実を図る。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 96 96 96 96 6,546 6,930

⑦ ICT活用教育の推進

⑧ 教育相談と不登校対策の充実

⑨ 特別支援学級の充実

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

8　／　50



第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

高齢福祉
課

地域包括支援センターの市民ＰＲ、職員
のスキルアップのための支援、関係機関
等との連携体制構築の支援、財政的支
援等を検討、実施していく。

支援方法等の検
討・実施

モデル試行
継続 継続 継続

支援方法等の
検討・実施
全市展開に
向けた検討

継続 0 0

福祉政策
課

地域包括支援センターの初期総合相談
窓口への機能強化については、モデル
試行を実施し、全域展開への検証・検討
を行っていく。

支援方法等の検
討・実施

モデル試行
継続 継続 継続

支援方法等の
検討・実施
全市展開に
向けた検討

継続 0 0

69 21 ａ

社会福祉法人等が運営する障害者福
祉施設については、施設の効率的で安
定的な運営を目指し、引き続き運営費
の一部を助成する

障害福祉
課

障害者福祉施設が、報酬により安定した
運営等が行なえるよう、運営費等に要す
る費用の一部を助成する。※障害者自立
支援法の廃止など国の動向を踏まえな
がら毎年助成の方法など見直しを図る。

助成基準
の見直し

継続
国の新法制定
により、助成
目的達成

－ － － 0 4,678 4,678 4,678 4,678 4,678 23,390

70 21 ｂ

発達に遅れまたは偏りのある子どもの
増加に対処するため、平成26年度に
（仮称）日野市発達支援センターを開設
し、老朽化した児童デイサービス施設
「希望の家」の発展的再編・整備を図る

発達支援
室

・平成23年度に（仮称）発達支援室を設
置し、既存事業の整理統合及び新規事
業を実施する。平成26年度に（仮称）日
野市発達支援センターを開設した後は、
児童デイサービスを含め、センターで事
業実施する。

（仮称）発達支援
室での各種
事業開始

（仮称）発達支援
センター基本

設計・実施設計
（～平成24年

7月末）

（仮称）発達支援
室での各種
事業継続

（仮称）日野市発
達支援センター
建築工事着工

（仮称）発達支援
室での各種
事業継続

（仮称）発達支援
センター開設に

向けた準備

（仮称）発達支援
センター工事継

続

（仮称）発達支援
センター開設

（仮称）発達支援
センター事業実

施
継続 0 0

71 21 ｃ

民間による精神障害者への総合的な支
援体制を構築するため、平成24年度に
栄町二丁目複合福祉施設に開設される
精神障害者福祉サービスを支援する

障害福祉
課

平成23年度末までに新体系事業へ円滑
に移行できるよう栄町二丁目複合福祉施
設での実施を支援する。

準備・検討
支援体制の構築

（完全達成）
－ － － － 0 0

72 21 ｄ

障害者の継続的な生活支援体制の構
築を図るため、社会福祉法人等が進め
る障害者福祉施設の整備において、遊
休地等の購入に関する情報の提供や
空き施設の有効活用についての支援を
行う

障害福祉
課

障害者福祉施設の整備について社会福
祉法人等と情報交換し、遊休地等の購入
に関する情報提供や空き施設の有効活
用について支援する。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

73 21 ａ

個別に策定している「高齢者保健福祉
計画」と「介護保険事業計画」とを一体
化し、高齢者福祉施策を俯瞰的に捉え
た意思決定を図る（平成23年度に策
定。その後3年毎に改訂)

高齢福祉
課

平成22年度に実態調査等の基礎調査を
実施。平成23年度に市民委員を含めた
策定委員会により、「高齢者保健福祉計
画」と介護保険事業計画」を一体とした計
画を策定する。以後、3年毎の改定とし、
中間年については計画の検証と進行管
理を行う。

策定作業
実施
検証

進行管理

検証
進行管理
基礎調査

策定作業
検証

進行管理

実施
検証

進行管理

検証
進行管理
基礎調査

0 1,144 1,963 3,107

74 21 ｂ

介護保険の介護予防事業と介護保険
外の一般施策と重複する高齢者向け
サービスの統合を検討する。また、高齢
者を対象とする経済給付的事業の見直
しを行う

高齢福祉
課

現在実施している個々の事業について、
その必要性、コスト等を精査・検討し、廃
止を含めた整理を行っていく（介護保険
法の改正、財政状況等も検討の重要な
要因となる）。

既存事業の検証
既存事業の
見直し・転換

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

75 22 ｃ

高齢者配食サービスの整理と改善を行
う
・昼食と夕食で委託契約の形態、事業
形態が異なっているため、事業の整理
を行う
・治療食や刻み食等への対応など、事
業の充実と適正な事業コストの設定に
ついて検討・改善する

高齢福祉
課

民間の配食サービスが委託契約の相手
方・方法・コストについて整理可能か検討
する。
・治療食等への対応が可能か検討。
・検討の結果可能なものについて改善。

検討 整理・改善着手 検証・改善 継続 継続 継続 0 0

68

地域包括支援センターについては、乳
幼児から高齢者まであらゆる市民の初
期総合相談窓口として機能強化を図る
ため、モデル事業を継続する

ａ

① 地域包括支援センターの機能強化

21

（３） 温かい福祉のあるまち

② 障害を持った方への支援体制の整備

③ 高齢者がいきいきと暮らすまち
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

76 22 ｄ

特別養護老人ホーム等の施設の増設
や拡充を図る
・平成23年度まで：特別養護老人ホー
ム1カ所、グループホーム1カ所を整備
する
・以降：平成23年度中に策定する第5期
及び平成26年度中に策定する第6期の
介護保険事業計画に、適正な施設整備
を位置付ける

高齢福祉
課

平成23年度までに特別養護老人ホーム
１カ所、グループホーム1カ所を整備す
る。その後、平成23年度中に策定する第
5期及び平成26年度中に策定する第6期
の介護保険事業計画に、適正な施設整
備を位置付ける。

第4期計画に基づ
く整備(特別養護
老人ホーム１カ

所・グループホー
ム１カ所)

第5期計画の策
定

第5期計画に
基づく施設整備

継続

第5期計画に
基づく施設整備

第6期計画
の策定

第6期計画に
基づく施設整備

継続 0 0

77 22 ｅ
身近な地域で高齢者が、気軽に利用で
きるサロンを整備するとともに、その運
営を支援する

高齢福祉
課

日常生活圏域に1カ所の立ち上げを目標
に支援していく。
さらに、地域における「高齢者が気軽に
立ち寄れる場所」づくりに様々な方策につ
いて、既存の形態にこだわらず検討して
いく。

立ち上げ検討・支
援

新たな形態検討
継続 継続 継続 新たな取組検討 継続 0 0

78 22 ｆ
高齢者の社会参加を促進し、「地域の
支え手」「サービスの担い手」としての高
齢者の位置づけを拡大する

高齢福祉
課

明るく活力ある地域社会を築き上げるた
めに、関係部署と連携して多くの高齢者
が生きがいを持って社会参加することが
できるような仕組みをつくり、高齢者を「地
域の支え手」「サービスの担い手」として
の位置づけに拡大していく。

実施 継続 継続 継続 継続 継続

79 22 ｇ

高齢者の権利擁護を推進するために、
増加が予想される「認知症高齢者」に対
する支援、「成年後見人制度」の充実及
び「高齢者虐待」への対応等を行う

高齢福祉
課

認知症高齢者、高齢者虐待等の困難事
例への対応及び高齢者本人の権利擁護
のための、ソフト・ハード両面からの支援
策の検討し事業を充実させていく。

事業の検証
改善・再構築の

検討・実施
継続 継続 継続 継続 継続 0 0

80 22 ａ
被害者・遺族等支援事業における関係
各機関との連絡体制・協力体制を確立
し、日常生活等を支援していく

セーフ
ティネッ
トコール
センター

庁内及び関係機関との連携体制を確立
し、日常生活等を支援していく。

事業の継続
連携体制の構築

事業の継続
連携体制の構築

事業の継続
連携体制の強化

継続 継続 継続 0 0

81 22 ｂ

生活困難者に対する相談窓口の体制
強化及び関係各課・関係各機関との連
絡体制・協力体制を確立し、迅速な対
応ができるようにする

セーフ
ティネッ
トコール
センター

各機関との担当者連絡会等を開催し、連
携協力体制を確立する。

関係機関との連
携体制構築

関係機関との連
携体制構築

連携事業の継続 継続 継続 継続 0 0

82 22 ｃ

「日野市自殺総合対策推進条例」に基
づき、自殺防止のための普及啓発、自
殺未遂者や自殺のおそれがある方へ
の対応、自殺や自殺未遂が起った場合
の家族をはじめとする周囲の人々に対
する対応など、総合的な自殺対策を推
進する。

セーフ
ティネッ
トコール
センター

関係機関と連携し相談業務や啓発事業
等を推進していく。

事業の継続
基本計画策定委
員会の立ち上げ

委員会開催

実施計画策定
事業の継続

基本計画に基づ
く自殺対策事業

の継続
継続 継続 継続 0 0

83 22 ｄ
介護保険制度、一般施策、いずれの利
用によっても救済されない制度の狭間
となる高齢者の支援事業の構築を図る

高齢福祉
課

①先駆的な自治体等の事業を調査・検
討するとともに、「権利擁護センター日
野」運営委員の法的専門家の助言・指導
を受け、社会福祉士等の現場の声も反
映しつつ、事業実施に向けた素案を作成
する。
②事業モデル・コスト・運営方法等の検証
を行い、各地域のニーズや生きがい活動
の内容、拠点数等を検討していく。

①調査・検討
②地域ニーズ把
握・事業モデル等
検討

継続

①事業計画素案
策定・事業化検
討
②事業化検討

－ － － 0 0

84 23 ｅ
市民が安価で使いやすい市民葬儀とす
るため、内容・申請方法を検討する

環境保全
課

現在市民葬儀を取扱っている市内葬祭
事業者と検討し、要綱を改正し実施す
る。

要綱改正 実施 － － － － 0 0

85 23 ｆ
生活保護受給者の自立に向けて就労
促進を図るため、就労促進支援員によ
る就労支援事業を推進する

生活福祉
課

就労促進支援員を1人から2人に増員し、
就労阻害要因のない稼働能力のある被
保護者に対して、ハローワークと連携し、
就労相談・指導をきめ細かに行い就労率
を上げ、経済的自立を促進する。就労支
援対象者の就労率の目標を平成21年度
の40％から27年度は50％に引き上げる
（32年度就労率目標：60％）。

就労促進支援員
を2人に増員し、
就労率を上げる

推進 推進 推進
推進

（就労率：50％）

推進
（就労率：50％

以上）
0 0

④ セーフティネットの構築
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

86 23 ｇ

市営住宅の存在意義、社会的責任等を
考慮しつつ、入居状況を把握、基準を
検討し適正化を図り、真に必要な市民
の方の市営住宅とする

財産管理
課

入居状況を把握、基準を検討しつつ市営
住宅運営の適正化を図る。

検証・検討
導入

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

87 23 ａ
夜間の法律相談を開設し、市民の多様
な悩みごとなどに適切に応じていく

市長公室

法律相談は、市民が利用しやすい曜日、
時間帯等を勘案し全体的な相談日程、財
政状況も考慮し検討する。
法律相談内で多重債務相談も受け入れ
る。

調査・検討 継続 継続 継続 実施 調査・検討 0 0

88 23 ｂ

消費生活における被害防止と安全確保
のため、消費生活相談員のレベルアッ
プを図る等の消費者相談体制の充実を
図る

地域協働
課

消費生活相談員のレベルアップのための
研修を実施する。

研修実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 4,678 5,822 6,641 4,678 4,678 26,497

89 23 ａ

保健師による顔の見える活動により、
地域全体の健康づくりへの意識向上を
図り、市民の健康維持・促進と医療費
等の削減を目指す

健康課

①日野人げんきゼミナール事業をより多
くの自治会で実施できるように啓発活動
を行う。
②支援の必要な家庭への訪問活動及び
赤ちゃんへの全戸訪問　は関係機関（主
に子ども家庭支援センター）との連携を
強化する。

①実施自治会数
の増
新規自治会数
（目標：4自治会）

②訪問率の増
乳児家庭全戸訪
問増加（目標：
92%）

①新規自治会数
（目標：4自治会）

②乳児家庭全戸
訪問（目標：94%）

①新規自治会数
（目標：4自治会）
　
②乳児家庭全戸
訪問（目標：96%）

①新規自治会数
（目標：4自治会）
　
②乳児家庭全戸
訪問（目標：98%）

①新規自治会数
（目標：4自治会）
　
②乳児家庭全戸
訪問（目標：
100%）

①新規自治会数
（目標：4自治会）
　
②乳児家庭全戸
訪問（目標：
100%）

0 0

90 23 ｂ

各事業の必要性や効果を検証した上
で、健康維持・促進につながる事業へと
転換することにより、医療費等の削減を
目指す

福祉政策
課

関係各課で給付型事業の見直しを行い、
医療費削減につながる健康施策等に重
点を置く。

事業効果等
の検証

事業の廃止
・変更

新規事業の
検討・実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

91 23 ａ

生活習慣病の増加による医療費の増を
抑えるため、若い世代へ健診の受診を
勧奨し、保健指導による生活習慣の改
善を図る

健康課

日野市国保特定健診の①受診率、②保
健指導率のさらなる向上をめざす。（健診
受診率及び実施率は平成20年度作成
「日野市国保特定健康診査等実施計画」
における目標値）。

①受診率：63％
②保健指導率：
35％

①受診率：65％
②保健指導率：
45％

①受診率：65％
②保健指導率：
45％
（「日野市国保特
定健康診査等実
施計画」改定予
定）

①受診率：65％
②保健指導率：
45％

①受診率：65％
②保健指導率：
45％

①受診率：65％
②保健指導率：
45％

0 0

92 23 ｂ
5大（胃・肺・大腸・乳・子宮）がん検診体
制の確立を図り、市民の健康保持と医
療費の削減につなげる

健康課

全がんの受診率向上を目指すが、特に
乳がん検診、子宮がん検診に的を絞り、
受診率向上を目指すとともに、効果的な
受診率向上策を探る。

受診率：
胃がん：4.1％
子宮がん：21.8％
肺がん：2.0％
乳がん：22.7％
大腸がん：36.4％

受診率：
胃がん：4.3％
子宮がん：23.8％
肺がん：2.2％
乳がん：25.0％
大腸がん：37.8％

受診率：
胃がん：4.6％
子宮がん：25.9％
肺がん：2.5％
乳がん：27.4％
大腸がん：39.2％

受診率：
胃がん：4.9％
子宮がん：27.9％
肺がん：2.7％
乳がん：29.7％
大腸がん：40.6％

受診率：
胃がん：5％
子宮がん：30％
肺がん：3％
乳がん：32％
大腸がん：42％

さらなる受診率
の向上を目指す
（「第3期日野人
げんき！プラン」

策定予定）

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

93 24 ａ
「第5次日野市基本構想・基本計画
（2020プラン）」を受けて、平成24年度に
新たに「生涯学習推進計画」を策定する

生涯学習
課

第5次日野市基本構想・基本計画（2020
プラン）を受けて、既存の社会教育行政
の枞を超え、学習の成果がまちづくりや
地域づくりにつながるような仕組みを盛り
込んだ新たな「生涯学習推進計画」を策
定する。

策定準備 計画策定 実施 継続 継続
継続

中間検証
0 0

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（４） 健康でいきいきしたまち

（５） 日野人・日野文化を育てるまち

⑤ 相談事業の充実

① 健康づくりへの意識向上

② 健診や保健指導の推進

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

① 生涯学習活動の支援
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

文化ス
ポーツ課

スポーツ振興計画（平成17年～平成26
年）を改定する。改定にあたっては、平成
23年度に全部改正されたスポーツ基本
法に沿った内容とする。また、生涯学習
計画や他計画との連携を図れるよう検討
する。

現計画検証 継続

継続

次期計画策
定準備

国体開催後、
新たなスポー
ツ計画策定

次期計画実施 継続 0 0

生涯学習
課

すでに策定されているスポーツ振興計画
との連携を図れるよう、生涯学習推進計
画を策定していく。

策定準備 策定 推進 継続 継続 中間検証 0 0

95 24 ｃ
市民の余暇活動等を支援するため、既
存のサークル活動を容易に知ることが
できる仕組みをつくる

生涯学習
課

「サークル団体施設ガイド」を発行し、市
民から問合わせがあった場合は、これに
基づいてサークルを案内している。事務
移管により移管された先の部署におい
て、引き続き「サークル団体施設ガイド」
を発行し、サークル活動の案内を行う。ま
た、冊子だけではなくホームページへの
公開も、各サークルと調整して実施して
いく。

サークル団体
施設ガイドの
発行・ホーム
ページ公開

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

96 24 ｄ

「公民館基本構想・基本計画」を積極的
に市民参画・協働で推進するため、公
民館運営審議会、公民館基本計画推
進会議で計画の進行管理を行う

中央公民
館

公民館運営審議会、公民館基本計画推
進会議で計画の推進・進行管理を行う。

進行管理 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

97 24 ｅ
市民の主体的・自主的学習を発展させ
るため、公民館はサークル活動のサ
ポートを行う

中央公民
館

利用者懇談会等を定期的に開催すると
共に、日頃から積極的に声掛けをするな
どして、サークル活動上の課題に対応し
ていく。

春、秋実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

98 24 ａ

「図書館基本計画」(平成19年度～23年
度)に基づき、すべての図書館利用者へ
の基本的サービスの一層の向上を図
り、市民満足度を高める。また、「第2次
図書館基本計画」を策定し、平成24年
度以降の図書館運営の指針とする

図書館

図書館の基本的なサービス向上に努め、
市民満足度を高める。
（平成21年度満足度：49％）
※市民満足度：5段階の4以上の割合。

推進（満足度調
査による検証）
第2次図書館基
本計画策定準備

推進
(市民満足度
目標：５０％）

第2次図書館基
本計画策定

推進 推進
推進（市民満足
度目標：６０％）

推進 0 0

99 24 ｂ

「第2次子ども読書活動推進計画」（平
成22年度～26年度）を推進する
・乳幼児から青尐年までの読書活動の
推進
・図書館活動の充実、保育園、幼稚園
等関係機関との協働の促進
・地域の関連団体等との連携
・学校、学校図書館との連携と資料の
搬送、関係者への研修等

図書館
第2次子ども読書活動推進計画（平成22
年度～26年度）を推進する。実施状況を
検証し、第3次計画を策定する。

推進 推進 推進

推進

第3次子ども読書
活動推進計画

策定準備

第3次子ども読書
活動推進計画

策定
推進 0 0

100 25 ｃ
平成25年度の図書館システム更新時
に、将来の電子書籍の普及を考えた図
書館運営を検討する

図書館

平成25年のコンピューターシステム更新
時に向け、導入を検討する。財政状況等
により、導入できない場合は、引き続き検
討していく。

技術動向・普
及度・先進事

例の把握

次期システム更
新時の導入検討

導入 検証 － － 0 0

101 25 ａ

（仮称）市民の森ふれあいホールを競
技スポーツだけではなく、健康及び交流
機能など多目的に利用し、地域や世代
間交流の促進の場とする

文化ス
ポーツ課

平成23年度中に開設に必要な備品等を
整備し、開設の準備を行う。平成24年度
にオープンし、指定管理者制度を取り入
れながら利用率向上に向けての取組を
実施していく。

建設

指定管理者制度
導入検討

利用開始

指定管理者制度
導入

利用状況確認
　

利用率向上に
向けた取組

利用率向上に
向けた取組

継続 継続 0 0

94 ｂ24
「生涯学習推進計画」の策定とスポーツ
振興計画の中間ローリングにより連携
した進行管理を行う

② 図書館利用者へのサービス向上

③ 地域活動の拠点（仮称）市民の森ふれあいホール
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

中央公民
館

（仮称）市民の森ふれあいホール完成
後、ホールや（仮称）仲田公園を活用した
アートフェスティバルや自然体験・体感学
習を行う。

検討
アートフェステ
ィバルを実施

体験・体感学
習を実施

継続
見直し

継続 継続 0 0

緑と清流
課

（仮称）仲田公園の将来的な姿について
市民と市による意見交換を行い、これを
経て市で利用・整備・運営方針を決定し
ていく。
早期の公園利用を実現するため、まず安
全面などの必要最小限の暫定整備を
行ったうえ一般に開放し、その後本格的
整備を実施していく。

設計委託
暫定整備

本格整備 － － － － 0 0

103 25 ａ

郷土資料館の研究の成果を開示し、市
民に郷土に関する資料や情報を適切に
提供するとともに、観光の視点も考慮し
た運営を進める

郷土資料
館

収蔵する風景写真等約１万点、民俗資料
約2千点をデジタル化し、画像を公開す
る。現在開設しているデジタルミュージア
ムでの公開に向け検討。市政50周年に
収蔵資料の写真集を発行する。

見直し
次年度処理選定
方法、デジタル
画像の作成手

法の検討
公開手法の検討

閲覧用パソコン
を導入し、原状で
公開可能なデジ

タルデータの
開示を開始

市制50年を
迎え、解説を

中心とした写真
を織り交ぜた
印刷物発行

資料のデジ
タル化継続

デジタル化継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

104 25 ａ

大手企業の市外移転等を考慮し、将来
のまちのあり方を職員と市民等と協働
で調査研究し、その成果を今後の日野
市のまちづくりの指針として生かす

企画調整
課

市長と有識者による懇談を踏まえたシン
ポジウムを開催し、職員や市民へ周知す
るとともに、情報を共有する。また、シン
ポジウムの結果をもとに地域へ出向き、
市民との討論や意見交換を実施し、それ
らの結果を今後の活力あふれるまちづく
りの指針とする。

庁内検討

地域別に市民と
の懇談会の開催

まちづくりの
指針の作成

－ － － － 0 0

105 25 ａ

日野市のものづくり産業の将来像を示
し、着実に推進していくため「工業振興
基本構想」の策定及び「（仮）工業振興
条例」を制定する

産業振興
課

平成23年度に「工業振興基本構想」を策
定、「（仮称）工業振興条例」を着手する。

基本構想・条
例（素案）の策定

条例の制定
事業実施

事業実施 継続 継続 継続 0 0

106 25 b

産業間の横串を強化し「都市農業」を活
用した6次産業化を推進する。　これに
より、市内ものづくり企業への支援の強
化、農業者、商工業者が安心して事業
経営が続けられる環境整備を図る

産業振興
課

商工会との連携による各産業者による協
議会を設置し、都市農業を活用した農
業・製造表・サービス業の連携による6次
産業化を推進する。平成23年度に関連
団体と協議を行い、24年度に事業化を目
指す。

協議会設置 事業実施 継続 継続 継続 継続 0 0

107 26 c

「ものづくりのまち日野」の新たな発展
に向けて、大規模工場の跡地を最大限
に活用した新産業の創出・誘致による
市内産業全体の活性化を目指す。

産業振興
課

大規模工場の跡地利用を視野に入れ、
平成23年度に創造的都市型産業の誘導
を図る「（仮称）日野市工業みえる化プロ
ジェクト実施計画」の策定を行う。

計画策定 事業実施 継続 継続 継続 継続 0 0

108 26 d

市発注工事を受注できない中小事業者
等に、日野市商工会を通じて公共施設
の小規模修繕工事等を発注することに
より、市内事業者の育成と経営の安定
を図る

産業振興
課

他市の状況を把握するとともに、受発注
システムや修繕のあり方、また市内大学
や民間企業との連携事業の検討も含め
見直しを行い、より多くの小規模事業者
の育成につながるよう検討していく。

推進
（工事発注のべ
実績数110件）

推進
（工事発注のべ
実績数115件）

推進
（工事発注のべ
実績数120件）

継続 継続 継続 0 0

109 26 ａ

国道20号バイパス（日野バイパス）の延
伸区間を経済活動の拠点とするため、
「国道20号バイパス沿道商業等アクショ
ンプラン」や各種計画との整合性を図り
ながら、魅力あるまちづくりに向けた手
法を検討する

産業振興
課

平成23・24年度で国道20号バイパス（日
野バイパス）の延伸部分の進捗状況に合
わせ、アクションプランとの整合性を図り
ながら、都市計画課などとの連携を図り、
沿道商業の整備を進めていくよう働き掛
ける。

関係部署と連
携を図り事業
を継続実施

継続
アクションプ
ラン見直し

継続 継続 継続 0 0

102 25

（６） 地域活力あふれるまち

④ 郷土資料館の成果の開示

① 将来のまちのあり方を市民等との協働による調査研究

② ものづくり企業への支援による商工業の振興

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

ｂ

（仮称）市民の森ふれあいホールと（仮
称）仲田公園を一体利用できるよう整備
等を行い、イベント等の場として活用す
る

③ 国道20号バイパス沿線の活性化
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
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類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類
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番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

110 26 ａ
商店会支援事業の充実を図り、地域商
店会の振興を推進する

産業振興
課

商店会同士の連携を深めるとともに、商
店会の管理する街路灯のLED化など、各
商店会の状況に応じたハード面の充実を
図っていくとともに、引続き商店会の実施
するイベント等への支援により、活力と魅
力ある商店づくりを目指す。

商店会との勉強
会により状況を
把握しながら、

継続実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

111 26 ｂ

商店会や農業団体、農業者などと連携
し、日野産農産物の即売が地域で実施
できる仕組みをつくり、活気ある商店会
づくりを進める

産業振興
課

商店会のイベントの中で地域農家と連携
した即売の実施を検討していく。

「よさこい祭」で
の「農の学校」

収穫物の即売や
商店会イベント等

での地元産
農産物販売実施

市イベント事業
での地元農業者
との連携・商店
会イベントや
空き店舗等を

活用した農産物
即売事業の検討

市イベント事業
での地元農業者
との連携・商店
会空き店舗等を
活用した農産物
即売事業の検討

市イベント事業・
商店会イベント等
での地元農産物

即売の拡充

継続 継続 0 0

112 26 ｃ
市内中小商店等の振興を図るため、カ
ワセミ商品券発行に関する支援を行う

産業振興
課

過去の事業検証により課題等の抽出を
行うとともに、効果的な商業活性化策を
含め、発行団体である商工会及び商店
会連合会と、今後の事業の方向性につ
いて検討を行う。

継続実施
（中小店舗で
の利用率目標

：80％）

事業の見直し・
検討

事業実施 継続 継続 継続 0 0

113 26 ｄ
商店会の空き店舗を活用して、地域の
特色を活かした農作物の即売や高齢者
向けサロンの創設などを行う

産業振興
課

地域毎にアンケート調査を実施するな
ど、商店会を中心に空き店舗活用に関す
る勉強会を行う。

商店会の状況に
応じた事業提案

を
行う勉強会実施
アンケート調査
を含めた地域
の意見交換
の場を提案

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

114 26 ａ

市内民間企業との連携で行う起業家支
援オフィス、東京都の運営する「イン
キュベーション施設」による創業支援及
び市制度融資による開業資金への利
子補給などにより起業支援を行う

産業振興
課

市内で新たに起業や事業の拡大を図ろう
とする事業者などに対し、商店会等の空
き店舗や、事業所用地などの不動産物
件を、市内不動産事業者と連携してマッ
チングを図る事業について検討を進めて
行く。

インキュベーショ
ン施設等の積極
的周知及び不動

産マッチング
事業の検討・準

備

インキュベーショ
ン施設等の積極
的周知及び不動

産マッチング
事業の実施

継続 継続 継続 継続 0 0

115 26 ａ

認定農業者やエコファーマーに対する
市独自の支援策や市民農園の充実な
ど、「第2次日野市農業振興計画後期ア
クションプラン」を推進するとともに、平
成23年度より「第3次日野市農業振興
計画」の策定準備を行う

産業振興
課

「第2次農業振興計画・後期アクションプ
ラン」に盛り込んだ農業振興施策につい
て、進捗状況を確認しながら、平成25年
度までに確実に実施する。併せて、平成
26年度以降の「第3次農業振興計画・前
期アクションプラン」の検討についても、
平成23年度から準備を行う。

「第2次農業振興
計画・後期アク
ションプラン」に
基づく農業振興
施策を75％実施

「第3次農業振興
計画・前期アクシ

ョンプラン」
策定準備

「第2次農業振興
計画・後期アクシ
ョンプラン」に基
づく農業振興

施策を80％実施

「第3次農業振興
計画・前期アクシ
ョンプラン」策定
作業（パブコメ

の実施）

「第2次農業振興
計画・後期アクシ
ョンプラン」に基
づく農業振興

施策を完全実施

「第3次農業振興
計画・前期アクシ

ョンプラン」
策定完了

「第3次農業振興
計画・前期アクシ
ョンプラン」に基
づく農業振興

施策を60％実施

「第3次農業振興
計画・前期アクシ
ョンプラン」に基
づく農業振興

施策を70％実施

「第3次農業振興
計画・前期アクシ
ョンプラン」に基
づく農業振興

施策を75％実施

0 0

116 26 ｂ
生産者と消費者の距離が近い都市農
業の利点を生かし、地産地消の推進を
図る

産業振興
課

直売所における農産物の売り方について
は、購買意欲の高揚が図れるような販売
方法を検討し、提案する。

直売組合の意
見、要望を聴
き、随時提案

する

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

117 26 ｃ

学校給食における日野産農産物の利
用率向上(平成23年度25％)と供給農家
の開拓や配送支援などの仕組みを検
討し、市内農業の振興を図る

産業振興
課

平成23年度、日野産野菜の学校給食で
の利用率25％達成のため、農業者、学
校、JA東京みなみなどと連携を取って、
利用促進を図るとともに、学校給食に参
加する農家数を毎年１人ずつ増やしてい
く。平成24年度以降は新たな「日野市食
育推進計画」で定められる目標をもとに、
引き続き、促進していく。

・日野産野菜利
用率25％達成

・学校給食に参加
する農業者を1人
増やす（合計39
人）

・新たな日野産野
菜利用率の目標
設定

・学校給食に参加
する農業者を１人
増やす（合計40
人）

・新たな日野産野
菜利用率の目標
達成に向けた展
開（達成率60％）

・学校給食に参加
する農業者を1人
増やす（合計41
人）

・新たな日野産野
菜利用率の目標
達成に向けた展
開（達成率70％）

・学校給食に参加
する農業者を1人
増やす（合計42
人）

・新たな日野産野
菜利用率の目標
達成に向けた展
開（達成率80％）

・学校給食に参加
する農業者を1人
増やす（合計43
人）

・新たな日野産野
菜利用率の目標
達成（完全達成）

・学校給食に参加
する農業者を1人
増やす（合計44
人）

0 0

④ 商店会支援による商業の振興

⑤ 起業支援の仕組みづくり

⑥ 地産地消による都市農業の振興
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

118 26 ｄ

梨・ぶどう・ブルーベリーのほか、東光
寺大根などの日野の地名が付いた隠
れた特産品をPRする。また、ブルーベ
リー発泡酒に続く日野の特産品を原材
料にした加工品を、商工会や農業団体
などと連携して開発し、日野市のブラン
ドとする

産業振興
課

ブルーベリーエールに続く日野の特産品
を原材料にした加工品を2品目開発す
る。

1品目目の開発 1品目目の完成
2品目目を検討す

るための調査
2品目目の検討 2品目目の決定

2品目目の完成
（完全達成）

0 0

119 27 ｅ
認定農業者、エコファーマー、特別栽培
農産物認証者への支援を行い、農業所
得の向上につなげる

産業振興
課

平成23年度までに調査研究を行い、完全
実施を目指す。認定農業者、東京都エコ
ファーマー、特別栽培農産物認証者に
なったメリットを農業者が享受できるよう
に継続してPRしていく。.

継続して認定農
業

者、東京都エコ
ファーマー、特別

栽培農産物
認証者をPR

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

120 27 ａ

平成25年度までに日野の農業の交流
発信拠点としてコミュニティ機能も備え
た（仮称）ファーマーズセンターを整備
し、農住共生につながるイベントなどを
開催する。管理運営は、指定管理者制
度の導入を検討する

産業振興
課

平成25年度までに、東光寺上地区に（仮
称）ファーマーズセンターを整備する。完
成前から、既存の農地を活用して、農住
共生につながるイベントなどの開催。完
成後は、ファーマーズセンターを拠点とし
て、さまざまな事業を実施する。管理運営
は、指定管理者制度の導入を検討する。

・東光寺上地区を
含めた整備
・農住共生につな
がるイベントなど
を開催

・東光寺上地区を
含めた整備

・（仮称）ファー
マーズセンター完
成
農住共生につな
がるイベントなど
を継続

・東光寺上地区を
含め、策定した整
備計画の完成

・農住共生につな
がるイベントなど
を継続

・農住共生につな
がるイベントなど
を継続

継続 継続 0 0

121 27 ｂ

ブルーベリー農園やりんご、いちごの摘
み取り園の情報を広報やホームページ
等で広くPRするとともに、市の特産品を
生かした農業体験農園、体験果樹園の
開設を目指す

産業振興
課

新たに摘み取りができる農産物をJA東京
みなみや東京都などと検討していく。

継続して実施可
能な品種を探す

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

122 27 ｃ

新たな水田保全事業として、ブランド米
やそれを使った高付加価値品の開発に
より、稲作の生業としての確立とこうし
た事業を支援するための援農制度の構
築を行う

産業振興
課

「緑と清流米」などのブランド米開発や、
「赤米」、「黒米」など付加価値の高い新
たな品種への誘導を図るとともに、現在
の援農ボランティアや用水守など幅広い
連携による支援策の構築で新たな水田
保全事業を実施する。

農業者や各ボラ
ンティアへの

ヒアリングや仕組
みづくりを検討

モデル事業構
築と実施

モデル事業実施
本格的な取り
組みの実施

継続 継続 0 0

123 27 ｄ
利用期間の長い農園の設置など利用
者のニーズに応じた市民農園を開設す
る

産業振興
課

利用者のニーズに応じた市民農園につ
いて、平成23年度までに調査研究を行
い、平成24年度の実施を目指す。

市民農園に関
するニーズ把握

・新たなサー
ビス検討

実施 － － － － 0 0

124 27 ａ
平成24年度までに既存各種計画の検
証・見直しを行い、観光事業を推進する

産業振興
課

平成24年度までに各種計画の検証・見直
しを推進していく。

検証・見直しの
ため調査実施

検証・見直し完了
新たな課
題の抽出

新たな課題達
成に向けた展開

事業の推進 継続 継続 0 0

125 27 ｂ

社会資本整備総合交付金（旧まちづくり
交付金）を活用し、日野宿のまちなみの
再生や水路の復元、（仮称）市民の森
ふれあいホールを建設し、賑わいある
日野宿通りの整備を行う

企画調整
課

平成23年度に（仮称）市民の森ふれあい
ホールを開設する。その他、日野宿のま
ちなみの再生整備事業等を検討・実施す
る。

（仮称）市民の森
ふれあい

ホール竣工
検討 継続 継続 継続 継続 0 0

126 27 ｃ

日野市観光協会や新選組のふるさと歴
史館などと連携を図り、文化的資源を
活用した企画を創出し、日野地区の観
光事業の推進を図る

産業振興
課

観光推進イベント事業や関連施設の来
場者増を図る。平成25年度多摩国体に
関連した事業を実施し、集客、地域活性
を図る。

・観光イベント事
業、関連施設の

来場者増を
目指す

　
・多摩国体関連

事業検討

・観光イベント事
業、関連施設の

来場者増を
目指す

　
・多摩国体関連

事業のPR等実施

・観光イベント事
業、関連施設の

来場者増を
目指す

　
・多摩国体関連

事業実施

・観光イベント事
業、関連施設の

来場者増を
目指す

継続 継続 0 0

127 27 ｄ

高幡不動尊や高幡不動周辺の各商店
会との協力体制を確立し、イベントや祭
りを通じて高幡地区の観光事業の推進
を図る

産業振興
課

各種イベント・まつりを通じて更なる高幡
地区の観光事業の推進を図る。
多摩動物公園入場者増加など、電鉄会
社等との連携によるPRの手法を検討し、
実施する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

⑦ 農地保全の理解を高めるため、農業に親しむ事業を展開

⑧ 観光を核とした地域の活性化
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

128 27 ｅ

市民や学生のまつりへの参画の強化
や地元商店会等との連携の強化などに
より、観光振興を目的する日野発全国
版のイベントの充実を図る

産業振興
課

平成21年度から23年度までの3年間で、
より効果的・効率的なまつり運営を行うた
め、新たな方向性を模索する。
市民参加型のまつりとして実行委員会に
公募市民を加入し、企画の段階から新た
な視点を取り入れた祭り運営を目指す。

3年間の見直し
期間の最終年度
としてさらに効率
的・効果的なまつ
り運営を目指す

より効果的・効率
的なまつり
運営を確立

継続 継続 継続 継続 0 0

129 27 ｆ

新選組や日野宿関連史料を収集・保全
し、目録化・データベース化を行い、情
報を発信することにより、新たな観光需
要を掘り起こす

新選組の
ふるさと
歴史館

新選組・日野宿関連史料を収集し資料の
散逸を防ぐ。資料目録を整理し、データ
ベース化とそれを活用した情報発信を行
う。

新選組・日野宿
関連の重要史料
を収集・購入し、
史料散逸を防ぐ

新選組・日野
宿関連史料の
収集を進めると

ともに、目録
整理を行う

史料の収集を進
めるとともに、
目録のデータ

ベース化と情報
発信の手法に

ついて検討を行う

史料の収集を進
めるとともに、
史料のデータ
ベース化を

行い、情報発信
の方法を決定

継続

史料の収集を進
めるとともに、
データベースを
もとに情報発信
を行い、新たな

観光需要
を掘り起こす

0 0

130 28 ｇ

全国の新選組ファンから関心の集まる
イベントの導入や外国人を含めたPR方
法の検討などを行い、全国から熱心な
ファンを呼び込む

産業振興
課

「新選組」は、若い女性や新選組を題材と
したアニメ放送がされた台湾など東アジ
アで人気があり、日野市における貴重な
観光資源となっている。「ひの新選組まつ
り」などを通じ、新選組のコアなファンの
呼び込みを目指す。

イベント等検証
検証に基づき、
イベント実施

継続 継続 継続 継続 0 0

131 28 ｈ

まちおこし連絡協議会、新選組まつり実
行委員会を中心として、「新選組まつり」
の目的や規模など、今後のあり方を検
討する

産業振興
課

平成21年度から23年度までの3年間で、
より効果的・効率的なまつり運営を行うた
め、新たな方向性を模索する。
市民参加型のまつりとして実行委員会に
公募市民を加え、企画の段階から新たな
視点を取り入れた効率的なまつり運営を
目指す。

見直し期間の
最終年度として
さらに効率的・
効果的なまつり

を目指す

補助金の
精査を行う

より効果的・
効率的な

まつりの確立
継続 継続 継続 継続 0 0

132 28 ｉ
市内に点在する民間新選組関係の観
光施設と情報を共有し、協力体制の強
化を図る

産業振興
課

①ウォーキングやまつり、イベントに合わ
せ、民間新選組関係観光施設の開館日
の調整を図る。
②各種イベントの際に入館料の減額を行
う（通常500円→400円）。

完全実施し、
連携を推進

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

産業振興
課

百草周辺の農業関係者の連携により、新
たな魅力ある観光施策を構築し、ＰＲを行
う。

農業関係者と
連携しながら、

緑豊かな里山の
風景を楽しむ
散策路や百草
ファームのジェ

ラート、観光農園
など、百草地区
の魅力をＰＲ

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

都市計画
課

百草地区から平山地区までの散策路の
整備、緑地保全策の検討、歴史・文化の
調査研究、観光施設との連携等、七生丘
陵の自然・歴史・文化を活かした地域の
活性化を図る。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

134 28 ｋ
多摩地域の各市と連携し、多摩地域全
体の観光の活性化を図る

産業振興
課

①多摩地域フィルムコミッション連絡会の
ホームページ立ち上げ、活動内容を周知
する。また定期的に会合を開き、調査・研
究を実施し商品開発等具体的取組みを
行う。
②町田市観光協会との新選組関連
ウォーキング等の実施。
また、新たなルートの調査・研究し、近隣
市との連携を継続実施する。

・開発商品等の
試行とPR実施

・近隣市との事業
の連携・推進

継続 継続

・新たな商品開
発等に向けた
調査・研究

・近隣市との事業
の連携・推進

継続 継続 0 0

135 28 ａ
新選組のふるさと歴史館の常設展・企
画展を充実するとともに、PRを拡充し、
更なる集客を図る

新選組の
ふるさと
歴史館

常設展・企画展の充実を図り、市広報・Ｈ
Ｐ・ポスター・パンフ・その他メディアを活
用し情報発信をする。

常設展・企画展
の充実・情報
配信を行う

新選組関連資料
を所蔵する他地
域の博物館との
巡回特別展開催

市制施行50年、
新選組誕生150
年を記念した
特別展開催

常設展・企画展
の充実・情報
配信を行う

継続 継続 0 72 257 140 100 140 709

136 28 ｂ
日野宿本陣の企画事業を充実するとと
もに、PRを拡充し、更なる集客を図る

新選組の
ふるさと
歴史館

日野宿本陣の企画事業を充実させ、市
広報・ホームページ・ポスター・パンフ・そ
の他メディアを活用し情報発信をする。

日野宿本陣事業
の充実・情報発

信
継続 継続 継続 継続 継続 0 72 289 150 110 140 761

28
百草地区を中心に丘陵地の自然・歴
史・文化を活かした地域の活性化を図
る

133 ｊ

⑨ 新選組のふるさと歴史館の集客向上
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

137 28 ｃ

日野宿交流館を来訪者・観光客に対す
る観光案内や休憩施設として、また観
光協会の移転等も含めた観光拠点とし
ての整備を図る

新選組の
ふるさと
歴史館

平成25年度が新選組誕生150周年に当
たるのに合わせ、観光案内・グッズ販売
ブースの設置、観光客へのもてなしや、
交流施設としての機能など、日野宿交流
館を観光拠点として充実を図っていく。

交流館での観光
案内の強化と物
品販売について

検討

継続

交流館の観光案
内の機能を高め
るとともに、物品
の販売を行い、

観光拠点と
して整備

継続 継続 継続 0 0

138 28 ｄ
来館者用駐車場の整備やバリアフリー
対応の設備など、来館者の利便性向上
を図る

新選組の
ふるさと
歴史館

日野市ユニバーサルデザイン推進計画
に基づき、来館者の要望を取り入れつ
つ、新選組のふるさと歴史館・日野宿本
陣の利便性を向上させていく。

来館者・観光客
の要望の収集・
整理利便性向上

手段の検討

継続
利便性向上の
ための整備計

画を策定

利便性向上のた
めの整備を実施

- - 0 0

139 28 ａ

ハローワーク八王子やハローワーク八
王子と日野市が共同で設置する「ナイ
スワーク高幡」などと連携して、就職を
目指す若年者や子育て後の女性など
に対する就労支援事業を推進する

産業振興
課

ハローワーク八王子と連携して行う「若者
就職面接会」や国の新たな取組みである
「新卒応援ハローワーク」への積極的な
誘導、またナイスワーク高幡で実施する
「パートタイム就職支援セミナー」などによ
り、厳しい就職環境にある若年層や、
パート・アルバイトなど様々な働き方に対
する総括的な就労支援を推進する。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

140 28 ｂ
若年者の雇用を推進するため、国が行
う若年者雇用奨励事業との連携による
企業支援を行う

産業振興
課

ハローワークと連携し、国が行う事業を
活用する企業に対し、市の制度利用への
誘導を図るとともに、他市の取組みなど
を参考に、事業者に対する支援及び若年
者の就労環境の向上を推進する。

制度利用状況・
先進事例などを

考察し、制度内容
の見直し等

検討

平成23年度策定
の「工業振興基
本構想」から

導かれた、新卒
者就職支援

新規事業実施

新卒社就職支援
事業の見直し、
または継続実施

新卒社就職支援
事業の見直し、
または継続実施

新卒社就職支援
事業の見直し、
または継続実施

新卒社就職支援
事業の見直し、
または継続実施

0 0

141 28 ｃ

アクティブシニア就業支援センター「しご
とサポートひの」により、おおむね55歳
以上のシニア世代の就労支援事業を行
う

産業振興
課

広域的な連携によりスケールメリットを活
かした就職先のあっせんを行う。また、地
域の特性や求職者のニーズをリアルタイ
ムに把握し、求職者の求める雇用を独自
に開拓することにより、就労のミスマッチ
ングを解消し、安定就労による高齢者の
社会参加への支援を推進する。
平成26年度の来所者に対する就職率
8.0％以上を目指す。

推進（来所者に
対する就職率：

6.0％）

推進（来場所に
対する就職率：

7.0％）

推進（来所者に
対する就職率：

8.0％）

推進（来所者に
対する就職率：

8.0％以上）
- - 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 144 546 290 210 280 1,470

142 29 ａ

「第2次日野市環境基本計画」(平成23
年度～32年度)を推進し、「公民協働」
の視点で、市民、事業者、市などがそ
れぞれの役割を果しながら対等な立場
で協力して、環境に優しいまちをつくる

環境保全
課

平成22年度に「第2次環境基本計画」を
策定した。全体の統括として、環境基本
計画の進行管理に取り組み、計画を推進
する。
※計画年度は平成32年度（2020年）まで
の10年間。ただし5年後に計画の見直し
を行う。

計画を推進
進行管理体制を
確立し、次年度

につなげる

継続 継続 継続

中間見直し実施
平成28年度以
降5年間の計画
（見直し版）策定

見直し後の
計画推進

計画の進捗状況
を点検・評価し、
次年度につなげ

る

0 0

143 29 ｂ
公共施設の屋上緑化・壁面緑化は、新
築や改築時に施設の規模や構造、整
備費用、効果を検証し導入を検討する

財産管理
課

各施設の設計時に随時検証と導入の検
討を行い財源確保が可能で、導入効果
が大きい場合に導入を図る。

検証・検討
導入

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

144 29 ｃ

自然エネルギーの有効活用、雤水の中
水利用などの省エネルギー対策を、公
共施設の新築や改築の実施に合わせ
て検討する

財産管理
課

各施設の設計時に随時検証と導入の検
討を行い財源確保が可能で、導入効果
が大きい場合に導入を図る。

検証・検討
導入

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

145 29 ｄ

市民、事業者、市などの協働により、環
境情報センターを運営し、環境情報の
収集・発信の充実や、環境教育の実践
の場としての活動の展開を図る

環境保全
課

環境基本計画を推進する拠点として、市
民との協働で環境基本計画の推進に取
り組む。

計画推進 継続 継続 継続 継続
見直し後の
計画推進

0 0

⑩ 若年者やシニア世代の就労支援

① 環境に優しいまちづくり

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（７） 環境に優しい緑と水のまち
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

146 29 ａ

「日野市地球温暖化対策実行計画」を
平成23年度に改訂し、公共施設の温室
効果ガス排出量削減のため、屋上・壁
面緑化、太陽光利用等を施設の新設時
や管理運営面で庁内への推進を検討
するほか、市民、事業者からの排出量
削減を促進するための方策も検討する

環境保全
課

平成23年度に改定時期を迎える。計画は
平成23年度からの5年間とする。実効性
のある計画づくりを行い、その計画を推
進していく。

計画改定

計画を推進
計画の進捗
状況を点検・
評価し、次年
度につなげる

継続 継続 計画改定
見直し後の
計画推進

0 0

環境保全
課

平成20年度から同24年度までの5年間
で、市民一人ひとりから省エネ宣言を募
集し、地域におけるCO2削減につなげて
いく。宣言獲得の目標は、市内の世帯の
半数に当たる約35,000世帯とする。

7,000世帯から
宣言獲得と事
業の中間検証

7,000世帯から
宣言獲得と
事業の検証

－ － － － 0 0

環境保全
課

平成20年度から同24年度までの5年間
で、各事業所から省エネ宣言を募集し、
地域におけるCO2削減につなげていく。
宣言獲得の目標は、市内の事業所の半
数に当たる2,500事業所とする。

500事業所から
宣言獲得と事
業の中間検証

500事業所から
宣言獲得と
事業の検証

－ － － － 0 0

148 30 ｃ
一般家庭への太陽光パネル設置補助
等による再生可能エネルギー施策の推
進を図る

環境保全
課

エコひいきな街づくりによる太陽光パネル
モニター制度、太陽光パネルや高効率給
湯機器設置補助を実施していく中で、一
般家庭への普及啓発を図る。また、家電
商組合との連携協議を行う。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

149 30 ｄ

庁用車の更新時期にはハイブリッド車、
電気自動車、プラグイン電気自動車、
水素自動車など、時代の要請に配慮し
た幅広い環境配慮型車両の導入を図
る

財産管理
課

財政状況を横にらみしながら、環境配慮
型車両の導入を段階的に実施する。

検討・一部実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

150 30 ｅ

市はエネルギーコストを常に監視、検討
し、新規機器導入時にも率先して省エ
ネ機器を選定する等、トップレベルの地
球温暖化防止貢献事業所を目指す

財産管理
課

法を遵守しつつエネルギーコストを常に
監視、検討し、新規機器導入時にも率先
して省エネ機器を選定する。

検証・検討
導入

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

151 30 ａ

公有地化した緑地の管理コスト削減、
相続等による農地の転用抑制、民有地
のままで緑地保全を誘導する手法など
の検討を行い、平成24年度までに「みど
りの基本計画」を改訂する

都市計画
課

平成24年度までに緑の基本計画を改訂
する。

緑の現況を再
調査し、改訂内

容を検討
（80％実施）

緑の基本
計画改訂

（完全達成）
－ － － － 0 0

152 30 ｂ

市内に残されている民有緑地を保全す
るため、緑地信託制度や相続等発生時
の寄附受領、国庫補助金等の活用によ
る公有化、また、パートナーシップ協定
に基づく管理など、多様な取り組みを行
う

緑と清流
課

毎年度、緑地信託制度や相続等発生時
の寄附、国庫補助金等の活用による公
有化、緑のトラストの活用、また、パート
ナーシップ協定に基づく管理など、様々な
手法により貴重な緑地保全を継続して実
施する。

百草地区緑地
用地 1,485㎡・
日野緑地649㎡
を土地開発公

社から買い戻し

緑地保全
実施継続

継続 継続 継続 継続 0 0

153 30 ｃ

新たな緑の創出として、限られた緑化ス
ペースを活用できる「みどりのカーテン」
や「校庭の芝生化」等の普及推進を関
係部署と連携し実施する

緑と清流
課

「みどりのカーテン」及び「校庭の芝生化」
について、関係機関及び庁内関係部署と
の連携により平成25年度より実施する。

実施方法検討
関係機関等との

協議・決定
実施 継続 継続 継続 0 0

154 30 ｄ

生物多様性基本法の理念に基づき関
係各課と連携して、ビオトープ、里山の
保全、用水の維持等の取り組みを推進
する

環境保全
課

生物多様性基本法に基づく理念を平成
22年度に策定した「第2次環境基本計画」
に盛り込み、関係課と連携して推進して
いく。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

155 30 ｅ

廃棄物減量と資源の有効活用のため、
公園緑地等から発生した剪定枝、落ち
葉等をチップ化や堆肥化により有効活
用を図る

緑と清流
課

毎年度、
①剪定枝・伐採木等のチップ化
②落葉の堆肥化
を推進する。
実施3年目において広範な利用方法等の
検討を行う。

①チップ化：200
㎥ 、農家等へ配
布
②腐葉土置場設
置：4公園

継続
検証・計画
の見直し

実施
継続 継続 継続 0 0

29

「ふだん着でCO2をへらそう」事業を推
進する
・市民一人ひとりに省エネルギーを呼び
掛け、推進する（家庭版）
・事業所ごとに省エネルギーとエネル
ギー管理も含めたCO2削減に取り組み
を呼び掛け、推進する（事業者版）

ｂ

② 地球温暖化対策事業の推進

③ 緑地保全と緑化の推進

147
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

156 30 ａ

関係する法令や、相続税を始めとする
税制を見直し、農地を保護することがで
きる政策の実施を国に要望する。また、
農地の多面的機能として、防災協力農
地協定を締結する

産業振興
課

多面的機能を持った農業や農地に関す
るPRを積極的に行うとともに、相続税を
始めとする農地税制について、国に対し
見直しの要望を継続して実施する。
また、災害時の復旧資材置き場を確保す
るために防災協力農地協定の締結を目
指す。なお、物資の供給協力に関して
は、JA東京みなみと日野市の間で平成
22年5月に協定締結済。

農地税制の
国への要望を

継続実施

防災協力農地協
定を東光寺上地
区でモデル事業

として導入

農地税制の
国への要望を

継続実施

防災協力農
地拡大

継続 継続 継続 継続 0 0

157 31 ａ

湧水量及び地下水位の定期的調査の
実施により現状を把握し、水と緑のまち
日野をアピールできるよう、湧水の保全
を図る

緑と清流
課

「清流保全条例」に基づき、定期的に湧
水の実態調査や定点調査をを実施し、湧
水の保全を図る。データを公表し、データ
の有効活用について検討する。

観測・検証・
公表・見直し

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

158 31 ｂ
「清流保全条例」に基づき、用水の開渠
化や水路景観の修景に取り組み「水の
郷｣にふさわしい水路の復元を図る

緑と清流
課

「清流保全条例」に基づき、用水の開渠
化や水路景観の修景に取り組む。

日野用水下堰
整備工事実施

用水開渠化・
水路景観の
修景取組み

継続 継続 継続 継続 0 0

159 31 ｃ
「多摩川・浅川“You”歩道整備計画」に
基づき、堤防通りを整備し、訪れる人の
憩いの道とする

道路課

地域要望や国土交通省京浜河川事務所
の河川整備計画等と合わせて、整備箇
所や整備手法を検討しながら、効率的な
整備を実施する。

河川管理者との
調整・整備実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

160 31 ｄ

グラウンドや多目的広場など、多摩川、
浅川の河川敷利用を推進し、賑わいの
ある水辺空間の創出を図る。また、国
の規制緩和に伴い、河川敷の民間商業
利用についても検討する

緑と清流
課

かわまちづくり･地域ニーズを踏まえ、より
良い川づくりを推進し、有効活用につい
て検討する。

利用計画の
検討と河川

管理者との調整
継続 継続 継続 継続 継続 0 0

161 31 ｅ

多摩川、浅川に｢川の駅｣を整備し、水
の魅力を最大限に引き出し、市民に親
しまれる日野の新たな拠点づくりを進め
る

緑と清流
課

市民活動団体との協議に基づく計画によ
り、「川の駅」施設の整備及び公民協働
事業としての運営を検討する。

冬季市民プール
施設の活用検討

「川の駅」構想の
検討

継続 施設整備 継続 継続 継続 0 0

162 31 ｆ
土地区画整理事業に併せた効率的な
汚水管整備を行い、早期に下水道普及
率100%を達成する

下水道課
各年度共、区画整理街路築造事業に併
せて、汚水管整備を実施する。

推進
（未整備地域の
約10%を整備）

推進
（未整備地域の
約10%を整備）

推進
（未整備地域の
約10%を整備）

推進
（未整備地域の
約10%を整備）

推進
（未整備地域の
約10%を整備）

推進
（未整備地域の
約10%を整備）

0 0

163 31 ａ
事業系ごみの減量を対前年度比10％
減を目標に強化する

ごみゼロ
推進課

事業系ごみの対前年比10%減を実施、食
品リサイクルの推進を実施する。

推進
（年間事業系

ごみ量：6,600ｔ）

推進
（年間事業系

ごみ量：5,940t）

推進
（年間事業系

ごみ量：5,345ｔ）
見直し － － 0 0

164 31 ｂ

「生ごみリサイクル」、「容器包装お返し
大作戦」など、ごみの更なる減量を行
い、平成27年度のペットボトル・トレー類
の処理量を21年度と比べ25％減とする

ごみゼロ
推進課

第2次ごみゼロプラン重点プログラムの
推進、「容器包装お返し大作戦」を推進
し、ペットボトル・トレー類の行政回収量を
削減する。

推進
（年間回収量：

604ｔ）

推進
（年間回収量：

572ｔ）

推進
（年間回収量：

540ｔ）

推進
（年間回収量：

508ｔ）

推進
（年間回収量：

476ｔ）
－ 0 1,058 2,083 2,083 2,083 2,083 2,083 11,473

165 31 ｃ
クリーンセンター建替え計画の中で、プ
ラスチック製容器包装の分別収集拡大
の実施の可否について方向性を出す

ごみゼロ
推進課

平成31年クリーンセンター建替えに向け
て、容器包装プラスチックの拡大回収の
検討を行い、平成27年度までに結論を出
す。

検討 検討 検討 検討

プラスチック製容
器包装の拡大

回収処理実施の
是非について
結論を出す

－ 0 0

166 31 ｄ

平成23年度中に全スーパー全店舗一
斉でのレジ袋無料配布中止の実施、ま
たはキャッシュバック方式の導入の方
向性を見出す

ごみゼロ
推進課

「レジ袋無料配布中止に向けた共同会
議」の場で、市内全スーパー一斉による
レジ袋無料配布中止の合意を得て実施
する。

方向性の確認 － － － － － 0 0

167 31 ａ
クリーンセンター建替え計画とともに施
設周辺の環境整備を行い、地域住民の
生活環境の向上を図る

施設課
平成26年度までに施設周辺環境整備の
方針を決定し、事業を実施する。

住民協議・事業
内容の検討

継続 継続
環境整備方
針の決定

事業実施 継続 0 0

④ 多面的機能を持った農業や農地の保護

⑤ うるおいのある「水の郷」の推進

⑥ 更に進めるごみの減量化

⑦ 日野市クリーンセンター周辺環境整備の推進
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

0 0 0 0 0 0 0 1,058 2,083 2,083 2,083 2,083 2,083 11,473

0 0 0 0 0 0 0 1,388 9,473 9,727 10,867 8,247 14,767 54,469

168 32 ａ

自治会活動の活性化に向けて、地域懇
談会の開催、加入促進チラシ作成・配
布、自治会PRポスター作成・貼付、自
治会手引き作成・配布等の地域活動支
援を行う（平成28年度加入率55％以上）

地域協働
課

自治会活動活性化に向けた支援のため
の取り組みを行い、平成27年度加入率
55％を目指す（平成22年度加入率：
51.4％）。

支援実施 継続 継続 継続
継続

（加入率55％）

継続
（加入率55％

以上）
0 0

169 32 ｂ

自治会活動の新たな担い手として期待
される団塊世代に、自治会活動への参
加を呼び掛けるとともに、人材育成を行
い、自治会の活性化を図る

地域協働
課

団塊世代に対し、団塊世代広場を通じて
自治会活動参加への呼び掛けを行う。

自治会活動参加
を呼び掛ける

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

170 32 ｃ

団塊世代を始めとした退職世代（元気
高齢者）への取組みとして、生きがいづ
くりや社会参加を推進するため、市の高
齢施策等と連携し支援する

企画調整
課

シルバーいきいきプランに基づき支援策
を検討する。団塊世代広場の自主的な活
動（組織の拡充・自立化）を支援する。

検討・実施 継続・見直し 継続・見直し 継続・見直し 継続・見直し 継続・見直し 0 0

171 32 ｄ
自治会活動とのパイプ役としての地域
サポーター制度（市職員による自治会
担当制度）を継続する

地域協働
課

職員研修を主とした目的とし、職員が複
眼を持って物事を考える力を養い、自治
会とのパイプ役として、自治会との交流を
推進する。

地域サポーター
制度実施

地域サポーター
制度実施

制度の見直し
検討

地域サポーター
制度実施

地域サポーター
制度実施

制度の見直し
検討

地域サポーター
制度実施

地域サポーター
制度実施

制度の見直し
検討

0 0

172 32 ａ
地域での市民活動を支援するため、地
域協働課が総合相談窓口として対応す
る

地域協働
課

相談窓口を実施し、相談内容によって
は、関係課やひの市民活動団体連絡会
への橋渡しを行う。

相談窓口実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

173 33 ｂ
地域の活動場所等の条件整備及び情
報提供などの支援を行う

地域協働
課

地域のコミュニティ施設の整備及び情報
提供を行う。

施設整備
情報提供

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

174 33 ｃ
地域の要望や市民の声を聞きながら廃
校になった学校を市民等の自主活動の
拠点として引き続き有効活用していく

企画調整
課

既存の廃校の有効活用する一方で耐震
性や市全体を見渡したうえで市民の活動
拠点の整備を行っていく。

継続実施
検討

継続
検討

継続
検討

継続
検討

継続
検討

継続
検討

0 0

175 33 ａ
有償ボランティアから「公民協働」による
「公園守（公園アダプト制度）」への転換
を図り、平成26年度から導入する

緑と清流
課

平成25年度までに現在の有償ボランティ
アから公民協働の公園守（公園アダプト
制度）に順次切り換えていく。

環境緑化協会・
公園愛護会

と協議
継続

継続
要綱制定

実施 － － 0 0

176 33 ｂ
「公民協働」の事業として、「用水守制
度」による用水路等の水辺の保全活動
を推進する

緑と清流
課

公民協働により用水等の清掃・草刈・緑
化作業を行う。ホームページ等でPRし、
用水守を増やす。懇談会を開き意見交換
をし活動内容の検討をする。

検証・見直し
・実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

177 33 ｃ

地域住民による市道の美化（清掃・花
植え・草刈 ・植栽管理等）や簡易な補
修作業を実施するため、「公民協働」に
よる「道路守制度」を平成26年度から導
入する

道路課

地域住民による市道の美化や簡易な補
修作業を行う「道路守制度」の制度内容
の検討を行い、平成25年度に試行で実
施し、26年度本格実施する。

制度内容の検討 継続
制度内容の周知

・協力団体
募集試行

要綱制定
実施

－ － 0 0

① 自治会の活性化

② 地域での自主活動の組織化を支援

③ 公園などの公共施設を地域で守る活動を支援

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

中　　　　　　　　　　　計

２　「公民協働」で創造する新たな公共

（１） 「公民協働」で高める地域力
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第4次行財政改革大綱実施計画
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実施計画の概要

年度計画大
分
類
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※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

178 33 ａ

防災無線による児童、生徒の下校時間
のお知らせや、住民によるスクール
ガードボランティア、見守りボランティア
等の地域力を活用し、子どもたちの登
下校時の安全の確保を更に推進する

庶務課

スクールガードボランティア報告会等を開
催し、ボランティアの士気向上を図る。子
どもの安全安心を介して、学校とボラン
ティアをはじめとした地域との結びつきを
強化する。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

学校課
委託事業の費用対効果を検証しながら、
地域で子どもたちを見守る体制の整備と
意識の向上を図っていく。

スクールガー
ドボランテ
ィアを拡大

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

庶務課
教職員（防犯カメラなどを含む）や地域の
見守りにより、子どもたちの安全な環境を
維持していく。

検討 見直し 継続 継続 継続 継続 0 0

180 33 ａ

高齢者見守り支援ネットワークを拡大
し、地域による見守り体制を確立すると
ともに、ちょこっと困りごとサービス、音
声電話サービス事業等についての精査
を行う

高齢福祉
課

「ふれあいサロン」については、日常生活圏
域毎1カ所の立ち上げを目標に推進してい
く。
ちょこっと困りごとサービス、音声電話サービ
ス等についてその内容を精査するとともに、
見守りによる安否確認の新たな展開を検
討・再構築していく。
また、他の高齢者関係ネットワークを連携さ
せることにより、「気になる高齢者」「支援を
必要とする高齢者」に目の行き届く「地域づく
り」を実施していく。

事業検証
改善・再構築
の検討、実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

181 33 ａ
日野の農業を応援するため、グリーン
サポーターズの普及を図る

産業振興
課

日野の農業を応援するために、「日野人・
援農の会」や「（仮称）日野産野菜を買う
会」を通して、「作る」「買う」「食べる」「守
る」「学ぶ」を実践する。新たな事業も検
討する。

継続実施
新たな事業検討

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

182 33 ａ
市内及び近隣市に所在する大学をまち
づくりのパートナーとして位置づけ、情
報交換・連携を推進する

企画調整
課

大学と情報交換の場を設置し、連携の仕
組みを検討する。

検討 実施 継続・見直し 継続 継続 継続 0 0

183 33 ｂ

市内企業のCSR(企業の社会的責任）
の現状を把握し、市がCSRの情報を活
かし、企業と連携することで市民サービ
スの向上を図る

企画調整
課

企業のCSRの実態を把握し、庁内に周知
する。各課は各種事務事業において、企
業との連携を模索し、実行する。

検討 調査 庁内周知 実施 継続 継続 0 0

184 33 c
新設する公共施設については、ネーミ
ングライツ制度の導入を検討する

企画調整
課

今後新設する公共施設については、ネー
ミングライツ制度を導入し、企業等との
パートナーシップを強化する。平成23年
度竣工の（仮称）市民の森ふれあいホー
ルや26年度開設予定の（仮称）発達支援
センターで導入を検討する。

（仮称）市民の森
ふれあいホール
・（仮称）発達支

援センター
について検討

（仮称）発達支援
センターについて
具体的PR活動
（企画提案書
作成・企業

訪問等実施）

継続
新施設に

ついて検討
継続 継続 0 0

185 33 d
樹林地の管理等、緑地保全における
CSRの導入を検討する

緑と清流
課

企業による緑化の推進、樹林地等緑地
の保全管理など、連携による事業化の可
能性を検討し、実施する。

事例調査 検討 検討・実施 継続 継続 継続 0 0

186 34 ａ
平成25年の市制施行50周年事業を「公
民協働」により計画し、実施する

企画調整
課

市制施行50年を迎える平成25年度に「公
民協働」で各種記念事業を実施する。平
成23年度に担当主幹を置き、事業の検
討・準備を「公民協働」で進める。

庁内検討
担当主幹配置

市民参画
により検討

実施 － － － 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

179 33 ｂ

④ 子どもたちを地域で見守る活動を支援

⑤ 高齢者見守り支援ネットワークを拡大し、地域による見守り体制を確立

⑥ グリーンサポーターズの普及

⑦ 大学や企業等とのパートナーシップ

⑧ 「公民協働」による市制施行50周年事業の実施

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

スクールガードボランティアや地域住民
を中心とし学校、保護者、地域、行政が
一体となって、子どもの通学時の安全
体制の強化を図る

21　／　50



第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

187 34 ａ

ホームページ及び携帯サイトは誰でも
分かりやすい形態にするとともに、広報
紙では対応できない行政の詳細情報を
発信する

市長公室
平成23年度にホームページの改修に向
けて仕様、データ移行方法、予算などを
調査、検討する。

調査・検討・改修
実施

職員研修実施
継続 継続 継続 見直し・継続 0 0

188 34 ｂ
本庁舎に行政情報を提供するために市
政情報モニターを設置する

市長公室
設置場所、導入する市政情報モニターの
仕様、効果、自主財源の確保等を勘案し
調査・検討する。

調査・検討 継続 継続 － － － 0 0

189 34 ｃ
市政図書室を市政資料・情報の総合窓
口とするとともに、公文書館機能を持た
せる

図書館

市刉行物の登録・納本制度を実施する。
審議会等の会議録・配布資料の集中管
理化する。また、保存書庫の整備を行う。
総務課と連携し、平成23年4月施行の「公
文書等の管理に関する法律」の趣旨に則
り、保存期間を過ぎた文書を選別し、歴
史的公文書を保存・公開する体制（公文
書館機能）を確立する。

登録・納本制度
や会議録等の

集中管理の検討

公文書の選別
基準作成準備

保存書庫整備
の検討

登録・納本制度
や集中管理の

要綱制定

公文書の選別
基準作成

保存書庫整備

実施

公文書の基準
による選別作業

実施

保存書庫整備

継続 継続 継続 0 0

190 34 ｄ
市政に参画した市民が、地域へ情報伝
達できる仕組みを検討する

市長公室

市政に参画した市民が、地域へ情報伝
達できる仕組みの構築や運営形態、効
果、他の自治体の動向、財政状況等を勘
案し調査・検討する。

調査・検討 継続 継続 － － － 0 0

191 34 ｅ
職員の給与水準や勤務条件を広報や
ホームページで積極的に公表する

職員課
各年度職員給与情報の公表内容の見直
しを行いながら継続実施する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

192 34 ｆ
電子化により、市政情報の「見える化」
を進める

市長公室
市政情報の「見える化」の方法、効果、他
の自治体の動向、財政状況等を勘案し
調査・検討し、推進する。

調査・検討 推進 継続 継続 継続 継続 0 0

193 35 ｇ
都市農業をめぐる農業の現況と将来を
ともに考えてもらうために、農業委員会
から農業者や市民に情報発信を行う

農業委員
会事務局

ホームページ上で申請書のダウンロー
ド、統計的な農地情報の提供などの充実
を平成22～23年度に整備、平成24～25
年度に農地情報のデータベース化を準
備し、平成26年度に実用化する。

ホームペー
ジの充実

農業者との懇談

農地情報デー
タベース化の
準備と検討

継続
データベー
スの運用

見直し・継続
見直しを受
けての検討

0 0

194 35 ａ
情報機器に弱い方のために、紙ベース
等での情報提供機会の充実も図る

市長公室
情報提供媒体や情報内容、効果、他の
自治体の状況、予算等を調査、検討し、
充実を図る。

調査・検討 推進 継続 継続 継続 継続 0 0

195 35 ｂ
行政情報の「点訳・音訳」についての援
助を行う

市長公室
平成24年度デイジー化（CD化）に向け、
予算、作業量などを検討する。

調査・検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

196 35 ｃ
高齢者保健福祉分野における、行政及
び民間による「サービス」を体系的に網
羅した情報提供手段の構築を検討する

高齢福祉
課

高齢福祉・介護保険の庁内のサービスを
一括した情報提供を検討し、実施する。
また、民間サービスの情報収集方法につ
いても検討する。

庁内サービス
情報提供の
検討・実施

民間サービスの
情報収集方法
について検討

公民両サービス
を一括した情報

提供を検討・実施
検証・改善 継続 継続 0 0

197 35 ａ

予算・決算などの市の財政状況を市民
に分かりやすく広報、ホームページで情
報提供する。また、財務諸表・財政健全
化法指標から市の財政課題等を分析、
明確化し、公表する

財政課

平成23年度に、他市の公表方法の情報
収集を行い、その内容を分析する。平成
24年度からは、情報収集、分析に基づ
き、分かりやすい方法で公表する。

他市の公表方法
の情報収集・分

析
公表 継続 継続 継続 継続 0 0

198 35 ｂ
市民がつくる財政白書は、市民が必要
とする財政情報を充実させるなど、今後
の改訂の支援を行う

財政課
財政白書の策定については、市民が必
要とする財政情報を充実させながら、今
後もリニューアル支援を図る。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

① 行政情報公開の更なる推進

（２） 情報の共有化による行政の透明性の確保

② 情報弱者への細やかな対応

③ 市の財政情報の分かりやすい公開

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

199 35 ａ

「公民協働」で持続可能なまちづくりを
進めるため、｢(仮称)公民協働条例」を
平成24年度に制定し、市制施行50周年
を迎える25年に施行する。

企画調整
課

協働で市民参画・協働白書及び公民協
働白書を作成する。これら白書を使い地
域へ説明に回り、公民協働の概念につい
て市民とともに考えを深めていく。市制施
行50周年に当たる平成25年度を目指し、
市民の自発的機運に合わせ、第5次基本
構想・基本計画「2020プラン」に位置付け
た「（仮称）公民協働条例」の制定を目指
す。

市民参画・協働
白書作成

公民協働啓発

公民協働白書
作成

公民協働条例
検討

公民協働条例
制定

公民協働啓発

公民協働条例
施行

公民協働啓発

公民協働条例
推進

継続 継続 0 0

200 35 ｂ

平山台健康・市民支援センター、百草
台コミュニティセンターの利用者と懇談
会を開催し、利用者と一緒になった施
設運営を行う

地域協働
課

懇談会を開催し、出された意見等を施設
の管理運営に生かしていく。

懇談会開催 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

201 35 ｃ

市民参画による図書館運営懇談会の
開催や図書館ボランティアなど市民の
参画により、地域に支えられた図書館
運営を進める

図書館
図書館運営懇談会を開催するとともに、
図書館事業を支援してもらうボランティア
を育成し、ボランティアの団体化を図る。

図書館運営懇談
会開催

図書館ボランティ
ア制度の検討

継続

図書館ボランティ
ア制度の検討・導

入準備

継続

図書館ボランティ
ア導入

継続

図書館ボランティ
ア推進

継続

図書館ボランティ
ア団体「（仮称）図
書館友の会」設

置

継続
　

図書館ボランティ
ア推進

0 0

202 36 ｄ
郷土資料館調査事業の市民ボランティ
アを養成し、市の歴史、自然、民俗など
の調査を協働で行い推進する

郷土資料
館

継続的に市民とともに市の歴史、自然、
民俗などの調査、普及活動を行い、郷土
資料館事業の一層の充実を図る。

継続実施 継続
継続

見直し
継続 継続

継続
見直し

0 0

203 36 ａ

各投票区の投票区域を見直し、平成27
年度までに過大投票区を解消する。た
だし、投票所増についてはコストをよく
検討する

選挙管理
委員会

平成27年4月の東京都知事選挙から新し
い投票区により選挙を実施することを目
指す。

経費面を含めた
基礎調査の実
施・新投票区案

検討

新投票区案検討
経費増となる場
合は、市民要望
を斟酌して対応

新投票区案作成 成案周知 新投票区実施 － 0 0

204 36 ｂ

期日前投票の充実を図り、投票日当日
の投票時間の短縮を検討する
　・浅川南地域の七生福祉センターでの
期日前投票実施期間の充実を図る
　・投票日当日の投票時間の短縮につ
いて、関係機関と協議し、検討する

選挙管理
委員会

①浅川南地域の期日前投票実施期間の
充実については、平成25年4月の市長選
挙から七生福祉センターにおける投票期
間を6日間にする。
②投票日当日の投票時間の短縮につい
ては、平成28年度までに結論を出す。

①市民ボランテイ
ア・学生活用等経
費面の検討

①市長部局との
協議、期日前投
票事務要領の作
成・周知

①6日間の期日
前投票実施

②投票時間短縮
の検討、関係機
関との協議

②関係機関との
協議

②結論を出す 0 0

205 36 ｃ

若年層の選挙啓発と選挙経費の節減
を図るため、投開票事務への学生（有
償ボランティア又は臨時職員等を含む）
や市民ボランティアの参加を平成25年
度までに実現する

選挙管理
委員会

平成25年4月の市長選挙までに、市内大
学生や市民ボランティアの投開票事務へ
の参加を実現する。

市内大学との
協議市民ボラン
テイア募集要領

検討・作成

市内大学との
協議市民ボラン

テイア募集

市長選挙・市議
選挙投開票事務
に学生参加実施

同市民ボラン
テイア参加実施

－ － － 0 0

206 36 ａ
設問内容を精査した上で、回答者の年
齢層の偏りのない「市民意識調査」を定
期的に実施する(次回は平成26年度)

企画調整
課

次回調査実施年である平成26年度に向
けて検討し、回答者の年齢層の偏りのな
い調査を実現する。

検討 継続 継続 実施 ー ー 0 0

207 36 ｂ
20歳代以下の市民の市政に対する意
見を聴く仕組みをつくる（平成26年度）

企画調整
課

次回調査実施年である平成26年度に向
けて若年層の意見を聞く仕組みを検討
し、実施する。

検討 検討 検討 実施 ー ー 0 0

208 36 ｃ
高齢者を始め、広く市民の声を聞く場と
フィードバックする仕組みをつくり、各種
施策の参加者を増やす

企画調整
課

各部署に対し、「市民の声」や窓口でのご
意見に対し、どのように業務に活かして
いるかを整理させ、今後、積極的に活か
していくための仕組みづくりを依頼してい
く。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

① 市民参画による行政運営

② 投票率向上を目指す施策の推進

③ 市民の意見等を聴く仕組みづくり

（３） 市民参画による行政運営
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

209 36 ａ
市民に分かりやすい行政評価システム
に改善し、生活者の視点を重視した公
募市民による評価を継続する

行政管理
チーム

「公民協働」の観点から、引続き公募市
民9人で市民評価を行う。その際、男女の
割合や若年者の参加に留意する。
行政評価システムについても、随時見直
し・改善を図り、より市民に分かりやすい
ものにしていく。

大規模見直し
（システム改修）

小規模見直し 継続 継続
継続

見直し検討
見直し 0 0

210 36 ａ

「男女平等行動計画」に掲げられた事
業を推進し、すべての市民が性別に係
わりなく、その個性と能力を十分に発揮
することができ、対等に参画し、その成
果も責任も分かち合うまちの実現を目
指す

男女平等
課

平成23年度から5年間を計画期間とする
男女平等行動計画に基づき、男女平等
意識の浸透、職場と家庭の両立など男女
平等を推進するための施策を実施する。
この計画には、重点的に取り組む事項を
盛り込み、推進体制を明確にして進行管
理を行う。

実施・評価 継続 継続
継続

次期行動計画
策定準備

継続
次期行動計

画策定
実施・評価 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

211 37 ａ

自主防災組織を平成23年度末までに
100組織を立ち上げ、自主防災組織の
連絡会を開催するなどして、フォロー
アップを行い、平成28年度末には125組
織の活動を目指す。

防災安全
課

平成23年度末までに、自主防災組織を
100立ち上げ、平成24年度までに自防災
組織の連絡会を設置する。連絡会の中で
これからの自主防災会のあり方を検討し
てもらい、市としてどのように自主防災会
を支援をしていくか、方針を打ち出す。

推進
（100組織）

連絡会設置

老朽化資機材等
の対応などの

支援実施

継続 継続 継続
継続

（125組織）
0 0

212 37 ａ

自主防犯組織を平成23年度末までに
150組織を立ち上げ（21年度末で132組
織）、自主防犯組織の連絡会を開催す
る。また、個人の防犯ボランティアを平
成23年度末までに900人（21年度末で
633人）に拡充する

防災安全
課

・平成23年度末までに、自主防犯組織を
150立ち上げ、平成24年度までに連絡協
議会を開催する。連絡協議会の中でこれ
からの自主防犯組織のあり方を検討して
もらい、市としてどのような支援をしていく
か検討してもらう。
・平成23年度末までに、個人の防犯ボラ
ンティアを900人に拡充する。

推進
（150組織）

個人の防犯
ボランティア

（900人に拡充）

連絡会設置
自主防犯組織の
あり方を検討し、

必要とされる
支援実施

継続 継続 継続 継続 0 0

213 37 ｂ

自主防犯組織、防犯ボランティアの拡
充状況や日野防犯協会のパトロール状
況を見て、市内安全パトロールのより効
率的な運用に向けた見直しを行う

防災安全
課

・平成23年度末までに、不審者等発生状
況を分析し、重点区域を設定する。重点
区域を中心に、自主防犯組織との連携を
強化する。
・平成24年度末までに、上記の連絡会
で、地域の実情を把握した上で、新たな
運用体制や役割について検討する。
・平成25年度から、前年度の検討結果を
踏まえた新たな運用体制、役割を実施す
る。

不審者等発生状
況を分析し、重
点区域を設定

重点区域を中心
に、自主防犯
組織との合同
パトロールを増
強し、連携強化

連絡会の中で、
自主防犯組織に
よるパトロール

実施状況を把握
し、新たな運用

体制や役割検討

前年度の検討
結果を踏まえて、

必要に応じて
運用体制の変

更、自主防犯組
織へ支援など新
たな役割を実施

継続 継続 継続 0 0

地域協働
課

ひの市民活動団体連絡会との協働によ
り、相談受付等の立ち上げ支援等を行
い、平成27年度市内のNPO法人数を50
団体とする。

支援実施 支援実施 支援実施 支援実施
支援実施

（NPO法人数：
50団体）

支援実施
（NPO法人数：50

団体以上）
0 0

生涯学習
課

生涯学習部門では、「学びたい」等のきっ
かけで市民同士がサークルなどの団体を
つくること、また、既にできている団体を
支援していく。具体的には、21世紀みらい
塾による講師派遣を行い、生涯学習団体
の結成のきっかけ作りを行う。また、サー
クル団体名簿に記載し、既にできている
サークル等の団体を市民に周知し、団体
の活動が広がるよう支援する。

21世紀みらい塾
講師の派遣や

サークル団体名
簿の発行により
生涯学習情報を
発信し、団体の
活動支援を行う

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

37214
NPO法人など、市民団体の立ち上げを
支援するための事業を推進する（平成
28年度NPO法人数50以上）

ａ

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（４） 自立した団体が活躍するまち

④ 市民の生活者の視点で行う行政評価

⑤ 男女平等行動計画の推進

① 自主防災組織の確立とフォロー

② 地域の協力で防犯活動を充実

③ NPO法人等の市民団体等の設立や活動の支援
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

215 37 ｂ
NPO法人や市民団体等の自立を支援
し、市内NPO活動等の活性化を図る

地域協働
課

ひの市民活動団体連絡会との協働によ
り、市民活動に関する相談受付や、市民
活動支援センター利用等、市民活動団体
への支援を行う。

NPO法人等への
支援及びひの市
民活動団体連絡
会のあり方につ
いて今後の方向
性の検討を行う

検討 支援実施 継続 継続 継続 0 0

216 37 ｃ
市民活動団体等の活動の場を提供す
るなど、地域で活動している人を支援す
る

地域協働
課

市民活動支援センターを市民活動団体
の活動の場として提供し、支援する。

支援実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

217 37 ｄ
市民税の寄附金税額控除の対象指定
団体（市内）を拡大する

企画調整
課

寄附金税額控除が増えることで、市税収
入が減尐することも考慮しなければなら
ないが、国の税制改正の動きや新しい公
共の担い手の育成など、様々な角度から
検討していく。

検討 検討・実施 継続 継続 継続 継続 0 0

218 37 ａ

援農市民養成講座「農の学校」を引き
続き実施し、援農ボランティアを育成す
る。また、「農の学校」修了者で組織す
る「日野人・援農の会」のNPO法人化を
支援する

産業振興
課

継続して援農市民養成講座「農の学校」
を実施する。
平成28年度までに「農の学校」修了生を、
平成21年度現在の73人から210人に増や
す。援農ボランティア受入農業者を平成
21年度の38人から平成28年度52人にす
る。
援農市民養成講座「農の学校」などの市
が実施している事業のNPO法人などへの
委託を検討する。

「農の学校」の継
続実施。「農の学

校」修了生を
累計：110人

とする

援農ボランティア
受入農業者の
目標人数42人

「農の学校」の継
続実施（修了生
の累計：130人）

援農ボランティア
制度推進（受入
農業者目標人数

：44人）

「農の学校」の継
続実施（修了生
の累計：150人）

援農ボランティア
制度推進（受入
農業者の目標人

数：46人）

「農の学校」の継
続実施（修了生
の累計：170人）

援農ボランティア
受入農業者の
目標人数：48人

「農の学校」の継
続実施（修了生
の計：190人）

援農ボランティア
制度推進（受入
農業者の目標
人数：50人）

「農の学校」の継
続実施（修了生
の累計：210人）

援農ボランティア
制度推進（受入
農業者の目標
人数：52人）

0 0

219 37 ａ

高齢者の生きがいづくりと地域社会の
担い手として老人クラブを支援する。併
せて、より主体的・自主的に運営してい
く形態へ移行させていくことを検討する

高齢福祉
課

元気高齢者の生きがいづくりだけでなく、
ボランティア等の社会参加にも取り組む
よう支援していくとともに、団体として、主
体的・自主的な運営の仕組みについて検
討していく。

新たな取組や
運営方法につい
て、調査・検討

新たな取組や
運営方法につい
て、調査・検討

・試行

新たな取組や
運営方法につい
て、調査・検討
・試行・検証

主体的・自主的
な運営へ移行

継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

220 39 ａ

業務分析及び業務改善に基づき、時代
に即した行政需要に応えられるよう適
正な職員配置を図り、効率の良い行政
運営を進める

行政管理
チーム

業務改善及び分析の結果を基に、その
時代の行政需要に即した職員の適正配
置をする。
年間業務調査方法の検討・実施（平成23
年）
年間計画に基づく目標管理の実施（平成
24年）

年間業務調査方
法の検討

調査の実施

年間業務調査の
実施

年間計画に基づ
く目標管理の

実施

調査内容・方法
の見直し

年間業務調査の
実施

年間計画に基づ
く目標管理の

実施

年間業務調査の
実施

年間計画に基づ
く目標管理の

実施

調査内容・方法
の見直し

年間業務調査の
実施

年間計画に基づ
く目標管理の

実施

継続 0 0

221 39 ｂ

業務分析を基にした業務改善を実施
し、経営感覚（コスト意識、スピード意
識、サービス精神）を磨き、生産性の向
上を図る

行政管理
チーム

時間外管理委員会において、「時間外勤
務の縮減に関する基本指針」に基づき調
査・検討を実施。
時間外管理委員会調査（年間時間外執
行計画及び実績報告）を基に業務改善
分析を実施（平成23年度）。
業務分析後改善運用の実施（平成23年
度）。

時間外管理委員
会調査（年間
時間外執行計
画・実績報告）
を基に改善点

洗い出し
改善運用実施
進行管理実施

継続実施・
進行管理

調査内容・
方法見直し

改善運用実施
進行管理実施

継続

調査内容・方法
の見直し

改善運用の実施
進行管理の実施

継続 0 0

（１） 業務改善により機能的な行政システム

３　市民サービスの向上を目指す行政運営

中　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

④ 援農ボランティアの育成と援農の会の支援

⑤ 老人クラブの自主的な運営に向けての支援

① 業務分析により職員定数を適正化
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

222 39 ｃ
業務分析により各課で事務事業のムダ
を洗い出し、独自目標達成に向けた効
率的な行政運営を目指す

行政管理
チーム

・（仮称）「事務事業カルテ」の分析を基
に、各課において業務改善（創意工夫）
項目を設定。
・各課改善項目に向け効率的な業務改
善を実施。

対象課の選定
日常業務観察結
果を基に改善目
標・計画を策定

し、改善活動の実
施

実施結果を全庁
へ報告

職員自ら行う業
務改善（年間目
標の設定）の実

施

分析資料内容・
方法の見直し

改善運用の実施
進行管理の実施

継続

分析資料内容・
方法の見直し

改善運用の実施
進行管理の実施

継続 0 0

市民窓口
課

異動届業務など民間委託導入の拡大を
検討し、実施に移すことにより、土曜開庁
業務内容の充実を図る。

システム運用上
の問題・課題
整理・検討

窓口業務の委託
範囲拡大に
ついて検討

他市の状況を調
査し、検討を行う

一部実施 継続 継続 実施

七生支所
異動届業務など民間委託導入を検討し、
実施に移すことにより、土曜開庁業務内
容の充実を図る。

システム運用上
の問題・課題
整理・検討

他市の状況を調
査し、検討を行う

一部実施 継続 継続 実施 0 0

224 39 a
各課ごとに事業を洗い出し、重複してい
る事業については、計画を立てて整理
統合を進める

全庁

行政評価の評価結果等に基づき、重複し
ている事務事業を計画的に整理してい
く。
①かしの木学級（高齢福祉課）と公民館
事業（中央公民館）
②敬老大会（高齢福祉課）と「藝術文化
の薫るまち日野」事業（文化スポーツ課）
③エコライフクラブ（郷土資料館）と田ん
ぼの学校（中央公民館）　など

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

225 39 ａ

図書館窓口業務の効率化を推進する
・機能的なカウンター業務の構築
・ICタグ・BDS（貸出手続き確認装置）の
導入検討

図書館

随時、機能的な窓口カウンターの構築を
図る。
現図書館システム（平成19年度から平成
24年度）のリース満了を機会に、ICタグ・
ＢＤＳ（貸出手続き確認装置）・自動貸出
機の導入の検討を行う。

技術動向・先進
事例の把握

窓口カウンター
改善検討

検討

窓口カウンター
改善検討

導入 検証 ー ー 0 1,485 1,485

226 39 ｂ

市民の申請書類の簡素化を図るため、
実態を把握し、事例をまとめ庁内に周
知して、取り組み可能な部署への働き
掛けを行う

企画調整
課

実態把握を行い、市民の申請書類の簡
素化を目指す。

把握・周知・
働き掛け

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

227 39 ｃ

各課の改善事例等をまとめ、参考事例
として紹介し、情報を組織内で共有する
等、庁内の壁を越えた横断的な連携に
よる改善を行う

行政管理
チーム

行政評価を実施する際などに毎年度テー
マを定め、各課横断的な連携による改善
を行う。
また、各課の改革事例をまとめ上げ、参
考事例として各課へ紹介する仕組みを検
討し、実施する。

改善計画の
まとめ報告

改善計画の
まとめ報告

改善計画の
まとめ報告

改善計画の
まとめ報告

改善計画の
まとめ報告

改善計画の
まとめ報告

0 0

228 40 ａ

市民評価（第三者評価）の工程を確立
し、事務事業の具体的な数値目標や適
切な成果指標を定め、PDCAサイクルに
よる目標管理を徹底した市民に分かり
やすい行政評価システムを目指す

行政管理
チーム

効率的な行政運営を進めるため、行政評
価システムを確立していく。市民評価（第
三者評価）の工程を確立し、市民に分か
りやすい行政評価システムとしていく。
事務事業の具体的な数値目標や適切な
成果指標を定め、PDCAサイクルによる
目標管理を徹底し、成果重視の行政運
営を行う。

見直し・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

229 40 ｂ

行政評価システムとして事務事業評価
に加え施策評価、政策評価を行い、事
業の優先順位付けによる効果的な行政
運営を行う

行政管理
チーム

基本構想・基本計画「2020プラン」に基づ
く施策評価や政策評価の導入を図り、事
業の優先順位を付けを行い、効率的な行
政運営を目指す。

導入検討 継続 実施 実施・見直し 継続 継続 0 0

223 39
窓口業務等の民間委託を導入し、土曜
開庁業務内容の充実を図る

ａ

② 窓口業務等に民間委託を導入し、土曜開庁業務を充実

③ 重複事業の整理統合

④ 効率化や簡素化等による事務改善

⑤ 行政評価システムの確立
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

230 40 ｃ

「民間委託検討基準」｢事務事業点検基
準」「新規事業点検基準」を積極的に活
用し、行政評価及び予算査定等に役立
てる

行政管理
チーム

「民間委託検討基準」「事務事業点検基
準」「新規事業点検基準」を定期的に見
直しながらこれらを積極的に活用し、行
政評価及び予算査定等に役立てる。

見直し・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

231 40 ｄ

「民間委託検討基準」を活用しながら、
民間委託による削減した額と委託料と
の差引額等から費用対効果の検証を
行う

行政管理
チーム

「民間委託検討基準」を活用しながら、削
減した額と委託料との差引額等から費用
対効果の検証を行う。

検討・調査 実施 実施・見直し 継続 継続 継続 0 0

232 40 ａ

「第5次基本構想・基本計画（2020プラ
ン）」や「第4次行革大綱」を始め、各種
計画の進捗状況を把握できる進行管理
方法を確立する

行政管理
チーム

基本構想・基本計画「2020プラン」や第4
次行革大綱に基づいて、各種計画の進
捗状況を把握することができるような進
行管理方法を確立し、計画の進行管理を
適切に行い、計画の円滑な推進を図る。

調査・検討 継続 実施 継続 継続 継続 0 0

233 40 ａ

基幹システムのオープン化への移行を
図り、住民記録・税及び介護関係を平
成23年度、福祉系を平成24年度から運
用し、法改正対応費用の低減や運用管
理費用の平準化、事務改善や効率的
運用の推進、市民サービスの向上を図
る

情報シス
テム課

平成22年度、住民記録・税関係、介護保
険関係が新基幹システムにより本稼働し
た。平成23年度は、福祉関係の新システ
ムを平成24年度本稼働を目指して準備を
進める。オープン化により、法改正対応
費用・運用管理費用の低減、事務改善や
効率的運用の推進、市民サービスの向
上を目指す。

住民記録・税・
介護保険関係

運用開始
福祉関係

再構築作業

福祉関係
運用開始

住民記録・税・
介護保険関係

運用継続

住民記録・税・
介護保険関係・

福祉関係
運用継続

継続 継続 継続 1 1 1 3 78,500 17,000 25,500 25,500 25,500 25,500 197,500

234 40 ｂ

平成24年度稼動を目指し福祉系システ
ムの再構築を行い、今後予想される大
規模制度改正費用の削減や基幹シス
テムとしての安定稼動、市民サービス
の向上を図る

福祉政策
課

全庁的なシステムである住民情報システ
ムのなかでの福祉系システムの再構築
及び稼動。
・平成23年度：生保システムと中国残留
邦人支援システム、介護保険システムの
先行稼動。
・平成24年度その他福祉系システムの稼
動。

生活保護システ
ムと中国残留
邦人支援シス
テム・介護保険
システム稼動

左記以外の
福祉系シス
テム稼動

継続 継続 継続 継続 0 27,000 27,000

235 40 ｃ

次期「情報化推進計画」(平成25年～29
年度予定)は、今後の財政状況、ICT化
を取り巻く環境等を勘案し、市民サービ
スの向上及び庁内の事務効率化を目
指して策定する

情報シス
テム課

平成22年度に現行計画の確認を行い、
次期計画への調査実施と計画を作成。
次期計画は2段階に分ける方式（第1段階
…暫定計画対象年度：平成23年度～24
年度、第2段階…推進計画対象年度：25
年度～29年度）で策定する。

実施
暫定計画

実施
次期計画策定

実施 継続
次期計画
中間検証

実施 0 0

236 40 ｄ

情報セキュリティの向上を目指し、全職
員を対象とした研修、内部及び外部監
査などを継続して実施するとともに、国
際規格ISO27001に基づくセキュリティ水
準の高い管理体制を確立する

情報シス
テム課

引き続き全員研修、監査等各種セキュリ
ティ対策を継続して取り組む。ISO27001
維持審査をとおして高いセキュリティ水準
を確保する。

継続実施
ISO27001
更新審査

継続実施
ISO27001
維持審査

継続
継続実施
ISO27001
更新審査

継続実施
ISO27001
維持審査

継続 0 0

237 40 ａ

予算要求時に「ICT予算事前協議」を行
い、構築や運用金額の精査だけではな
く必要性、効果などの確認を行う。ま
た、専門知識を持った民間活力を活用
して、目的と効果を点検するとともに、
金額等精査・評価を行い、ＩCＴ導入投資
効果等評価の構築を図る

情報シス
テム課

平成23年度以降もICT事前協議内容の
確認を継続して行い、ICT導入等の必要
性や見積り金額の妥当性、また投資効果
をチェックする。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

238 41 ａ

現在運用しているスポーツ施設予約シ
ステムを基本にして、公共施設の貸室
予約システムの拡充に向けた検討を進
める

情報シス
テム課

現在運用しているスポーツ施設予約シス
テムの運用状況の把握や課題などの検
討、ICT環境の変化、総務省や事業者の
取り組みについて情報収集や調査を行
い、業務効率化、経費の節減を目指した
調整を進める。

調査・検討 継続 継続 構築 構築 実施 0 0

⑧ ICT導入投資効果等についての評価

⑨ 電子化を推進し、市民の利便性を向上

⑥ 各種計画の進行管理方法の確立

⑦ 基幹システムの安定的で効率的な運用
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

239 41 ｂ

東京電子自治体共同運営協議会によ
るサービス利用促進と新たなサービス
の検討、近隣自治体との共同アウト
ソーシング等の共同開発・運用を調査
し、業務の効率化、迅速化及び経費の
節減等を目指す

情報シス
テム課

平成22年度に、共同運営による電子申
請サービスがリニューアルされた。平成
23年度以降もクラウド化等、ＩCＴ環境の
変化や近隣自治体の動向を勘案し、取り
組んでいく。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

240 41 ｃ

地方税ポータルシステム（eLTAX）を活
用した電子申告で利用可能な業務内容
の周知と業務の拡大を検討し、納税者
へのサービス向上を図るとともに、電子
申告の取扱い件数を増やし、コスト削減
を目指す

市民税課

平成22年度課税分から、給与支払報告
書・特別徴収関連届出書・法人市民税申
告書・法人市民税関連届出書の電子申告
及び電子申請を開始した。今後利用者へ
の一層のPRを行い、利用率の増加を図
る。
市都民税申告書については、現在、地方
税ポータルシステム（eLTAX）が対応して
いないため、対応可能になった段階で、市
民ニーズと費用対効果を十分検証しなが
ら導入の検討をしていく。

周知・利用拡大 継続
周知・利用
拡大検証

周知・利用拡大 継続
周知・利用
拡大検証

0 283 311 343 377 415 456 2,185

241 41 ｄ

所得税確定申告書の閲覧方式の電子
化にともない、その効果を検証した上
で、職員の適正な人員配置を行い、効
率的な賦課事務を進める

市民税課

平成23年度課税分から実施された国税
連携によるメリット・デメリットを検証しな
がら、コスト削減・事務の効率化を図って
いく。

実施・検証 継続 継続 継続 継続 継続 0 3,793 3,793 3,793 3,793 3,793 3,793 22,758

242 41 ｅ
固定資産税(償却資産)に地方税ポータ
ルシステム（eLTAX）を活用した電子申
告を平成26年度に導入する

資産税課

平成23年度は評価替え準備年度のた
め、24年度に償却資産所有者に電子申
告の要望の有無を調査するとともに、導
入費用を調査する。
平成25年度に実施を検討し、導入が決定
した場合は、平成26年度申告より開始す
る。

－

電子申告の要望
を調査し、必要な
システム・費用

を検討

費用対効果から
実施を検討し、

必要なら
予算要求

検討結果に
基づき実施

－ － 0 0

243 41 ｆ

市民税と国民健康保険税の賦課事務
の共同実施を検討する。両税に共通す
る事項について一元化の可能性を探
り、市民の利便性の向上および行政事
務の効率化を目指す

保険年金
課

平成25年度からの実施に向け、一元化
可能な市民税と国民健康保険税の賦課
事務の対象業務の洗い出しを行うととも
に、問題点を整理していく。

一元化可能な
業務の洗い出し･

問題点整理

対象業務の一元
化実施･実施後
の改善点把握

対象業務の課題
を改善して、
一元化実施

－ － － 0 0

244 41 ａ
生活保護レセプト管理システムにより、
診療報酬明細書の点検強化等を行い、
医療扶助の適正化を推進する

生活福祉
課

生活保護レセプト管理システムを導入
し、診療報酬明細書の点検の強化等を
図り、扶助費の中で一番経費が掛かっ
ている医療扶助費の適正化を推進して
いく。

生活保護レセプ
ト管理システム
を導入し、電子
レセプト点検を
開始して医療
扶助の適正化
を更に推進

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

245 41 ａ

土地区画整理市施行4地区（豊田南・西
平山・万願寺第二・東町）の現5カ年計
画(平成22年度～26年度)を見直し、新5
カ年計画を策定し、効果的かつ効率的
な事業展開を図る

区画整理
課

現5カ年計画（平成22年度～26年度）によ
り、効果的かつ効率的な土地区画整理
事業を展開する。また、現5カ年計画を見
直し、新5カ年計画(平成24年度～平成28
年度）を策定・実施する。状況の変化に
対応するため新5カ年計画を前倒して策
定する。

実施
新5カ年計画
検討・策定

実施 継続 継続 継続 0 0

246 41 ａ
現図書館システム（平成19年度～24年
度）のリース期間満了を機に、図書館貸
出管理システムの外部管理を検討する

図書館

現図書館貸出管理システム（平成19年度
～24年度）のリース満了を機会に、システ
ム管理サーバーなどの外部管理を検討
する。

技術動向･
他事例の把握

検討 導入 検証 － － 0 0

247 41 ａ

公立幼稚園や私立幼稚園の定員割れ
の状況、保育園の状況等、総合的な見
地から、公立幼稚園が果たしてきた役
割の重要性を踏まえ、公立幼稚園の統
合・適正配置を定める

学校課

公立幼稚園の果してきた役割を整理し、
公立幼稚園の適正配置を進めるため、
「（仮称）市立幼稚園適正配置計画」を策
定する。計画立案の際には、国の「子ど
も・子育て新システム」の動向や今後策
定する日野市の子ども・子育て事業計画
との整合性に留意する。

検討
適正配置計画

策定検討
適正配置
計画策定

計画に
基づき実施

継続 継続 0 0

⑩ 生活保護レセプト管理システムによる医療扶助の適正化

⑪ 区画整理事業計画・５カ年計画を見直し、効果的な事業推進

⑫ 図書館貸出管理システムの外部管理の検討

⑬ 子ども人口の動向や民間幼稚園の定員割れを考慮した公立幼稚園の統合・適正配置
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

企画調整
課

郷土史行政、観光行政のあり方を、市長
部局・教育委員会の間で検討する。

検討 継続
検討結果に
基づき実施

－ － － 0 0

郷土資料
館

郷土史行政、観光行政のあり方を、市長
部局・教育委員会の間で検討する。

検討 継続
検討結果に
基づき実施

－ － － 0 0

新選組の
ふるさと
歴史館

郷土史行政、観光行政のあり方を、市長
部局・教育委員会の間で検討する。

検討 継続
検討結果に
基づき実施

－ － － 0 0

1 1 1 0 0 0 3 109,576 21,104 29,636 29,670 29,708 31,234 250,928

249 42 ａ

新設・既設の公共施設の管理運営につ
いて、「民間委託検討基準」等に基づ
き、指定管理者制度による管理が適当
と認められるものについては、積極的に
導入する

企画調整
課

適宜、施設の「民間委託検討基準」等に
基づく検討を行い、指定管理者制度を導
入する。
（仮称）ファーマーズセンターについては、
市民農園との一体的管理を考える。
平成24年度：
　　（仮称）市民の森ふれあいホール
平成26年度：
　　（仮称）ファーマーズセンター

（仮称）市民の森
ふれあいホール

で導入検討

（仮称）市民の森
ふれあいホール

で導入

（仮称）ファーマー
ズセンター
で導入検討

（仮称）ファーマー
ズセンター
で導入検討

（仮称）ファーマー
ズセンター

で導入
－ － 0 0

250 42 ｂ

すでに指定管理制度(利用料金制）を導
入している日野駅西及び豊田駅南第4
自転車等駐車場に加え、他の市営自転
車等駐車場にも指定管理者制度を導
入し、効率的な管理運営を図る

道路課

自転車等駐車場整備基本計画（平成22
年度策定）の実施計画を策定する中で、
指定管理者制度を導入すべき駐輪場を
選定し、導入を進める。

実施計画検討 実施計画策定 導入検討
導入準備

事業者選定
導入 － 0 0

251 42 ａ

指定管理者制度導入施設に対し、市民
サービスの向上や経費削減など、その
導入効果を市民を含めた評価委員会を
設置して検証する

企画調整
課

指定管理者協定期間の最終年度に指定
管理者市民評価委員会を開催し、市民
サービスの向上や経費削減など、その導
入効果を検証する。

実施
（交流センター・
東部会館等）

実施
（市民農園）

実施
（地区センタ

ー等）

実施
（交流センター・
東部会館等）

実施
（市民農園）

実施
（地区センタ

ー等）
0 0

252 42 ｂ

指定管理者や民間委託事業者により提
供される公共施設のサービス水準を監
視・監督するしっかりとしたモニタリング
制度を確立し、安定的な運営と市民
サービス向上を目指す

企画調整
課

指定管理者や民間委託事業者により提
供される公共施設のサービス水準を監
視・監督する総合的なモニタリングの仕
組み（利用者アンケート・自己評価・所管
部署評価・外部評価など）を構築し、安定
的な施設運営と市民サービスの向上に
つなげていく。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

253 43 ａ
民間委託に当たっては、「民間委託検
討基準」により費用対効果を確認して導
入する

企画調整
課

民間事業者で行うことのできる事務事業
については、積極的に「民間委託検討基
準」に基づき、民間委託化を目指す。そ
のため、各所管部署に対し、随時業務内
容の見直しを指示していく。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

254 43 ｂ

市民窓口関係業務のうち、現状委託し
ている諸証明発行入力業務・異動届の
入力業務・郵送処理業務に加え、さらに
委託業務拡大を検討する。また、再任
用職員や臨時職員等を活用し、職員数
を削減する(平成25年度）

市民窓口
課

①平成23年度に委託業務の拡大の検討
を開始する。
②検討結果に基づき、委託可能な業務に
ついて、平成26年度に委託化を実施す
る。
③委託業務を検証し、市民サービスや効
率性向上に効果が見られた場合は、更
に委託業務の拡大について検討する。
④豊田駅連絡所の再任用職場の検討を
行ない、平成27年度実施を目指す。

･委託業務拡大：
基幹システムの
入替えに伴い、シ
ステム上の問題
を整理・検討

・委託業務拡大：
他の業務（窓口
係業務及び戸籍
業務等）への拡
大の検討

・豊田駅連絡所
の再任用職場
化：検討開始

・委託業務拡大：
他の業務（窓口
係業務及び戸籍
業務等）への拡
大の検討

・豊田駅連絡所
の再任用職場化
の検討継続

・委託業務拡大：
検討結果に基づ
き、委託可能な業
務の委託化を実
施

・豊田駅連絡所
の再任用職場化
の検討結論

・委託業務拡大：
検討結果に基づ
き、委託可能な業
務の委託化を実
施

・豊田駅連絡所
の再任用職場化
を実施

委託可能な業務
の委託化を拡大

1 2 3 6,100 17,900 17,900 41,900

42248 ａ

郷土史行政・観光行政のあり方を十分
検討し、郷土資料館と新選組ふるさと
歴史館の統合を含めた今後のあり方を
検討する

（２） 民間活力導入により市民サービスの向上

⑭ 郷土資料館の今後のあり方の検討

① 公共施設に指定管理者制度を導入

② 指定管理者制度導入施設等の検証

③ 施設管理や業務の民間委託等の拡大

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

255 43 ｃ
街路樹維持管理作業・公園等維持管理
作業・水路維持管理業の更なる民間委
託を推進し、職員数を削減する

緑と清流
課

街路樹、公園等、水路の維持管理作業
の民間委託を更に進め、職員数の適正
化を図るとともに、安全で快適な生活環
境を確保していく。

一部委託実施
を継続

継続 委託実施 継続 継続 継続 0 0

256 43 ｄ
道路補修・側溝清掃作業業務の更なる
民間委託を推進し、職員数を削減する

道路課
道路補修・側溝清掃作業業務の民間委
託をさらに進め、職員数の適正を図る。

一部委託実施
を継続

継続
民間委託拡大

の検討
民間委託拡大

の検討
民間委託拡大

の検討
民間委託の拡大 0 0

257 43 e

民間活力導入による農業体験農園の
拡大を図り、平成27年度までに計4園と
する
・農業体験農園の開設について、農業
者にPRを行う
・農業体験農園を開設する農業者に対
して、運営のアドバイスや補助金による
支援を行う

産業振興
課

農業体験農園の開設を継続して支援す
る。現在3園の農業体験農園を平成27年
度に4園、平成32年度に7園となるように、
JA東京みなみや東京都などと連携を図
り、生産緑地を所有し、経営改善を進め
ている農業者に働き掛けていく。

4園目の開設に
向けての働き

掛け
継続 継続

4園目の開設準
備

4園目開設
（完全達成）

5園目の開設に向
けての

働き掛け
0 0

258 43 f

保育園入所事務や保育料徴収業務を
効率的に行うため、民間委託の導入や
保育料滞納者の一括管理を実施に向
け検討する

保育課

①定型的な業務である保育園入所事務
や保育料徴収業務を民間委託化し、効
率的な保育実施事務を実現する。
②保育料滞納者の納付強化を図るた
め、市税等との一括管理を検討する。

検討 方向性の提示 順次実施 順次実施 順次実施 順次実施 0 0

259 43 g

日野市の学校給食の特色を生かしてい
くため、複数の直営校を残した上で、小
学校給食調理業務の民間委託を拡大
する

学校課

小学校給食調理業務について、複数の
直営校を残した上で、引き続き計画的に
民間委託化を推進していく。
平成23年度は、滝合小の民間委託化を
実施するとともに、今後5年間の実施校
や給食調理場施設設備整備、などを定
めた委託推進計画を策定する。

推進
（滝合小1校）

委託推進計画
を策定

推進
（1校）

推進
（1校）

推進
（1校）

推進
（1校）

推進
（2校）

3 3 4 4 4 8 26 18,271 37,771 57,271 78,571 104,271 133,861 430,016

260 43 h
中学校事務補助事務の民間委託を進
める

庶務課

小学校の事務補助業務は業務委託によ
り、円滑に行われている。中学校の事務
補助業務についても、業務量の多い部分
を時間増で解決することができれば、委
託が可能と思われるため、実施に移して
いく。

検討 検討 実施 － － － 0 0

261 43 i

納税業務の中で専門家による徴収業務
や民間委託の導入に適合する業務を
選定し、メリット・デメリット・費用対効果
を含めた検討を行う

納税課

納税業務の中で、徴収業務を含め民間
委託の導入に適合する業務の選定を行
い、メリット・デメリット・費用対効果を含め
た検討を行う。

検討 方針決定 － － － － 0 0

262 43 j
現クリーンセンターの民間委託をさらに
推進する

施設課
平成21年度に実施した「ＰＦＩ導入可能性
調査」を精査し、委託化の検討を進める。

委託化の
精査・検討

民間委託化の
範囲を決定する

ＰＦＩ事業の進行
状況による

委託化の検討
継続 継続 継続 0 0

263 43 ｋ
市営住宅使用料徴収業務・納付催告や
個別訪問徴収等に民間委託の導入を
実施に向け検討する

財産管理
課

「現年度分を重点的に徴収する」との方
針に基づいて滞納整理計画を作成し、納
付強化を図る。収納事務全体の民間委
託を検討する。

市債権管理
方法検討

方針決定 － － － － 0 0

264 43 ａ

保育ニーズの今後の動向を丁寧に観
察・検証しながら、公立保育園を複数園
選択し、民営化（指定管理者制度の導
入を含む）について検討を進める

保育課

厳しい財政状況のもと、焦眉の課題であ
る保育園待機児解消に向けた財源確保
を図るためにも、国や都の財政支援が見
込めない公立保育園を複数園選択し、民
営化に向けた取り組みを進める。民営化
については、第5次基本構想（2020プラ
ン）の掲げた方向性を踏まえて検討する

調査
検討

(委員会設置)
検討

(委員会設置)
計画策定・説明 順次実施 順次実施 0 0

265 44 ｂ

しんめい児童館、もぐさだい児童館、ひ
の児童館の3つの地域型児童館につい
て、指定管理者制度の導入、または民
間委託への移行を検討する

子育て課

地域型児童館3館（しんめい児童館、もく
さだい児童館、ひの児童館）について、指
定管理者制度導入または民間委託移行
を図る。老朽化しているひの児童館、もぐ
さだい児童館については、必要に応じて
施設整備も検討する。

検討 工程表の作成 準備 順次実施 順次実施 順次実施 3 3 3 9 7,500 15,000 22,500 45,000

④ 保育園等への民間活力導入の推進
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

266 44 ｃ

学童クラブへの民間活力の導入につい
ては、安全性、安定性、利用者の利便
性及びコストの観点から指定管理者制
度と民間委託による運営形態を総合的
に比較し、より効果的で効率的な形態
で実施する

子育て課

学童クラブの安定的な運営とサービス向
上を目指し、指定管理者による運営、嘱
託職員による運営、その他の運営手法を
比較・検証し、最も効率的な手法を選択・
実施する。

比較検討 比較検討 準備 一部実施 一部実施 一部実施 0 0

267 44 ａ

公共施設の管理運営全般について、安
定性、効率性などを点検・試算し、NPO
法人等の市民団体による指定管理者
制度の導入の適否を検討する

企画調整
課

公共施設の管理運営全般について、
NPO法人等の市民団体による指定管理
者制度の導入について検討を行い、効率
性や有効性が高まる施設については、順
次導入し、「公民協働」のまちづくりを進
める。

検討
実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

268 44 ｂ

新たな組織や施設を立ち上げる際は、
管理運営全般について、安定性、効率
性などを点検・試算し、NPO法人等の市
民団体による指定管理制度の導入の
適否を検討する

企画調整
課

新たな組織や施設を立ち上げる際は、
NPO法人等による運営の可能性を検討し
た上で、事業の展開を図る。

検討 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

3 3 4 8 9 11 38 18,271 37,771 57,271 92,171 137,171 174,261 516,916

269 44 ａ
市民ニーズの把握や費用対効果を考
慮し、日野駅前周辺に住民票の写し等
の自動交付機設置を検討する

企画調整
課

日野駅周辺では、住民票の写し等は日
野駅前郵便局で取ることができる。自動
交付機の設置については市民ニーズを
踏まえ、引続き検討していくこととする。

検討 継続 設置の結論 － － － 0 0

270 44 ｂ

住民票の写し等の自動交付機の設置と
利用促進により、利便性向上と窓口で
の混雑緩和を図る
・住民票の写し等の自動交付機の主要
駅への設置を検討する
・「ひの市民カード」の利便性について
広くPR活動を行うほか、旧印鑑登録
カードからの引替交付日を設定すること
なども検討する

市民窓口
課・七生

支所

①自動交付機設置。
平成23年度平山季重ふれあい館
平成23年度日野駅設置が可能か検討す
る②市民カードへの引替交付件数の増
加を図る。
③自動交付機での交付手数料の引き下
げの実施。

平山季重ふれ
あい館に自動
交付機設置

自動交付機の
交付手数料引き
下げ、市民カード

への引き換え促進
平成22年度比

3,000件増加目標
（七生支所含む）

交付機利用
促進ＰＲ実施

日野駅設置の
調査・検討

引き換え平成23
年度比3,000件

増加目標
（七生支所含む）

ＰＲ継続

日野駅設置の
結論

引き換え平成24
年度比3,000件

増加を目標
（七生支所含む）

ＰＲ継続

引き換え平成25
年度比3,000件

増加を目標
（七生支所含む）

ＰＲ継続

引き換え平成26
年度比3,000件

増加を目標
（七生支所含む）

ＰＲ継続

引き換え平成27
年度比3,000件

増加を目標
（七生支所含む）

ＰＲ継続

0 0

271 44 ｃ

自動交付機の設置場所の検討や手数
料の引き下げを平成23年度に実施し、
利用の拡大を図り、発行コストを削減す
る

市民窓口
課

自動交付機による交付を進め、窓口職員
の削減を目指す。

自動交付機での
交付手数料の
引き下げ実施

委託・再任用・臨
時の拡大･自動
交付機利用に
よる窓口業務
軽減と併せて

人員削減を検討

検討
継続・結論

委託業務の拡大
と自動交付機
利用拡大を併

せて、人員削減
を図る

さらに自動交付
機の利用者を増

やす
継続 0 0

272 45 ｄ
土日開庁施設における住民票の写しな
どの交付の実現に向けた検討を行う

市民窓口
課

土日開庁施設における住民票の写しなど
の交付が実施可能か検討する。

検討 結論を出す
結論に

基づき対応
－ － － 0 0

273 45 ｅ

コンビニでの住民票等の写しなどの交
付については、自動交付機や郵便局で
の証明発行の状況やコスト、他の自治
体の導入状況などを見ながら検討する

市民窓口
課

コンビニでの住民票等の写しなどの交付
について実施可能か検討する。

検討 結論を出す

（実施可能
な場合）
結論に

基づき対応

－ － － 0 0

274 45 ｆ
自宅のパソコンから住民票の写しなど
が取れるシステムを国や他の自治体の
動向を見極めた上で、検討する

市民窓口
課

自宅のパソコンから住民票の写しなどが
取れるシステムを実現可能か検討する。

検討 結論を出す

（実施可能
な場合）
結論に

基づき対応

－ － － 0 0

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

⑤ 市民団体等による公共施設の管理

① 身近で住民票の写し等が受けられる仕組みの充実

（３） 創意工夫により効率的で効果的な行政運営
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

275 45 ａ

電子入札の適用範囲を拡大する
・現行適用基準（工事1,000万円以上、
設計・測量300万円以上）を見直し、更
に範囲を広げる(平成23年度)
・物品（委託、賃貸借を含む）についても
適用の拡大を図る(平成24年度)

総務課

平成22年度中に市内中小事業者の通信
インフラ整備状況や他市の導入状況など
を考慮し、検討を開始した。平成23年度
に工事及び設計測量を、平成24年度に
物品への適用拡大を図る。

工事・設計測量
に適用拡大

物品に適用拡大 － － － － 0 0

276 45 ｂ

制限付一般競争入札の適用範囲を拡
大する
・現行適用基準（工事1,000万円以上、
設計・測量300万円以上）を見直し、さら
に範囲を広げる(平成23年度)
・物品（委託、賃貸借を含む）についても
適用の拡大を図る(平成24年度)

総務課

平成22年度中に市内中小事業者の通信
インフラ整備状況や他市の導入状況など
を考慮し、検討を開始した。平成23年度
に工事及び設計測量を、平成24年度に
物品への適用拡大を図る。

工事・設計測量
に適用拡大

物品に適用拡大 － － － － 0 0

277 45 ｃ

試行導入した総合評価方式について
は、入札結果を踏まえ、評価項目や落
札方式の検証を行い、本格的適用拡大
に向けた検討を行う。

総務課

平成22年4月から、総合評価方式の適用範
囲を1億円未満まで拡大（22年度発注予定
の工事より抽出）。また、平成22年10月から
は更に建築及び土木工事については3億
円、その他の工事については1億5千万円ま
で試行的に適用範囲を拡大した。
平成22年度の入札結果を踏まえ、評価項目
や落札方式の検証を行い、23年度は総合評
価方式の本格的適用拡大のための検討を
行う。業務委託への適用についても検討を
開始する。

試行実施
委託業務も含め

拡大実施
－ － － － 0 0

278 45 ｄ
安易な随意契約は認めず、随意契約の
見直しに継続的に取り組み、契約の公
正性と透明性を確保する

総務課

真にやむを得ないものを除き競争に移行
するよう各課に対して指導するとともに、
主管課より特命随意契約による締結を依
頼された案件については、地方自治法施
行令の規定に照らし合わせ、1件ずつ確
認・審査を行う。今後、入札監視委員会
での検証を強化するなど、更に適切な方
法がないか検討する。

引き続き、主管課
への指導等実施

他の適切な方法
についての
検討実施

継続

検討結果に
基づき実施

継続 継続 継続 継続 0 0

279 45 ｅ
指名競争入札の競争性を高めるため、
指名業者数を増やすなどの見直しを
行って、事業コストの抑制を図る

総務課
指名業者選定基準の見直しをし、選定基
準はもとより、選定業者数の検証及び検
討を行う。

検証・検討 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

280 45 ａ

庁内印刷業務の委託と汎用印刷機導
入の費用対効果の検証、浄書印刷以
外の委託部分のあり方等をさらに検討
する

総務課
平成23年度までに「浄書」の委託を廃止
する。その後、印刷機械の更新について
検討する。

浄書作業の
委託廃止

印刷機械
更新検討

新印刷機械
導入予定

庁内印刷継続 庁内印刷継続 庁内印刷継続 見直し 0 1,670 1,670 1,670 1,670 1,670 1,670 10,020

281 45 ａ
統合型地図システム「ひのマップ」のあ
り方を検討する

情報シス
テム課

平成22年度は、費用対効果の視点から
利用方法の検討を行った。平成23年度以
降「地図情報」の効果的な運用を確立す
る。

あり方を検
討し、廃止

－ － － － － 0 0

282 45 ａ

日野消防署と連携してり災証明発行
訓練を実施し、平成24年度から25年
度の2カ年でり災証明発行の手引きを
作成し、平成26年度から対応可能と
する

資産税課

平成23年度は評価替え準備年度のた
め、24年度にシステム導入の費用対効果
を判断する。東京都で開発中のシステム
を含め、導入を検討することとする。
システム導入を決定した場合は、平成25
年度に予算措置し26年度から実施する。
また、平成24年度から25年度までの2カ
年で、り災証明発行の手引きを作成し26
年度から対応できるようにする。

－

システムを導入
するか費用対
効果を判断

被害認定を含め
たり災証明発行
の手引き作成

システムを導入
する場合は
予算要求

被害認定を含め
たり災証明発行
の手引き作成

結果に
基づき実施

－ － 0 0

② 契約制度の更なる改善

③ 庁内印刷業務の改善の検討

④ 統合型地図システムのあり方の検討

⑤ り災証明発行の手引きの作成
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

283 46 ａ
環境マネジメントシステムの手法を見直
し、事務の簡素化を図る

環境保全
課

環境配慮活動を継続して実施する。な
お、今後はISOのの認証継続はせず、近
隣市の行っている環境マネジメントシステ
ム（ＥＭＳ）の状況等を参考にし、『自己宣
言』をはじめとした日野市に合った環境マ
ネジメントシステムの手順、手法に見直
し、事務の簡素化を図る。

クリーンセンター
のサイト拡大
（事務所のみ）

ISOの手順、手
法を簡素化し、
見直しを行い、
第2回目の定期

審査受審

日野市に合った
新しいEMS
への移行

継続 継続 継続 継続 0 800 800 1,600

284 46 ａ
廃棄物の中間処理施設の建設に当
たっては、広域的な連携の可能性を検
討する

施設課
平成25年度までにごみ処理の広域化計
画を確定する。

基本構想（案）
策定

住民協議・
基本構想確定

広域化計画の
見直し確定

－ － － 0 0

285 46 ａ

希尐な図書資料を保存・活用するた
め、東京都、多摩地域の公立図書館及
びNPO法人など、広域連携による分担
保存や共同保存庫の設置を検討する

図書館
東京都、多摩地域の公立図書館及び
NPO法人などと共同保存庫の設置を検
討する。

検討 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

286 46 ａ

移動図書館「ひまわり号」の効率的で、
時代にマッチした運営を図る
・移動図書館の駐車場所の見直しを行
い、尐子高齢社会に対応した運営を進
める
・現図書館システムのリース満了を見
据え、移動図書館でのオンラインによる
リアルタイムのサービス提供と貸出管
理業務の効率化を検討する

図書館

・移動図書館の駐車場所の見直しを行
い、尐子高齢社会に対応した運営を進め
る。
・現図書館システムのリース満了を見据
え、移動図書館でのオンラインによる、リ
アルタイムのサービス提供と貸出管理業
務の効率化を検討する。

移動図書館駐車
場見直し

技術動向・他事
例の把握

継続

検討

継続

導入

継続

検証

継続

－

継続

－
0 0

287 46 ａ
本庁舎1階に障害福祉課や高齢福祉課
の窓口を移設するなど、窓口に来られ
る方の視点でのフロア配置を見直す

企画調整
課

施設自体の制約はあるが、現状で改善
策があるか各フロアで検討を行う。
主体は各フロアの各所属からの代表者
で構成する。

依頼・検討 検討・実施 継続 継続 継続 継続 0 0

288 46 ｂ
窓口事務の多い課については、受付方
法を整理し窓口事務の効率的な運営を
行う

企画調整
課

市民部で行っている窓口サービス検討委
員会の取り組み事例を整理し、各部署に
対応できるようにする。
事例の整理・編集は市民部とする。
2年度目には、部単位でも窓口検討委員
会を設置し、各部署に則したマニュアル
の作成を指示する。

依頼・検討 検討・実施 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 1,670 2,470 1,670 1,670 2,470 1,670 11,620

4 4 5 8 9 11 41 129,517 61,345 88,577 123,511 169,349 207,165 779,464

289 47 ａ

平成21年2月に策定した「病院改革プラ
ン」に基づき、経営健全化を推進し、将
来にわたり地域の中核病院としての役
割を果たすとともに、一般会計からの繰
出金の削減に努める

市立病院

「病院改革プラン」を推進して経営健全化
を図り、安定的かつ自律的な経営の下で
良質な医療を継続して提供できる体制を
構築する。

経営改善
点検・評価・

見直し

経営健全化
の実現

経営状況の
検証・改善

次期改革プラ
ン検討

次期改革プラ
ンによる経営
健全化実施

継続 継続 0 4,526 57,860 129,936 122,398 123,149 437,869

290 47 ｂ
経営分析に基づく客観的な分析から、
一般会計として市立病院の持続経営に
必要な財政的支援を行う

財政課
「病院改革プラン」に沿った繰出金をベー
スに、収益の状況と内部留保金の状況
確認し、適切な財政支援をする。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

（１） 市立病院の経営健全化

中　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

４　市立病院・外郭団体の経営健全化

⑦ 廃棄物処理施設建設の広域連携の検討

⑧ 他市との資料の分担保存や共同保存庫の設置の検討

⑨ 移動図書館「ひまわり号」の効率的で、時代にマッチした運営

① 市立病院の経営健全化の推進

⑩ 人にやさしい庁舎フロアの配置

⑥ 環境マネジメントシステムの見直し（ISO14001認証取得継続の検討）
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

291 47 ｃ
医師、看護師等を確保し、診療体制の
充実を図り、安定した病院経営を目指
す

市立病院
優秀な医師、看護師等の人材の確保を
継続的に行う。

効果的な取り
組みを適宜実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

292 47 ｄ

小児を含む救急医療体制の整備を、市
立病院の果たすべき重要な役割と捉
え、今後さらに拡大・充実に向け努力す
る

市立病院

地域の医療機関との連携強化による機
能分担を推進し、隙間のない医療体制を
実現するため、ソフト、ハードの改善を図
り今まで以上にスムーズな救急患者の受
け入れ体制を整備する。

救急医療体制
機能向上に向
けた検討・実施

継続
機能向上に
向けた整備

推進 推進 推進 0 0

293 47 ｅ

医療事務のICT化を進め、業務効率化
を図ると同時に、電子化された各種
データを病院経営に活用するため、電
子カルテの導入を検討する

市立病院
電子カルテの導入を図り、業務の効率化
を図るとともに、電子化された各種データ
を病院経営に活用する。

検討・準備 電子カルテ導入
電子カルテの

活用検討・実施
継続 継続 継続 0 0

294 47 f

広報やホームページ等を通じて市立病
院の経営状況の公表に努めるととも
に、診療体制や受診方法等、市立病院
に関する基本的な情報の周知に努め、
市民に信頼され選ばれる病院を目指す

市立病院
市民に広く周知できるように工夫し、市立
病院の情報公開に努める。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

295 47 ａ

急性期病院としての役割を明確にし、
外来については検査・入院を必要とす
る患者に重点を置き、市民の理解を得
ながら一層の病診連携を進めて、紹介
率の向上を目指す(平成28年度紹介
率：50％)

市立病院
紹介率50％を目標に地域連携室を拡充
し、地域の医療機能分担を進める。

推進
（紹介率40%

の実現）

推進
（紹介率42%

の実現）

推進
（紹介率44%

の実現）

推進
（紹介率46%

の実現）

推進
（紹介率48%

の実現）

推進
（紹介率50%の実
現＝完全達成）

0 0

296 48 ｂ

地域の医療機関との連携を図り、質の
高い地域医療を実現するため、イン
ターネットにより各医療機関の電子カル
テシステムや画像システムを相互に参
照できるWeb型電子カルテシステムの
構築を目指し、ＩCＴを活用した地域医療
連携を推進する

市立病院
院内電子カルテの導入とともに、地域連
携推進に向けた地域全体での電子カル
テシステムの構築を目指す。

検討・準備
検討・準備

（院内電子カルテ
導入）

検討・準備 検討・一部実施 継続 継続 0 0

297 48 ａ

病院隣接地にある社会教育センターの
移転後に予定されている病院機能向上
のための施設整備の中で、新たな医療
ニーズや収益力の強化等への対応とと
もに、がん治療やリハビリ、救急医療等
公立病院として求められる診療機能の
向上及び拡張を図ることを検討します

市立病院
社会教育センター移転の推移を見守りな
がら、病院機能の向上のための施設整
備を推進する。

検討・準備
（移転状況確認）

継続
病院機能向上
の施設整備

円滑な運用 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 4,526 57,860 129,936 122,398 123,149 437,869

298 48 ａ

(株)日野市企業公社については、効率
的な事業運営ができる組織体制と営業
力を強化し自立した企業経営に向けた
運営改善を要請する

企画調整
課

(株)日野市企業公社の経営戦略を検証
するとともに、運営改善を要請する。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

299 48 ａ

(財) 日野市環境緑化協会については、
公益法人制度改革関連法の施行によ
る新公益法人への移行に併せ、事業内
容及び組織体制の見直しを進め、自立
した組織運営を推進するよう要請する
(平成24年度)

緑と清流
課

平成23年度に、(財) 日野市環境緑化協
会の組織･事業を改編した上で、移行申
請手続きを行い、平成24年度中に公益財
団法人として運営を開始する。移行後は
自立した組織運営を要請していく。

組織･事業
の改編

移行申請手続き

新法人に移行
自立した運
営の確立

自立した
組織運営

継続 継続 継続 2 2 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 85,000

① (株）日野市企業公社の運営改善

② (財）日野市環境緑化協会の公益法人への移行

② 地域医療連携の推進

③ 病院機能向上のための施設整備の検討

（２） 外郭団体の自立的経営

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

300 48 ａ
市立つばさ・市立はくちょう・市立希望
の家のあり方の検討を通して、日野市
福祉事業団の今後について検討する

福祉政策
課・

障害福祉
課・

発達支援
室

障害福祉サービスを提供する市立つば
さ・市立はくちょう・市立希望の家の運営
等について、民間移譲に向けた見直しと
ともに、日野市福祉事業団のあるべき姿
について整理し、平成25年度から民営に
向けたプロセスを進行させる。

3施設の運営等
の見直しと福祉
事業団のある
べき姿の検討

継続
民営による障害
福祉サービスの
提供への準備

民営による障害
福祉サービスの
提供

－ － 0 15,474 15,474 207,206 207,206 207,206 652,566

301 48 ａ
(福)日野市社会福祉協議会の組織及び
事業の見直しを図り、自立した運営の
推進を要請する

福祉政策
課

「地域福祉活動計画」に基づき、組織の
運営体制の見直し及び整備を図り、自立
的な経営を促す。
・会費の使途を明確にして会費の増強を
図るとともに、売店・自動販売機の運営に
よる自主財源の確保を促進する。
・組織充実に向け、2カ所に分かれている
事務所の統合検討を進める。

経営改善のため
の検討会設置

検討委員会
で検討

検討結果に
基づき自立的
経営を推進

継続 継続 継続 0 14,113 14,113 14,113 14,113 14,113 70,565

302 48 ａ

（公社）シルバー人材センターについて
は、団塊世代の加入を促進し、会員充
実を図るとともに、事業の拡大・効率
化、人件費の適正化を図り、自立的・効
率的な運営の推進を要請する

高齢福祉
課

団塊世代の加入を促進し、会員充実を図
る。また、事業の拡大・効率化や人件費
の適正化を図り、自立的・効率的な運営
を促進していく。

運営状況の検証
経営効率化
の働き掛け

継続 継続 継続 継続 継続 0 3,807 4,807 4,807 4,807 4,807 4,807 27,842

0 2 0 0 0 0 2 3,807 51,394 51,394 243,126 243,126 243,126 835,973

0 2 0 0 0 0 2 3,807 55,920 109,254 373,062 365,524 366,275 1,273,842

企画調整
課

公共施設のあり方を平成23年度に検討
し、その方針に基づき施設を配置、管理
していく。

検討 実施 継続 継続 継続 実施・見直し 0 0

財産管理
課

公共施設のあり方を平成23年度に検討
し、その方針に基づき施設を配置、管理
していく。

検討 実施 継続 継続 継続 実施・見直し 0 0

304 50 ｂ
地方財政健全化法に基づく新公会計制
度に対応するための固定資産台帳整
備を随時進める

財産管理
課

公有財産台帳について、紙台帳からデー
タ化を図ったうえで、データの確認を行
い、精度を高める。およそ5カ年を掛け
て、データの拡充を図る。

検討・一部実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

305 50 ｃ

老朽化した中央福祉センター、湯沢福
祉センターについて、大規模修繕、建替
え（他目的施設との複合施設化を含
む）、廃止等を含めた今後の方向性に
ついて検討する(平成24年度)

高齢福祉
課

中央福祉センター、湯沢福祉センターに
ついて、その必要性について検討する。
必要と判断された場合、修繕または建替
えについて、積算する。

必要性につ
いて検討

検討・結論
必要と判断し
た場合、修繕

の積算
継続 修繕 継続 0 0

306 50 ｄ

住宅の直接提供から間接支援、民業優
先の考え方などを踏まえ、老朽化した
市営住宅（長山団地、城址ヶ丘団地）の
廃止も含めた今後のあり方を検討する

財産管理
課

市営住宅はセーフティネットとして、真に
必要とする市民に提供する。適正な管理
を目指して、老朽化した市営住宅の廃止
も含めた今後のあり方を「市営住宅長寿
命化計画」や「公共施設耐震化・更新計
画」の中で検討し、実施する。

市営住宅長寿命
化計画の策定

公共施設耐震化
・更新計画の策

定

計画実施
（城址ヶ丘団地
の廃止作業）

継続

城址ヶ丘団地
廃止作業完了

長山団地
廃止作業

継続 継続 0 0

施設を公で持つ必要性や適正規模・適
正配置など、公共施設のあり方を検討
し、時代に合ったストックマネジメント
（施設管理）を行う

303 ａ

⑤ （社)日野市シルバー人材センターの自立した運営に向けた支援

50

（１） ストックマネジメント

③ (福)日野市福祉事業団の抜本的見直し

④ (福）日野市社会福祉協議会の組織及び事業の見直し

① 公共施設のあり方の検討

中　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

５　将来を見据えた公共施設の配置と更新
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

307 50 e

高齢者向け住宅施策は、「住宅供給計
画」を策定し現在の施策を整理統合す
るとともに、直接提供から間接支援へ
の移行を目指す

高齢福祉
課

「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事
業計画」の一体化による計画策定を検討
する中で、特別養護老人ホーム等の福祉
施設のみならず、高齢者住宅に関する部
分についても計画に明記し、行政・民間
の役割分担等を含め整理していく。

策定作業
実施
検証

進行管理

検証
進行管理
基礎調査

策定作業
検証

進行管理
継続

検証
進行管理
基礎調査

0 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

308 51 ｆ

借上公共賃貸住宅(市民住宅「かしの木
ハイツ」)は、一括借上げ契約の満了に
伴い、オーナーにスムーズに返還する
・平成24年度：第1かしの木ハイツ返還
・平成25年度：第2かしの木ハイツ返還
・平成27年度：第3かしの木ハイツ返還
・平成28年度：第4かしの木ハイツ返還

財産管理
課

借上公共賃貸住宅の役割は終わりつつ
ある。借り上げ終了に伴う新たな財政負
担（原状回復費用）など、返還には課題
が多いため、オーナーとの協議を綿密に
行い、順次返還していく。

第1かしの木
ハイツ返還準備

第1かしの木
ハイツ返還

第2かしの木
ハイツ返還準備

第2かしの木
ハイツ返還

第3かしの木
ハイツ返還準備

第3かしの木
ハイツ返還

第4かしの木
ハイツ返還準備

第4かしの木
ハイツ返還
（完全達成）

0 6,372 21,070 21,070 24,974 28,506 101,992

309 51 ｇ

老朽化した地区センターの建替えに際
しては、利用状況、管理の状況及び地
域の人口予測等を考慮し、統合化や他
施設との複合化、または廃止を検討す
る

地域協働
課

老朽化した地区センターの建替に際して
は、利用率等の利用状況や周辺の集会
施設の整備状況を検証し、統廃合をも含
めて、あり方を方向付ける。

利用状況、施設
の代替性・建物
調査（不具合
箇所等）を実

施し、統廃合も
含めて検討実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

310 51 ｈ
乗鞍高原日野山荘を平成23年度に廃
止する

地域協働
課

乗鞍高原日野山荘の廃止手続きを行
い、平成23年度に廃止する。

日野山荘廃止 － － － － － 0 21,075 21,075

311 51 i

たかはた保育園用地の借用期限平成
26年3月までに、地域の保育ニーズを
踏まえながら、借用期限後の方向性に
ついて検討を行う

保育課

用地借用期限が平成26年3月までとなっ
ているたかはた保育園の平成26年度以
降のあり方について、民営化も含めた検
討を行う委員会を設置し、方向性を決定・
実施する。

検討
検討

(委員会設置)
方向性決定

方向性に
基づき実施

－ － 0 0

312 51 j
老朽化により公共施設が一斉に更新時
期を迎えるため、その財源確保策とし
て、起債及び既存基金を活用する

財政課
減価償却の考えから起債の活用を含め
て検討する（一般財源負担分は、市有地
売却益を既存基金に積立て活用する）。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 32,447 26,070 26,070 29,974 33,506 148,067

313 51 a

各公共施設の老朽化及び耐震性等を調査
し、優先順位と将来の財政負担を検討しな
がら、市民ニーズ及び市施策との整合性
を図った「公共施設の建替計画・大規模修
繕計画」を策定する
　・専門家を入れて公共施設改修短期計
画（5年）、長期計画を策定することも検討
する
　・平成19年度から進めている保育園、児
童館、学童クラブについては、耐震化と併
せて改修を実施する

企画調整
課、財産
管理課

平成22年度に小中学校を除く市有建築
物についての長期修繕計画の策定し、適
正な維持保全を目指すこととした。平成
24年度中に公共施設の廃止・統合を含
めた計画的な更新のための指針を策定
する。検討に当たっては、施設の状況、
利用状況、ランニングコストなど施設の現
状を把握するため、「（仮称）公共施設白
書」を作成する。

更新指針検討

「（仮称）公共施
設白書」作成

維持保全実施

更新指針策定

維持保全実施

建替計画検討

維持保全実施

総合建替計
画策定

維持保全実施

建替計画実施

維持保全実施

建替計画実施

維持保全実施
0 0

314 52 b

狭あい化・老朽化した市役所本庁舎の
建替え、改築、増築及び分庁舎化等の
各手法による経済性等を比較した上
で、業務の多様化、市民ニーズ及び環
境面等に配慮した更新プランを策定す
る

財産管理
課

おおむね5、6年を目途に、建替え、改築、
増築、分庁舎化の可能性を検討し、更新
プランの具体化を目指す。さらに、現庁舎
の業務を行いながらの内外装の大規模
修繕、設備機器、システムなどの更新を
計画する。

建替え・改築・
増築・分庁舎化
の可能性検討

継続
継続

現庁舎内外装
修繕計画の策定

継続
設備更新の
計画策定

更新プランの
具体化

0 0

315 52 a

計画的・継続的に幹線道路等の維持補
修を実施するため「道路舗装補修計
画」を平成23年度に策定し、実施に努
める

道路課
・舗装補修計画の策定（平成23年度）。
・計画的、継続的な維持補修の実施。

路面性状調査
道路補修計
画の策定

維持補修の実施 継続 継続 継続 継続 0 0

（２） 公共施設の計画的な更新と改修

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

① 公共施設の更新や改修の計画の策定

② 計画的な道路などのインフラの維持管理
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

316 52 b

歩行者・自転車・自動車等の交通需要
を把握し、安全で快適な通行空間を確
保するため、道路幅員の再配分も含め
た「道路改修計画」を平成25年度に策
定し、実施に努める

道路課
・道路改修計画の策定（平成25年度）。
・計画的なリニューアル化の実施。

現状調査 継続

リニューアル
化の実施

道路改修計画
の策定

リニューアル
化の実施

継続 継続 0 0

317 52 ｃ

主要橋梁について定期的な保守点検を
実施し、橋梁台帳・カルテを作成すると
ともに、計画的・継続的に橋梁の維持
補修を実施するため、「橋梁長寿命化
修繕計画」を平成25年度に策定し、実
施に努める

道路課

・橋梁長寿命化修繕計画の策定（平成25
年度）。
・計画的・継続的に橋梁の維持補修の実
施。

主要橋梁の台
帳・カルテ作成

その他橋梁の台
帳・カルテ作成

主要橋梁の
計画策定

その他橋梁の
計画策定

維持補修実施 継続 継続 0 0

318 52 d
「公園施設長寿命化修繕計画」に基づ
き、計画的・継続的に公園施設の修繕
の実施に努める

緑と清流
課

公園施設の修繕計画により、年次で修繕
を実施していく。

実施
（修繕10％実施）

実施
（修繕10％実施）

実施
（修繕20％実施）

修繕実施
（20％実施）
修繕計画見

直し検討

実施
（修繕20％実施）

実施
（修繕20％実施
＝完全達成）

0 0

319 52 e

下水道施設の経年劣化に対する改善
や耐震性の向上を図るため、下水道施
設維持補修に関する計画を平成24年
度までに策定し、実施に努める

下水道課

①下水道中期ビジョン：平成23年度実施・
完了
②下水道長寿命化計画：平成23～24年
度実施・完了
③下水道総合地震対策計画：平成24年
度実施・完了
④下水道施設補修作業開始：平成25年
度より50カ年計画で実施予定

①継続・完了
②着手・継続

②継続・完了
③着手・完了

④補修作業開始 ④補修作業継続 ④補修作業継続 ④補修作業継続 0 0

320 52 a

計画的な整備を実施するため「学校施
設の建替え及び大規模改修等の整備
基本計画」を平成24年度に策定後、実
施計画を策定し、実施に努める

庶務課
平成24年度に確立する「学校施設の建
替え及び大規模改修等整備計画に基づ
き、事業を実施する。

整備計画策
定検討

整備計画策定
整備計画に基
づく事業の実施

継続 継続 継続 0 0

321 52 ｂ
多摩平のまちづくりの進捗にともない、
日野第二中学校校舎の耐震・改築を検
討する

庶務課
関係部署と調整を図り、平成23年度中に
校舎改築整備計画を確立し、27年度から
の改築を目指す。

調査・検討 基本計画 基本設計 実施設計 工事実施 工事実施 0 0

322 52 c
老朽化した教室、照明、トイレ、給
水管、空調設備、音響設備等の「施
設整備計画」を平成23年度に見直す

庶務課
関係部署と調整を図りながら、平成23年
度中に施設整備計画の見直しを行い、計
画に基づき施設整備を実施する。

整備計画策定
整備計画に基

づき事業を実施
継続 継続 継続 継続 0 0

323 52 d
「校舎増築」は、児童・生徒の増加
に対応した施設整備を推進する。

庶務課

関係部署と調整を図りながら、平成23年
度中に5カ年の「増築・施設改造整備計
画」を策定し、計画に基づき施設整備を
図る。

増築・施設改
造整備計画策定

増築・施設改
造整備計画に基
づき事業を実施

継続 継続 継続 継続 0 0

文化ス
ポーツ課

・南平体育館の改修について、平成25年
度までに必要な改修を検討し、改修を実
施する場合は26年度以降に財政状況を
確認しながら行う。
・市民会館・七生公会堂については、毎
年、指定管理者と改修計画の進行管理
を行い、優先順位を検討し、計画的に改
修を実施していく(建物屋上や外壁及び
舞台装置などのほか、内部の機器類を
含む）。

<市民会館・七生
公会堂>
・改修計画の進
行管理
・改修実施

<南平体育館>
・利用状況の確
認

<市民会館・七生
公会堂>
・改修計画の進
行管理
・改修実施

<南平体育館>
・必要な改修の検
討
・国体での使用

<市民会館・七生
公会堂>
・改修計画の進
行管理
・改修実施

<南平体育館>
・改修の有無及
び時期の検討

<市民会館・七生
公会堂>
・改修計画の進
行管理
・改修の実施

<南平体育館>
・改修の実施

<市民会館・七生
公会堂>
・改修計画の進
行管理
・改修の実施

継続 0 0

生涯学習
課

大成荘については、毎年、指定管理者と
改修計画の進行管理を行い、優先順位
を検討し、計画的に改修を実施していく
(建物屋上や外壁及び舞台装置などの内
部の機器類を含む）。

建替計画調
査・準備

建替計画調
査・準備

建替計画調
査・準備

建替計画調
査・準備

建替計画に
基づく検討

建替計画に
基づく検討

0 0

325 52 f

「公共施設の建替計画・大規模修繕計
画」に基づき、中央図書館、高幡図書館
の耐震補強、バリアフリー化等の改修
に努める

図書館

公共施設の建替計画・大規模修繕計画
（財産管理課）に基づき、中央図書館、高
幡図書館の耐震補強、バリアフリー化等
の改修に努める。

全体の公共施設
の建替計画・大
規模修繕計画に
基づき、平成24
年度以降5年間
の図書館施設改
修計画（詳細計

画）を検討

図書館施設改修
計画（詳細計画）

の検討
継続 継続 継続 継続 0 0

324 52

文化スポーツ課及び生涯学習課所管
施設（市民会館、七生公会堂、南平体
育館、八ケ岳高原大成荘等）の優先順
位を検討したうえで、大規模改修計画を
立てる

e

③ 学校や社会教育施設の計画的な改修
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

326 53 g

「公共施設の建替計画・大規模修繕計
画」に基づき、中央公民館を他の公共
施設との複合化による建替え、または
耐震補強・バリアフリー化等の改修に
努める

中央公民
館

平成21年度に策定した「公民館基本構
想・基本計画」に沿い、公民館基本計画
推進会議に「（仮称）公民館等社会教育
施設在り方検討委員会」おいて調査・研
究をしていく。

委員会の発
足、計画準備

計画準備 計画準備 計画準備
建て替え計画
に基づく検討

建て替え計画
に基づく検討

0 0

327 53 ａ

施設構造上の優先順位及び財政状況
を勘案しながら平成27年度までに防災
上重要な市有建築物について耐震化を
進める

財産管理
課

耐震化を進めてきた小中学校施設を除
く、防災上重要な市有建築物について平
成22年度に耐震化実施計画の策定し
た。策定された耐震化実施計画に基づき
平成23年度以降、耐震化事業に着手す
る。

実施 継続 継続 継続

実施
（防災上重要な
施設耐震化率

100%達成）

その他施設の
耐震化実施計

画策定
0 0

328 53 b
市立幼稚園の今後を視野に入れ、平成
25年度までに「園舎耐震化整備計画」
を策定する

庶務課

今後予定している幼稚園統合を視野に
入れ、関係部署と調整を図りながら、平
成25年を目途に園舎耐震化整備計画を
策定し、耐震化を推進する。

関係部署と
調整・検討

継続 整備計画策定
整備計画に

基づき事業実施
継続 継続 0 0

329 53 a
新廃棄物処理施設が稼動するまでの
間、老朽化した既設ごみ処理施設の延
命化対策を実施する

施設課
可燃・不燃ごみ処理施設の第二次延命
化対策を平成26年度まで実施する。

可燃・不燃ごみ
処理施設の延

命化対策を実施
継続 継続 継続

継続
見直し

継続 0 0

330 53 ａ

「第2次ごみゼロプラン」及び「一般廃棄
物処理施設計画」に基づき、熱回収施
設（ごみ焼却炉）、リサイクルセンター
（処理棟及びプラザ棟）を平成30年度ま
でに建替える

施設課
ごみ処理施設（熱回収施設、リサイクル
センター）を平成30年度までに建替え、31
年度から稼動する。

基本計画・設
計見直し

建設準備室
を立ち上げ

生活環境アセ
スメント実施

事業者選定
事業者確定
実施設計

建設着工 0 0

331 53 ｂ

新廃棄物処理施設の建設・運営をPFI
方式を検討し、競争性を高め、適正な
価格での契約、効率的な運転管理を目
指す

施設課
平成25年度までにPFI方式による施設建
設・運営を検討し、判断する。

導入可能性調
査の検討

PFI方式導
入の検討

事業条件の検
討・実施方針の
作成等を行い、
PFI方式導入の

是非を判断

－ － － 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 32,447 26,070 26,070 29,974 33,506 148,067

332 54 ａ
市税の現年徴収率は、99.0％以上を目
指す
（平成22年度：98.8％）

納税課

機能分担型徴収体制を生かし徴収率アップ
を図る。市税、国保税の口座振替利用率
40.2%を目指す。滞納事案数管理の徹底・早
期の財産調査を徹底する。生活状況調査を
徹底する。コンビニ収納の継続、市税等徴収
員による電話催告、戸別訪問、ポスティング
、分納管理システムによる分納管理を行う。
マルチペイメントネットワーク（ペイジー収納
サービス）、クレジットカード公金収納サービ
スによる収納方法を全庁的にメリット・デメ
リット・費用対効果を含めた検討を行う。

推進
（徴収率目標：

98.9％）

推進
（徴収率目標：

98.9％）

推進
（徴収率目標：

98.9％）

推進
（徴収率目標：

98.9％）

推進
（徴収率目標：

99.0％）

推進
（徴収率目標：
99.0％＝完全

達成）

0 28,411 28,411 28,411 28,411 56,822 56,822 227,288

333 54 ｂ
市税の滞納繰越分徴収率は、29.4％以
上を目指す
（平成22年度：24.8％）

納税課

滞納事案の管理、早期の財産調査、生
活状況調査を徹底する。機能分担型徴
収体制を生かし徴収率アップを図る。進
行管理を徹底する。分納管理システムに
よる分納管理・差押の強化、公売を実施
する。

推進
（徴収率目標：

25.5％）

推進
（徴収率目標：

26.2％）

推進
（徴収率目標：

27.0％）

推進
（徴収率目標：

27.8％）

推進
（徴収率目標：

28.6％）

推進
（徴収率目標：
29.4％＝完全

達成）

0 8,584 17,168 26,978 36,788 46,598 56,408 192,524

④ 公共施設の耐震化の推進

（１） 確実な収入強化（財源確保）　

① 市税等の徴収率向上

⑤ ごみ処理施設の延命化対策の実施

⑥ ごみ処理施設更新の円滑な推進

６　財源確保と適切な財政運営

中　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

38　／　50



第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

334 54 ｃ
国民健康保険税の現年徴収率は、
92.1％以上を目指す
（平成22年度：91.2％）

納税課

機能分担型徴収体制を生かし徴収率アップ
を図る。市税、国保税の口座振替利用率
40.2%を目指す。滞納事案数管理、早期の財
産調査、生活状況調査を徹底する。コンビニ
収納の継続する。市税等徴収員による電話
催告、戸別訪問、ポスティング、分納管理シ
ステムによる分納管理を行う。マルチペイメ
ントネットワーク（ペイジー収納サービス）、ク
レジットカード公金収納サービスによる収納
方法を全庁的にメリット・デメリット・費用対効
果を含めた検討を行う。

推進
（徴収率目標：

91.3％）

推進
（徴収率目標：

91.4％）

推進
（徴収率目標：

91.5％）

推進
（徴収率目標：

91.7％）

推進
（徴収率目標：

91.9％）

推進
（徴収率目標：
92.1％＝完全

達成）

0 3,189 6,378 9,567 15,946 22,325 28,704 86,109

335 54 ｄ
国民健康保険税の滞納繰越分徴収率
は、22.8％以上を目指す
（平成22年度：20.7％）

納税課

滞納事案の管理、早期の財産調査、生
活状況調査を徹底する。機能分担型徴
収体制を生かし徴収率アップを図る。進
行管理を徹底する。分納管理システムに
よる分納管理・差押の強化、公売を実施
する。

推進
（徴収率目標：

21.0％）

推進
（徴収率目標：

21.3％）

推進
（徴収率目標：

21.6％）

推進
（徴収率目標：

22.0％）

推進
（徴収率目標：

22.4％）

推進
（徴収率目標：
22.8％＝完全

達成）

0 2,747 5,494 8,241 11,903 15,565 19,227 63,177

336 54 ｅ
市税・国民健康保険税の口座振替利用
率40.2％以上を目指す
（平成22年度：28.0％）

納税課

納期内納付キャンペーン、市都民税申告
会場でのキャンペーン、産業祭りでの
キャンペーンを実施する。口座振替促進
用横断幕掲示、電飾掲示板、新築マン
ションへのＰＲ、市内ミニバス車内掲示板
でのＰＲを行う。

推進
（利用率目標：

31.0％）

推進
（利用率目標：

32.8％）

推進
（利用率目標：

34.6％）

推進
（利用率目標：

36.4％）

推進
（利用率目標：

38.3％）

推進
（利用率目標：
40.2％＝完全

達成）

0 0

337 54 ｆ
市税等徴収員を活用した電話催告、個
別訪問、ポスティングを強化し、現年度
優先の徴収体制を継続する

納税課

滞納事案の管理、早期の財産調査、生
活状況調査の徹底する。機能分担型徴
収体制を生かし徴収率アップを図る。進
行管理を徹底する。市税等徴収員による
自動電話催告システムによる催告、戸別
訪問、ポスティングを強化する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

338 54 ｇ
迅速な滞納処分ができるように、機能
分担型の体制を充実させ、差押・公売
で債権確保を図る

納税課

金融機関等の調査、不動産調査、自動
車調査、その他の調査により、預金・不
動産・自動車の差押を実施する。タイヤ
ロック、インターネット公売等を行う。滞納
事案の優先順位付け（長期・長期累積・
時効完成・小額滞納事案のリストアップ
及び処理）を行う。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

339 54 ｈ

マルチペイメントネットワーク（ペイジー
収納サービス）等による収納の導入を、
基幹システム再構築完了後の平成24
年度から全庁的に検討する

納税課

マルチペイメントネットワーク（ペイジー収
納サービス）、クレジットカード公金収納
サービスによる収納方法を全庁的にメ
リット・デメリット・費用対効果を含めた検
討を行う。

－ 検討 検討 検討 方針決定 － 0 0

340 54 i
介護保険料の現年度徴収率は、99.0％
以上を目指す
（平成22年度：98.5％）

高齢福祉
課

毎年、年次通知及び月次通知の中で口
座振替利用の積極的な周知を図るととも
に、滞納者に対する催告、臨戸訪問を複
数回実施し、平成28年度までに徴収率
99%の目標達成を目指す。

口座振替利用
促進

滞納者への催
告・臨戸訪問(年2

回)
（徴収率目標：

98.6％）

口座振替利用
促進

滞納者への催
告・臨戸訪問(年2

回)
（徴収率目標：

98.6％）

口座振替利用
促進

滞納者への催
告・臨戸訪問(年2

回)
（徴収率目標：

98.7％）

口座振替利用
促進

滞納者への催
告・臨戸訪問(年2

回)
（徴収率目標：

98.8％）

口座振替利用
促進

滞納者への催
告・臨戸訪問(年2

回)
（徴収率目標：

98.9％）

口座振替利用
促進

滞納者への催
告・臨戸訪問(年2
回)(徴収率目標：
99%＝完全達成)

0 2,027 2,027 4,054 6,081 8,108 10,135 32,432

341 55 j
介護保険料の滞納繰越分徴収率は、
22.8%以上を目指す
（平成22年度：13.1％）

高齢福祉
課

過年度分滞納者への個別管理を徹底し
て、定期的な電話催告、臨戸訪問を実施
して、前年度との比較の中で毎年著集率
を向上させる。

収納率の対前
年比での向上
（徴収率目標：

14.7％）

収納率の対前
年比での向上
（徴収率目標：

16.3％）

収納率の対前
年比での向上
（徴収率目標：

17.9％）

収納率の対前
年比での向上
（徴収率目標：

19.5％）

収納率の対前
年比での向上
（徴収率目標：

21.1％）

収納率の対前
年比での向上
（徴収率目標：
22.8％＝完全

達成）

0 1,037 2,074 3,111 4,148 5,185 7,259 22,814

342 55 ｋ
使用料等の滞納について、市税との一
括管理を検討する

企画調整
課

各部署において市債権管理の法的基礎
知識を習得したうえで、強制執行等を踏
まえた債権管理を各部署で行う。
次いで、債権管理の一元化部署の設置
について検討し、実施する。

検討
実施

検討
実施

検討
実施

検討
実施

検討
実施

検討
実施

0 0

343 55 ａ
適正な受益者負担を求めるため、使用
料の算定基準を策定する

企画調整
課

使用料徴収施設の検討を行い、定期的
な見直しを実施する。

見直し検討
（現状把握・

算定基準策定）

見直し検討
（条例改正）

実施
（改正条例施行）

－ 検討 見直し実施 0 0

② 使用料・手数料の見直し
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

344 55 ｂ
使用料・手数料の定期的な見直しを行
う（平成24年度実施）

企画調整
課

使用料の算定基準の見直しを行う。
見直し検討
（現状把握・

算定基準策定）

見直し検討
（条例改正）

実施
（改正条例施行）

－ 検討 見直し実施 0 0

345 55 ｃ 墓地管理手数料の見直しを行う
環境保全

課

墓地管理手数料の算出基準を検討し、
近隣とのバランスも考慮しながら、墓地
管理手数料の改正を検討し、実施する。

近隣調査
算出基準作成

算出基準、近隣
とのバランス
を考慮し、
改定検討

見直し実施 － － － 0

346 55 d
東京都の占用料改定を参考に公園占
用料の見直しを行う

緑と清流
課

毎年度、東京都の占用料改定を参考とし
て固定資産税評価額の総平均価格を基
に金額の見直しを検討し、改定を行う。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 実施 0

347 55 e
公園内の駐車場等施設の有料化を平
成23年度から順次進める

緑と清流
課

企画調整課、文化スポーツ課などと協議
を進め、平成24年度までに市民の森ス
ポーツ公園、浅川スポーツ公園、万願寺
中央公園、旭が丘中央公園、北川原公
園の駐車場の有料化を実施する。

有料化実施協
議、施設整備及
び一部有料化実

施

継続
施設整備及び有

料化実施
運営及び
維持管理

継続 継続 0 0

348 55 f
下水道使用料の見直しを平成24年度に
行う

下水道課
平成24年度、28年度の下水道使用料改
定については、その前年度に状況等勘
案した検討結果に基づき見直しを行う。

検討

状況等を勘案し
た前年度の検
討結果に基づ

く見直し

東京都、他市
の状況把握

継続 検討

状況等を勘案し
た前年度の検
討結果に基づ

く見直し

0 20,000 20,000 20,000 20,000 40,000 120,000

349 55 g
一般廃棄物（ごみ）処理手数料（持ち込
みごみ）の見直しを平成23年度に実施
する

ごみゼロ
推進課

平成22年度に条例の改正を行い、23年4
月から持込ごみ料金の改定を実施する。

実施
（持込手数料を
25円/kgから

42円/kgに改定）

－ － － － － 0 48,000 43,200 38,880 34,992 31,492 28,342 224,906

350 55 h 市民農園の使用料の見直しを行う
産業振興

課

「利用者のニーズに応じた市民農園」の
項と関連して、メリハリのある市民農園の
開設とその使用料の見直しを検討し、実
施する。

実態把握・検討

メリハリのある
市民農園の開設

使用料見
直し実施

－ － － － 0 2,198 2,198 2,198 2,198 2,198 10,990

351 55 i
八ヶ岳高原「大成荘」の収益性の検証
を行い、平成24年度の改定を目指す

生涯学習
課

平成21年度に指定管理者制度に利用料
金制を導入した。
周辺の林間施設における状況を調査し、
利用料金の検討及び見直しを行う。

利用料金の見直
しを検討

利用料金改定の
検討

検討結果に基づ
き見直し

－ － － 0 0

352 55 ａ
無料の集会室などの施設使用料を有
料化する

企画調整
課

一部に有料の集会室もあるが、他の各施
設の光熱水費、修繕や利用者の要望に
対応する経費に充当するために、受益者
負担の立場から現在使用料が無料と
なっている集会室等の貸室を平成25年
度有料化する。
・交流センター会議室等
・福祉支援センター会議室　など

見直し検討
（現状把握・算
定基準策定）

見直し検討
（条例改正）

実施
（改正条例施行）

－ 検討 見直し実施 0 16,000 16,000 16,000 16,000 64,000

353 55 ｂ 施設使用料の見直しを行う
文化ス
ポーツ課

無料の体育施設について、有料化に向
けた検討を行う。

利用団体等との
意見交換、他市
の状況調査、料
金徴収事務の

調査検討

無料体育施設
の有料化を検討

有料施設の使用
料見直し及び無
料施設の有料化

継続 継続 継続 0 0

354 55 ｃ
健康づくり事業への受益者負担を平成
23年度に導入する

健康課
参加費の自己負担制度を導入し、毎年
金額の見直しを行う。

実施 実施 実施 実施 実施 実施 0 4,542 4,542 4,542 4,542 4,542 4,542 27,252

355 55 ｄ
学童クラブ保護者負担金の見直しを行
う

子育て課
日野市全体の「受益者負担のあり方」を
検討する中で、学童クラブ保護者負担金
の適正化を図る。

他市の取り組
み状況調査

検討委員会に
諮問・答申

答申に
基づき実施

- - - 0 15,446 15,446 15,446 15,446 61,784

356 55 ｅ
保育所運営費保護者負担金の見直し
を行う

保育課
保育料の納付率の向上に優先して取り
組む。保育料の改定については、他市と
の状況を参考に実施する。

調査 検討
（委員会設置）

検討
（委員会設置）

実施 - - 0 115,060 115,060 115,060 345,180

③ 受益者負担の適正化
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

357 55 ｆ

子ども家庭在宅サービスの更なる充実
と利用者負担の見直しを行う
・一時保育の利用料を平成23年度に改
定する
・トワイライトステイの利用料を平成24
年度に改定する

子ども家
庭支援セ
ンター

一時保育及びトワイライトステイの利用
料を改定する。

見直し 実施 － － － － 0 200 440 440 440 440 440 2,400

358 55 ｇ
国民健康保険税の税率の引き上げを、
平成23年度に実施する。

保険年金
課

平成23年度に国民健康保険税率を改定
（財政収支期間は平成26年度まで）。
その後は、次回改定について検討を行
う。
なお、今後国民健康保険の枞組みが変
更になる予定のため、必要に応じて年次
計画を修正する。

改定実施
次回改定に
向けた検討

次回改定に
向けた検討

継続 継続 継続 継続 0 0

359 55 ｈ 施設駐車場使用料の有料化を進める
企画調整

課

（仮称）市民の森ふれあいホール駐車場
使用料は有料とする。また、市民の森ス
ポーツ公園駐車場の有料化を検討し、実
施する。その他の無料駐車場について
も、費用対効果を考慮の上、有料化を進
めていく。

調査、検討
実施

（ふれあいホー
ル、スポーツ

公園）

検討・実施 継続 継続 継続 継続 0 5,580 5,580 5,580 5,580 5,580 27,900

0 0 0 0 0 0 0 98,737 137,512 183,448 317,535 365,361 406,163 1,508,756

360 56 a

ホームページを魅力あるものにして、有
料広告の顧客を増やし、地域経済の活
性化につなげる。また、広告料の見直し
を平成23年度に実施し、財源の確保を
図る

市長公室
平成23年度にホームページの一部改修
を進める中で、広告料の見直しに向けた
検討を行う。

実施 － － － － 見直し 0 100 100 100 100 100 100 600

361 56 b
広報紙「ひの」の広告料の見直しを、平
成23年度に実施する

市長公室
平成23年度に広報ひのの広告料の見直
しを実施する。

実施 － － － － 見直し 0 120 120 120 120 120 120 720

362 56 c
「ごみ・資源分別カレンダー」に有料広
告を引続き掲載する

ごみゼロ
推進課

ごみ・資源分別カレンダーへの広告掲載
を継続する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

363 56 d
図書館印刷物等の有料広告を導入す
る

図書館
自主財源確保に向け事業内容等の検討
し、導入していく。

自主財源確保の
ための事業案検

討

自主財源確保の
ための実施要綱

整備
実施準備 実施 推進 推進 0 10 10 10 30

364 56 ａ

新たな寄附財の研究を行い、新しい制
度を実施する
・新しい寄附制度を導入する（使途・特
典やダイヤルQ2の検討）
・新しい寄附制度をPR強化する

企画調整
課

先進的な取り組みや既存事業の洗い出
しを行い、新たな寄附金制度を実施して
いく。

検討 検討・実施 継続 継続 継続 継続 0 0

365 56 ｂ
寄附財を活用しての公民協働事業の拡
大を図る

財政課
平成23年度以降は、寄附財の活用も含
め、幅広く市民と行政との公民協働事業
の拡大を図る。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

366 56 ａ
資源物売却益などの算定を精査する
（平成23年度実施）

ごみゼロ
推進課

有価物売却益に関する内容を見直し、社
会変化に応じた対策を講じる。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 5,250 5,250 5,250 5,250 5,250 5,250 31,500

0 0 0 0 0 0 0 5,470 5,470 5,470 5,480 5,480 5,480 32,850小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（２） 創意工夫による財源確保　

① 有料広告事業の拡充

② 寄附財を活用した行政運営

③ 資源物売却益などの適正な算定

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

367 57 ａ
平成23年度～25年度を期間とする3カ
年販売計画により、市有地の早期売却
を推進する

土地活用
推進室

平成22年度に市有地調査を行い、売却
重点個所とし、7カ所を抽出し、販売計画
（3カ年）作成した。この計画に基づき売却
を進める。

売却実施
（2年目：7カ所中

5カ所売却）

売却実施
（3年目：7カ所
全てを売却）

－ － － － 0 60,000 40,000 100,000

368 57 b
当面利用予定のない市有財産等を貸し
付け、有効活用を推進する

土地活用
推進室

平成22年度に大規模市有地等の活用方
針決定した。この計画に基づき平成23年
度に大規模市有地活用計画を作成し、市
有財産の有効活用を図っていく。

・市立病院跡地
活用計画検討
・万願寺六丁目
市有地活用計画
策定
・多摩平下水処
理場活用計画策
定

・市立病院跡地
活用計画策定
（方針決定）
・万願寺六丁目
市有地活用計画
実施（事業者選
定）
・多摩平下水処
理場活用計画実
施（一部土地売
却の実施・地区セ
ンターの設計）

・市立病院跡地
活用計画策定
（事業者選定）
・多摩平下水処
理場活用計画実
施（地区センター
の建設）

継続実施 継続実施 継続実施 0 0 756,000 20,000 50,000 50,000 50,000 926,000

土地活用
推進室

現況調査を平成22年度から行っており、
23年度に完了する。その結果により、隣
接土地所有者に対する購入の斡旋を開
始する。

現況調査完了
隣接土地所有者
に対する購入の
あっせんを開始
（目標20筆売却）

継続実施
（目標20筆売却）

継続実施
（目標20筆売却）

継続実施
（目標20筆売却）

継続実施
（目標20筆売却）

継続実施
（目標21筆売却）

0 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 300,000

道路課
庁内関係課と情報の交換を図り積極的
に払い下げの相談に応ずる。

現況調査完了
相談受付

処分手続き実施

相談受付
処分手続き実施

継続 継続 継続 継続 0 0

緑と清流
課

平成23年度に現況調査を完了し、積極的
に販売を進める。

現況調査完了
相談受付

処分手続き実施

相談受付
処分手続き実施

継続 継続 継続 継続 0 0

370 57 d
旧ダストボックス用地は、3年以内に処
分する

土地活用
推進室

旧ダストボックス用地は、毎年10カ所を3
年間の目標で処分する。

継続実施
(目標10カ所）

継続実施
(目標10カ所）

継続実施
(目標10カ所）

－ － － 0 800 800 800 2,400

371 57 e
市有地の売却益については、公共施設
の更新のための財源として基金に積立
てていく

財政課
市有地の売却益は公共施設建設基金に
積み立て、施設更新計画の基金活用と
調整を図り、活用していく。

継続実施
更新計画と

の整理
実施 継続 継続 継続 継続 0 0

372 57 ａ
公共下水道供用開始区域内の切替を
促進する（目標約6,000戸）

下水道課

公共下水道供用開始区域の拡充及び普
及促進によって、新たに公共下水道への
切替を行うことにより下水道使用料の収
入増を図る。

推進
（切替戸数：

800戸）

推進
（切替戸数：

1,250戸）

推進
（切替戸数：

1,150戸）

推進
（切替戸数：

1,000戸）

推進
（切替戸数：

950戸）

推進
（切替戸数：

850戸）
0 24,681 38,565 35,479 30,852 29,309 26,224 185,110

企画調整
課

交付金制度改革等について国・都より情
報収集し、庁内に情報提供する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

都市計画
課

交付金制度改革等について国・都より情
報収集し、庁内に情報提供する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

374 57 ｂ
国及び都等の施策が、市のビジョンと
合致する場合、国都補助金等を積極的
に獲得する

企画調整
課

国及び都より情報収集し、庁内に情報提
供を図る。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 135,481 885,365 106,279 130,852 129,309 126,224 1,513,510

369

373

② 下水道供用開始区域内の切替促進による下水道使用料の徴収

法定外公共物（青道・赤道）の売払いを
推進する

57

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（３） 積極的な財源確保　

57 c

各部単位で情報収集、情報交換を行
い、包括的交付金の獲得を図る

① 市有財産等の有効活用の推進

ａ

③ 国都補助金等の獲得
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H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
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化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

375 57 ａ 外郭団体等への補助金の見直しを行う
企画調整

課

団体等の活動を把握し、適正な補助金執行を図
るよう、各課へ周知する。また、予算編成ヒアリ
ング時に見直しの確認を行う。
・（財）日野市環境緑化協会：事業№299のとおり
・（福）日野市福祉事業団：事業№300のとおり
・（福）日野市社会福祉協議会：事業№301のと
おり
・（公社）日野市シルバー人材センター：事業№
302のとおり
・（社）日野市勤労者福祉サービスセンター、日
野市商工会、NPO法人日野市観光協会,、（公
財）社会教育センター　など

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 1,829 12,976 12,976 12,976 12,976 12,976 66,709

376 57 ｂ
補助基準を平成23年度に作成し、24年
度補助金を見直す

財政課
補助基準を作成し、基準に基づく運用を
推進する。

基準作成 運用 継続 継続 継続 継続 0 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 350,000

377 57 ｃ
ひの市民リサイクルショップ回転市場補
助金の廃止を検討する

地域協働
課

ひの市民リサイクルショップ回転市場補
助金廃止の検討し、平成24年度に廃止
する。

補助金
廃止検討

廃止 － － － － 0 50 50 50 50 50 250

378 58 ｄ
消費生活展補助事業の見直しを検討
する

地域協働
課

消費生活展補助事業のあり方の見直し
を行う。

見直しの検討 継続 見直し － － － 0 0

379 58 ｅ メーデー補助金のあり方を検討する
産業振興

課

メーデー補助金については、他市の交付
状況等を勘案した補助事業の検証し、平
成24年度までに廃止する。

事業検証
見直し検討

廃止 － － － － 0 30 150 150 150 150 150 780

380 58 ｆ
日野市社会福祉団体関係補助金の補
助基準を社会情勢に合わせて平成24
年度までに見直す

福祉政策
課

補助金交付団体の公募及び新たな仕組
みについて検討を加え、平成24年度まで
に方向性を定める。

新たな仕組
みを検討

新たな仕組
みの方向性

を定める
－ － － － 0 0

381 58 ｇ

障害者の福祉タクシー利用券、自動車
ガソリン給油券の給付について見直し
を行い、真に必要度の高い障害者（児）
を対象とする制度とする

障害福祉
課

福祉タクシー利用券・自動車ガソリン給
油券の給付について、給付対象および給
付方法等を検討し、平成25年度に向け制
度のあり方を整理する。

真に必要度の
高い障害者(児）

の検討
給付方法の検討

継続
制度のあり
方整理完了

－ － － 0 0

382 58 ｈ
障害者の福祉手当（市制度）の給付に
ついて見直しを行い、真に必要度の高
い障害者（児）を対象とする制度とする

障害福祉
課

福祉手当の給付について、給付対象およ
び給付金額等を検討し、平成25年度に向
け制度のあり方を整理する。

真に必要度の
高い障害者(児）

の検討
給付方法の検討

継続
制度のあり方整

理完了
－ － － 0 0

383 58 ｉ
敬老金贈呈について廃止も含めた見直
しを行う

高齢福祉
課

現金給付による「慶祝事業」のあり方につ
いて、存続・見直し・廃止を含め検討を行
う。

検討
検討結果に
基づき実施

－ － － － 0 0

384 58 j
就学援助費用・準要保護の資格要件
（生活保護基準の1.3倍）についての見
直しを行う

庶務課
就学援助費の認定基準を他市の平均程
度を目安とする。

検討・見直し － － － － － 0 0

385 58 k
国の奨学金制度実施の動向に応じ、日
野市高校生奨学金の廃止を含めた見
直しを行う

庶務課

公立高校無償化や高校等就学支援金の
実施にともない、国の動向を注視しつつ
高校生奨学金制度の廃止を含めた見直
しを行う。

検討・見直し － － － － － 0 0

386 58 l

財政部門は、基本構想・基本計画、行
革大綱、財政計画等により、当該年度
の重点事業を設定し、事業実施の優先
順位付けをする

財政課

中期的な財政計画を平成23年度に策定
し、中期的な視野に立った財政運用に努
める。また、平成28年度に財政計画の見
直しを行う。

策定 運用 継続 継続 継続 見直し 0 0

387 58 ａ
国民健康保険特別会計への一般会計
からの繰出金の増加を健康増進施策
の推進等により抑制する

保険年金
課

平成24年度の加入者1人当たりの保険給
付費を、平成21年度比10％増以内に抑
える（制度改正予定あり）。
平成28年度の加入者1人当たりの保険給
付費を、平成21年度比23％増以内に抑
える。

加入者1人当たり
の保険給付費

を平成21年度比
6％増以内

に抑制

加入者1人当たり
の保険給付費

を平成21年度比
10％増以内

に抑制

加入者1人当たり
の保険給付費

を平成21年度比
12％増以内

に抑制

加入者1人当たり
の保険給付費

を平成21年度比
16％増以内

に抑制

加入者1人当たり
の保険給付費

を平成21年度比
20％増以内

に抑制

加入者1人当たり
の保険給付費

を平成21年度比
23％増以内

に抑制

0 0

① 補助金の適正化

② 特別会計繰出金の縮減

（４） 歳出削減策　
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

388 58 ｂ
後期高齢者医療特別会計への一般会
計からの繰出金の増加を健康保持・予
防施策の推進等により抑制する

保険年金
課

平成24年度の加入者1人当たりの療養費
負担金を、平成21年度比10％増以内に
抑える。
なお、当制度は今後廃止が予定されてい
る。

加入者1人当た
りの療養費負担
金を、平成21年

度比6％増
以内に抑制

加入者1人当た
りの療養費負担
金を、平成21年

度比10％増
以内に抑制

－ － － － 0 0

389 58 ｃ
介護保険特別会計への一般会計から
の繰出金の増加を健康保持・予防施策
の推進等により抑制する

高齢福祉
課

一般会計から給付費分繰出金の伸び率
を介護保険事業計画において計上した
数字以内とするため、給付の適性化事業
(認定調査チェック・事業者指導等)を強化
し、毎年の目標達成を図る。

一般会計からの
給付費分繰出
金の対前年度
伸び率を7.4%
以内とする

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

390 58 ｄ
国民健康保険における財政運営の広
域化の検討をしていく

保険年金
課

国保広域化の実現に向けて、国や東京
都への働き掛けを実施する。

国や東京都へ
の働き掛け実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

391 58 ａ
委託業務の検査、指導等を通じて委託
業務の適正化を推進する

行政管理
チーム

委託業務の検査、指導等を通じて委託業
務の適正化を推進する。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

下水道課

・平成23年度及び28年度全体契約見直
し。
・平成24年度全体契約延伸・協定締結。
・各年度別計画の実施。

全体契約見直し
年度別計
画実施

全体契約延伸
・協定締結
年度別計
画実施

年度別計
画実施

年度別計
画実施

年度別計
画実施

全体契約見直し
年度別計
画実施

0 0

区画整理
課

・平成23年度：評価等方法の見直し検
討。
・平成24年度：試行の実施。

評価等方法の
見直し検討

試行
試行結果の
検証・見直し

継続 継続 継続 0 40 40 40 40 40 200

393 58 ｃ
収集運搬業務の合理化改善を引き続き
促し、更なるコスト削減を目指す

ごみゼロ
推進課

収集運搬業務委託において、減車などの
実施により、合理化改善を要請する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 8,159 38,159 38,159 38,159 38,159 38,159 198,954

394 58 ｄ 健診等の委託料の縮減を図る 健康課
毎年予算編成までに、医師会、検診事業
者と協議し、健診等のコスト削減を目指
す。

実施 実施 実施 実施 実施 実施 0 0

395 59 e
駅前ミニ子育て応援施設「モグモグ」の
事業への委託のあり方を見直す

子育て課

学童クラブ時間延長（当面は試行実施）
の利用状況を見ながら、モグモグで実施
している夜間児童育成の方向性を見定
める。

検証 検討 実施 － － － 0 0

396 59 ａ

焼却灰、不燃残渣の最終処分の配分
量に対し超過量が出ない方策を検討す
るとともに、焼却残渣の運搬処理等に
ついて算定を精査する

ごみゼロ
推進課

最終処分場の配分量を超過しないような
施策の検討、適正な運搬処理費の算定。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 4,035 4,035

397 59 ａ
土地区画整理事業用地の有効活用を
行い、管理費の削減を図る

区画整理
課

毎年継続して土地区画整理事業用地の
有効活用を実施していく。規模は仮換地
の指定状況による。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

398 59 ａ
駅周辺のバリアフリー化については鉄
道事業者の負担を求める

都市計画
課

駅周辺のバリアフリー化事業に掛かる費
用の負担や用地の取得等について、鉄
道事業者と協議を行う。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

399 59 ａ

一般会計から土地区画整理事業特別
会計への市負担額の縮減につながる
ため、保留地の早期売却を積極的に進
める

区画整理
課

5カ年計画（平成22年度～26年度、平成
24年度～28年度)に基づき計画的な保留
地公売計画を立て、22年度から継続して
実施する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

392

⑥ 駅周辺のバリアフリー化の鉄道事業者の負担

58

④ 最終処分費を減じる施策の実施

⑦ 保留地の早期売却

新都市建設公社に対する委託業務の
見直しを行い、コスト削減を目指す

ｂ

③ 委託料や調達コストの縮減

⑤ 区画整理事業用地の有効活用
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

400 59 ａ

開票事務の改善により選挙執行経費を
削減する
　・開票事務の効率化
　・翌日開票の検討

選挙管理
委員会

開票事務の効率化については、平成23
年度から自動読取分類機を導入する。さ
らに選挙事務の効率化の検討を進め、効
率化できることについては、平成25年度
から実施する。
翌日開票については、平成28年度までに
一定の結論を出す。

自動読取分類
機導入

（東京都補助）

翌日開票の検討

開票事務効率
化、時間短縮

の検討

翌日開票の関係
機関との協議

効率化に基づく
開票事務の実施

翌日開票の関係
機関との協議

翌日開票の関係
機関との協議

継続 翌日開票の結論 0 0

0 0 0 0 0 0 0 14,053 121,375 121,375 121,375 121,375 121,375 620,928

401 59 ａ
経常収支比率（普通会計）を88％以下
に早期達成することにより、財政構造の
弾力性の確保を図る

財政課
経常収支比率の早期目標達成に向け、
毎年度健全財政運営への取り組みを実
施する。

推進
（90％以下）

継続 継続 継続
継続

（88％以下）
継続 0 0

402 59 ｂ
平成28年度までに普通会計における人
件費構成比率を17.5％以下とし、効率
的な行政運営を実現する

財政課
人件費構成比率の目標達成に向け、毎
年度健全財政運営への取り組みを実施
する。

推進
（18.0％以下）

継続
（17.5％以下）

継続 継続 継続 継続 0 0

403 60 ｃ
公債費負担比率（普通会計）を7.5％以
下に維持するように努め、財政構造の
健全性の確保を図る

財政課
健全財政運営を進め、公債費負担比率
の適正値内を毎年度維持する。

推進
（7.5％以下）

維持 維持 維持 維持 維持 0 0

404 60 ｄ
財政調整基金積立目標額を35億円と
し、計画的に積立て中長期的な視点で
安定した財政運営を行う

財政課
健全財政運営を進め、計画的な積立と運
用を図る。

継続実施
推進

（30億円以上）
継続 継続 継続

推進
（35億円以上）

0 0

405 60 ｅ

平成28年度末の市全体の地方債残高
（日野市土地開発公社を除く）を平成21
年度末と比べ、50億円削減した770億
円以下とする

財政課

当行財政改革期間中における地方債残
高削減目標達成に向けて、計画的な財
政運営を進める。なお、平成28年度より
ごみ焼却施設建設工事に伴う市債増を
予定。

推進
（地方債残高：

780億円）

推進
（地方債残高：

770億円）

推進
（地方債残高：

760億円）

推進
（地方債残高：

750億円）

推進
（地方債残高：

740億円）

推進
（地方債残高：
770億円以下）

0 0

406 60 ｆ
平成28年度末の一般会計の赤字公債
残高を平成21年度末と比べ、30億円削
減した149億円以下とする

財政課
当行財政改革期間中における赤字公債
残高削減に向けて、計画的な財政運営を
進める。

推進
（赤字公債残高：

175億円）

推進
（赤字公債残高：

169億円）

推進
（赤字公債残高：

164億円）

推進
（赤字公債残高：

159億円）

推進
（赤字公債残高：

154億円）

推進
（赤字公債残高：
149億円以下）

0 0

407 60 ｇ
市債の借入総額を公債費の2/3以下に
抑制し、普通会計、一般会計ともプライ
マリーバランスの黒字を維持していく

財政課
予算編成時に市債借入総額を公債費の
2/3以下とし、プライマリーバランス（基礎
的財政収支）の均衡を継続実施する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

408 60 ａ
土地開発公社の経営健全化を進めると
ともに、減損分の対応策を検討する

財産管理
課

平成23年度～27年度を期間とする第3次
経営健全化計画を策定し、市が財政状
況を見据えながら買戻すとともに、民間
売却を進める。なお、民間売却にともなう
減損分については、土地開発公社と対応
策を協議し、健全化につなげていく。

健全化計画策定
実施

検討・実施 継続 継続
検討・実施

健全化計画完了
－ 0 0

409 60 ａ 外部監査制度の導入を検討する
企画調整

課
国の動向にも留意しつつ、実現化につい
て調査・検討を進める。

調査・検討 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 253,741 1,149,722 416,572 575,242 621,525 659,242 3,676,044

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

⑧ 選挙執行経費の削減

中　　　　　　　　　　　計

② 土地開発公社経営健全化と減損分の対応策の検討

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

① 健全な財政運営を推進

③ 外部監査制度導入の検討

（５） 適切な財政運営　
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

410 61 ａ
「人材育成基本方針」に基づき職責に
応じた職員研修の充実・強化により、職
員の能力向上を図る

職員課

平成24年度を目途に人材育成基本方針
を見直す。
「日野市人材育成基本方針策定委員会」
を立ち上げるが、委員会は人事評価制度
見直しも兼ねる。

継続実施
新方針検討

実施
新方針策定

実施 継続 継続 継続 0 0

411 61 ｂ 管理職の職員育成能力を高める 職員課
管理職は人事評価での面談を通じ、職員
の人材育成を図り、職員のモチベーショ
ンの向上につなげる。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

412 61 ｃ
技術系職員の技術の継承と次世代育
成を図る

財産管理
課

平成22年度に検討チームを作り、各技術
職場の将来像と具体的な取り組みを討
議した。平成23年度に各技術系職場の
業務分析を実施し、専門分野の民間委
託等の是非を検討をした上で、職種ごと
の技術職員の需要、必須資格を把握す
る。調査の結果に基づき、技術職員の採
用計画、技術継承の手法、専門研修計
画、必須資格取得支援等を盛り込んだ実
施計画を策定し、技術系職員の人材育
成を行う。

調査・検討
実施計画策定

実施 継続 継続 継続 継続 0 0

413 61 ｄ
職員の意欲とモチベーション向上につ
ながる新たな職員提案制度を導入する

企画調整
課

新たな形の提案制度を平成23年度中に
見直し、実施する。

見直し
新たな制度実施

実施 継続 継続 継続 継続 0 0

414 61 ｅ
市政の基本的知識を習得する研修は、
内部講師を活用する

職員課

各年度、派遣研修による講師の育成を行
うとともに、内部講師による文書作成、会
計事務等の基本的事務能力研修を実施
する。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

415 61 ｆ
国や東京都など、他の自治体への派遣
研修を実施する

職員課
引続き、東京都の派遣を継続するととも
に、他の派遣先についても検討実施す
る。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

416 61 ｇ
民間企業に積極的に職員を派遣し、経
営感覚を持った職員を育成する

職員課
職員にとって有用な民間企業の派遣先を
調査し、実施する。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

417 61 ｈ 被災自治体に職員を積極的に派遣する 職員課

大災害に被災した自治体に職員を派遣
し、非常時の地方公務員としての役割を
果すとともに、その体験から学んだ知識
を日野市の防災施策に生かしていく。

実施
（東日本大
震災関連）

実施 継続 継続 継続 継続 0 0

418 61 ｉ
各種サークル活動、地域活動など職場
外活動への積極的参加を奨励する

職員課
各種サークル活動、地域活動に参加でき
る環境を整える。

推進 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

419 62 ｊ
外郭団体やNPO法人との相互研修等
を実施し、視野の広い職員を育成する

職員課
他の団体との交流により相互に啓発でき
る研修機会を検討・実施する。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

420 62 ｋ
指導改善が必要とされる職員に対する
再教育プログラムを実施する

職員課

知識・技術・技能・態度などについて職員
として要求される最低限のレベルの習得
を目標とした指導プログラムを検討・実施
する。

検討 継続 検討・実施 継続 継続 継続 0 0

421 62 ｌ
自治会等、地域の団体との交流を行
い、公民協働ができる職員を育成する

職員課
地域サポーターから得た、経験、知識等
を共有できる研修を検討実施する。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

422 62 m
自己啓発のための公開講座などの情
報提供を行う

職員課
情報提供および積極的参加を促す環境
を整える。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

423 62 ｎ
自宅でのインターネット利用による学習
システム（e-ラーニング）を導入する

職員課
インターネット利用による学習システ
ム（e-ラーニング）を導入する。

検討 検討 導入 － － － 0 0

① 広い視野を持った職員の育成

（１） 人材育成　

７　職員の育成と適正な給与水準　　
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

424 62 o
職員の各種研修の参加状況や研修成
果をデータベース化し、職員の育成と人
事評価に役立てる

職員課
人事評価制度を活用した、計画的な育
成を行う制度を構築する。

検討 検討 構築・実施 実施 継続 継続 0 0

425 62 p
 職員がインターネットを利用できる環境
を整備する

情報シス
テム課

現在のインターネット環境の運用状況や
課題等の検討、ICT環境の変化、総務省
等の取り組みの情報収集や調査を行い、
情報セキュリティ、業務効率化、経費の
節減を目指した検討を進める。

調査・検討 継続 継続 構築 継続 実施 0 0

426 62 ａ
公平性と信頼性に基づいた適材適所へ
の人事配置を行う

職員課
人事評価および自己申告に基づく人事
配置の仕組みを検討構築する。

検討・実施 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

427 62 ｂ
定期的かつ計画的な人事異動を行い、
広い視野と見識を持った職員を養成す
る

職員課
人事評価および自己申告に基づく人事
配置の仕組みを検討構築する。

検討・実施 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

428 62 ａ
職員の意欲や、実績に基づく職員昇任
試験制度を推進する

職員課
昇任について自薦、他薦等の様々な形
態での選考機会を検討し、制度を構築
する。

検討 検討・実施 実施 継続 継続 継続 0 0

429 62 ａ
嘱託職員に業務教育・訓練を実施し能
力の向上を図る

職員課 嘱託職員に業務教育・訓練を実施する。 検討 検討・実施 実施 継続 継続 継続 0 0

430 62 ｂ
図書館業務に円滑かつ効果的に従事
できる嘱託職員を育成する

図書館
・業務マニュアルの整備と研修の実施を
行う。

業務マニュアル
の整備

研修実施
システム入れ替
えに伴うマニュア
ルの改定・研修

継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

431 62 ａ
教育委員会の生涯学習のスポーツと芸
術文化分野を平成23年度に市長部局
へ移管する

企画調整
課

スポーツと芸術文化分野を平成23年度に
市長部局に移管し、文化・スポーツによる
地域活性化を推進する。

実施 － － － － － 0 0

432 63 ｂ
訴訟及び不服申立てに対する対応並び
に法務機能を強化するため、平成23年
度に法務を所管する部署を設置する

総務課

平成22年度に法務担当主管を配置し、訴
訟等の個別事案について、関係課、弁護
士等連携を図りながら対応してきた。
平成23年度はさらに総務課に法務を担
当する係を設置し、訴訟及び不服申立て
の進行管理、条例規則等の審査・立案及
び行政手続制度等について、各種具体
的事業を実施する。併せて、無用な訴訟
や不服申立ての発生を防止する対策も
課題として取り組む。

実施 － － － － － 0 0

433 63 ｃ
チーム制の導入等、柔軟に業務に対応
できる体制を検討する

企画調整
課

所属内での問題・課題等は、所属長の指
揮の下に解決に当たる。緊急課題への
取り組みなどは、これまでのプロジェクト
チーム（PT）とは違った、短期集中型の
PTを編成して取り組んでいく。
また、ピラミッド型の従来組織形態のほ
か、フラット型のチーム制の拡大について
検討する。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

434 63 ａ
職員の職務名を市民に分かりやすくす
る

企画調整
課

効率的な機構改革と併せ、市民に対して
より分かりやすい職務名を検討し、実施
していく。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

① 時代にマッチした組織づくり

④ 嘱託職員の能力向上

② 市民に分かりやすい行政組織

③ 公平・公正な昇任試験制度

② 職員の適材適所への配置

（２） 機能的な組織運営　

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

435 63 ｂ 組織の名称を市民に分かりやすくする
企画調整

課
機構改正の際には、市民に分かりやすい
組織名称にしていく。

検討・実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

企画調整
課

組織内の人材を有効活用して業務繁忙
期の応援体制を引き続き敷いていく。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

職員課
組織内の人材を有効活用して業務繁忙
期の応援体制を引き続き敷いていく。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

437 63 ｂ
勤務実態に即した柔軟な勤務時間制度
（ずれ勤）を拡大する

職員課
引き続きずれ勤職場の拡大を図り、市民
サービス向上と業務効率化を目指す。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

438 63 ｃ
勤務実態に即した柔軟な勤務時間制度
の導入（フレックスタイム制）を検討する

職員課
ずれ勤導入職場拡大後、更に多様な勤
務実態に柔軟に対応するために、フレッ
クスタイム制等の導入を検討する。

検討 継続 検討結果を反映 － － － 0 0

439 63 ｄ

職員一人ひとりが週間、月間及び年間
等の業務スケジュールによる進行管理
を行い、業務の円滑な推進と効率化を
図る

全庁

平成22年度の業務分析を踏まえ、職員
一人ひとりが担当業務の進行管理を行
う。そのため、年度当初に年間スケ
ジュールや年度目標を等を定めるととも
に、日々庁内情報サービスのスケジュー
ラーを活用する。また、ショートミーティン
グなどにより、情報の共有化を図るなどし
て、効率的な業務運営を目指す。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

440 63 ａ

任期付職員制度（期間限定職員の採
用）及び任期付短時間勤務職員制度
（時間パート職員の採用）の創設を検討
する

職員課
任期付職員制度（期間限定職員の採用）
及び任期付短時間勤務職員制度（時間
パート職員の採用）の創設を検討する。

検討 導入 － － － － 0 0

441 63 ｂ
女性職員の職制への積極的な登用を
図る

職員課
女性職員の昇任への意欲を高めるため
の研修等を実施し、職制への登用を推進
する。

検討 検討・実施 継続 継続 継続 継続 0 0

442 63 ｃ
民間の経験と発想を市政に反映するた
めに、民間企業等の経験者などの中途
採用を実施する

職員課
民間企業等の経験者などの中途採用を
する制度を検討する。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

443 63 a

民間委託、再任用職員、嘱託職員など
の多様な人材の活用等により、職員定
数の更なる適正化を図る（事務事業の
増加等による定員増を除いた単純人員
削減目標数値100人）

職員課
民間活力導入や多様な人材の活用など
を進め、よりスリムな行政組織を構築す
る。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

444 64 b
退職者の一部不補充等により、平成28
年4月1日までに22年4月1日と比べ、職
員数を50人純減する

職員課

学校給食調理業務や窓口業務等の民間
委託化、「公民協働」の推進などにより、
退職者を一部不補充とし、引き続き職員
数の削減を図り、よりスリムな行政組織を
構築する。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 6 6 51,000 51,000 51,000 51,000 51,000 51,000 306,000

445 64 c 学校用務員業務の嘱託化を推進する 庶務課
年次計画は設けず、退職や任用替で欠
員が生じた学校に市の再任用職員、また
は嘱託員を配置する。

市の再任用職員
・嘱託員の配置

継続 継続 継続 継続 継続 1 1 6,800 6,800 6,800 6,800 6,800 34,000

446 64 ｄ
職員の年齢構成や新たな行政需要を
考慮し、職員採用は継続して行う

職員課

退職者不補充を原則とするが、円滑な組
織運営を継続していくため、採用計画を
策定し、一定程度の職員採用を行ってい
く。

策定 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

63

① 定員管理の適正化

③ フレキシブルな組織運営

④ 多様な人材の登用により組織を活性化

436
業務繁忙期における部間・部内での効
率的、機動的な応援体制を確立する

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

ａ

（３） 適正な定員管理と給与水準　
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

447 64 ａ
人事院および東京都人事委員会勧告
に沿った、適正な給与改定を実施し、ラ
スパイレス指数を100以下とする

職員課

東京都人事委員会勧告等に沿った給与
改定を行い、ラスパイレス指数を100以下
として、市民から納得の得られる給与水
準とする。

推進
（ラスパイレス

指数：100以下）
維持 維持 維持 維持 維持 0 0

448 64 ｂ
東京都の給与水準を上回っている技能
労務職の給与水準の見直しを行う（平
成23年度）

職員課
見直しを図り、平成23年4月から東京都
給料表に準拠する。

実施 － － － － － 0 0

449 64 ｃ

期末勤勉手当における職務段階別加
算について、係長職および主任職に係
わる加算率が東京都を上回っているた
め、見直しを行う（平成23年度）

職員課
平成24年1月から東京都の支給率に合わ
せて支給する。

実施 － － － － － 0 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 55,000

450 64 ｄ
退職金の中膨れ状況を解消するため、
中途採用者の定年にともなう退職金の
支給率を見直す（平成23年度）

職員課 平成23年度退職者から適用する。 実施 － － － － － 0 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 12,000

451 64 ｅ

住居手当、扶養手当を見直す
　　・人事院勧告に準拠し、持ち家職員
の住居手当を廃止する
　　・扶養手当を東京都並みに引き下げ
る

職員課

国の人事院勧告および東京都の人事委
員会勧告に準拠した手当の見直しを行
う。
　・住居手当：10500円→8500円
　・扶養手当：7000円→6000円

検討 実施 － － － － 0 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 130,000

452 64 ａ 人事評価制度の評価の適正化を図る 職員課

人事評価の適正化を図るため、人材育
成基本方針見直し委員会で評価シートの
評価内容の整理と評価項目数の簡素化
を行う。

新人材育成基本
方針に沿った
評価項目の
検討・実施

継続 継続 継続 継続 継続 0 0

453 64 ｂ
査定昇給制度を平成23年度に全職員
に拡大する

職員課
平成23年度に課長補佐職以下の職員に
も査定昇給制度を拡大する。

実施
（全職員）

－ － － － － 0 0

454 64 ｃ

勤勉手当の「成績率」導入を順次拡大
する
　・平成23年度：課長補佐職に拡大
　・平成24年度：全職員に拡大

職員課
平成22年度6月期は部課長職を対象と
し、以下順次拡大する。

実施
（課長補佐職）

実施
（係長職以下

全職員）
－ － － － 0 0

455 64 ｄ
管理職層の人事評価スキル、面談力等
の向上のため評価者研修を行う

職員課
管理職等を対象に評価者研修を引続き
実施し、評価スキルの向上を図る。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

456 64 ａ
時間外管理委員会の指針を推進し、時
間外勤務手当の決算額を1億円以下に
する

職員課

平成23年度中に行政管理チームとの役
割分担を明確にする。企画・総務が連携
して、仕事のあり方を含めて時間外勤務
の縮減を図る。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

457 64 ｂ
業務改善により時間外勤務を縮減し、
職員の健康保持と人件費の節減につな
げる

全庁
引き続き業務改善を進め、時間外勤務を
縮減する。

継続実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

職員課

各種委員会等の委員報酬について、要
綱に基づく委員会を設置し、時代に即し
た適正な報酬額となるよう、日額制の検
討および改定を行う。

資料収集
委員会設置準備

委員会設置・検
討見直し案作成

条例改正

改定実施
（改正条例施行）

－ － － 0 0

庶務課
教育委員報酬について、現行の月額報
酬制度を見直し、日額制の導入等も視野
に入れながら多角的な検討をしていく。

他市の状況調査
委員会設置準備

委員会設
置・検討

（教育委員会
意見聴取・

見直し案作成）

改定実施
（改正条例施行）

－ － － 0 0

459 64 ｂ 謝礼金の見直しを行う 財政課
「委員報酬」の見直しに合わせて、謝礼
基準も見直しを図り、平成25年度から実
施する。

報酬の見直
し動向の確認

次年度に向け
た検討・見直し

－ － － － 0 0

③ 職員の能力・業績を反映した給与制度

④ 時間外勤務の縮減

② 適正な給与水準

458 ａ64
報酬審議会に委員報酬の見直しを諮問
し、その結果を反映させる

⑤ 委員報酬や謝礼金の見直し
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第4次行財政改革大綱実施計画

H２３年度 H２４年度 H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 23 24 25 26 27 28 合計 23 24 25 26 27 28 合計
所　管　課

中
分
類

削減見込み人数 効果見込み額（千円）
実施計画の概要

年度計画大
分
類

改革・改善の内容
小
分
類

細
分
類

項
番

大
綱
頁

※効果見込み額は、平成22年度決算（または予算）と比較した削減額で、民間委託
化等では、原則として削減される人件費（一人当たり年8,500千円）から、委託経費を
差し引いた額とする。

460 64 ｃ
市民参画による市民への報酬等は、基
準を公表する

職員課
支給状況を調査した上で、「委員報酬」の
見直しに合わせて、謝礼等の支払基準も
整理し、平成25年度から実施する。

状況調査

委員会設
置・検討

見直し案作成
支払基準改正

実施 － － － 0 0

6 1 0 0 0 0 7 53,000 96,800 96,800 96,800 96,800 96,800 537,000

461 65 ａ 仕事と育児の両立支援策の構築を図る 職員課
平成21年度に見直し、改正した次世代育
成後期計画に沿って仕事と子育ての両
立を推進する。

推進
後期計画中

間見直し
後期計画推進 継続 継続 継続 0 0

462 65 ｂ
職場内のコミュニケーションを活性化
し、相談し合える環境をつくる

職員課
職場内のコミュニケーションを活性化し、
まず職場内で相談し合える環境をつくる。

検討 実施 継続 継続 継続 継続 0 0

463 65 ａ
メンタルヘルスについて、職員の相談し
やすい体制を整備する

職員課

EAP相談室を引き続き設置し、職員の精
神面の健康管理を行う。その結果、平成
28年度にメンタルで休職する職員日数を
平成22年度比で50％削減する。

継続実施 継続 継続 継続 継続

継続
（平成22年度比
メンタルで休職
する職員日数

50％減）

0 0

464 65 ｂ
管理職に向けたメンタルヘルス研修を
充実する

職員課

精神疾患に罹患した職員に対応する管
理職にメンタルヘルスについての正しい
知識と対応するための具体的メソッドを
習得するために研修を実施する。その結
果、平成28年度にメンタルで休職する職
員日数を平成22年度比で50％削減する。

継続実施 継続 継続 継続 継続

継続
（平成22年度比
メンタルで休職
する職員日数

50％減）

0 0

465 65 ａ
長期病欠者が円滑に職場復帰できるよ
う、復帰プログラムの確立等の環境整
備を行う

職員課

円滑に職場復帰が果たせるように、平成
22年度中に復帰手順を確立した。平成23
年度から周知を図り、職場復帰プログラ
ムを実施していく。

実施 継続 継続 継続 継続 継続 0 0

466 65 ｂ
育休者等が自宅でインターネットを利用
し、庁内の情報を得られる環境を整備
する

職員課
平成23年度に技術的検討を行い、具体
策を構築する。

構築 実施 － － － － 0 0

467 65 ａ
就学部分休業の導入について、平成24
年度条例化を目指す

職員課
地方公務員法の趣旨に基づき、平成24
年度条例化を目指す。

検討
条例制定

実施
－ － － － 0 0

468 65 ｂ
高齢者部分休業について、平成24年度
条例化を目指す

職員課
地方公務員法の趣旨に基づき、平成24
年度条例化を目指す。

検討
条例制定

実施
－ － － － 0 0

469 65 ｃ
育児短時間勤務制度の導入について、
平成24年度条例化を目指す

職員課
地方公務員法の趣旨に基づき、平成24
年度条例化を目指す。

検討
条例制定

実施
－ － － － 0 0

470 65 ａ
互助会運営に対する市の交付金等の
廃止を検討する

職員課
職員の福利厚生制度のあり方や互助会
の事業内容等を見直し、交付金に頼らな
い互助会運営を目指す。

検討 実施 － － － － 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

0 0 0 0 0 0 0 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

6 1 0 0 0 0 7 53,000 101,800 101,800 101,800 101,800 101,800 562,000

10 7 5 8 9 11 50 441,453 1,410,707 752,000 1,210,552 1,296,419 1,382,755 6,493,886

中　　　　　　　　　　　計

大　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

（４） 労働環境（職場環境）の整備　

⑤ 互助会運営に対する市の交付金等の見直し

④ 休業制度等の拡充

③ 病休者等の復職の支援

② メンタルヘルス対策の充実

① 職場環境の整備
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